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⑴　対象プロジェクト
　本書のプロジェクトは、東北7県と仙台市、新潟市、経済産業省など国の機関、民間団体等
に対して「21世紀の東北を拓くために優先的かつ重点的に取り組んでいる、もしくは取り組
もうとしているプロジェクト（事業や構想）」を照会した結果、得られたものである。
　照会時期は、2009年4月～ 9月であるが、プロジェクトの掲載内容は、原則として2009年4
月現在である。
　また、本書に収録されたプロジェクトはハード系のみならずソフト系のものも多く含み、
事業費規模も多様である。


自 治 体
東北7県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県）
仙台市、新潟市


国 の 機 関
経済産業省東北経済産業局
国土交通省東北地方整備局、北陸地方整備局
農林水産省東北農政局、北陸農政局


民間団体等 ㈳東北経済連合会、㈱インテリジェント・コスモス研究機構、
東北地域新規事業化支援センターなど


⑵　プロジェクトの概要
　プロジェクトの総数は204件である。プロジェクトは右の6分野に分類した。
　分野別に見ると、「産業」が最も多く90件（うち農林水産業39件）、続いて「広域交通・通信、
広域活動」が31件、「国土・自然環境、資源・エネルギー」が30件、「生活・都市環境、住民参加」
が20件、「教育、文化・スポーツ」が17件、「医療・福祉」が16件となっている。


　　プロジェクト一覧表（事業地域別）


事業地域


計


国 土・
自然環境、
資 源・
エネルギー


産 業
生 活・
都市環境、
住民参加


医 療・
福 祉


教 育、
文 化・
スポーツ


広域交通・
通 信、
広域活動


農 林
水 産 業


青森県 21 2 12 2 1 2 3 1
岩手県 33 6 18 7 3 1 2 3
宮城県 34 7 12 4 6 1 5 3
秋田県 25 4 14 7 0 4 0 3
山形県 20 3 8 5 3 2 1 3
福島県 21 2 7 5 2 1 4 5
新潟県 36 5 15 8 4 5 2 5
2県以上 14 1 4 1 1 0 0 8
合　計 204 30 90 39 20 16 17 31


注　各県等が事業主体で対象地域が全国や世界としているプロジェクトに関しては、事業主体の所在
する県を事業地域とした。







⑶　各プロジェクトの標記
　各プロジェクトの標記は次のとおりである。


通し番号 事業および構想地域
（県域での表示）


分野


事業および構想の
実施地域


（東北7県を表示）


プロジェクト名


事業および構想の主体


プロジェクトの
問合せ先


事業および構想の目的、
期待される効果


事業および構想期間、
進捗状況・主な経過


プロジェクトに関する
今後の予定など、
特に注目すべき事項


当該プロジェクトに
関連する図や写真


総事業費
（千円）


事業および構想の
内容（概要）


当該プロジェクトに
関連する事業・計画








 8　県境不法投棄現場原状回復対策事業
17　津軽ダム


 9　県境不法投棄事案に係る
　　　　　　　　　　環境再生事業
10　廃棄物適正処理監視等推進事業
11　廃棄物処理モデル施設整備事業
12　循環型地域社会形成推進事業
15　一関遊水地
18　胆沢ダム


 1　「ダメだっちゃ温暖化」
　　　　　　　　　みやぎ推進事業
 2　みやぎ地球温暖化対策
　　　　　　　　　　地域推進事業
 3　伊豆沼・内沼自然再生事業
 4　百年の杜づくり推進事業
 5　みちのく環境管理規格
14　自然エネルギー等・
　　　　　　省エネルギー促進事業
16　鳴瀬川中流緊急対策特定区間


 6　水と緑の県民運動推進事業
19　砂子沢ダム建設事業
20　成瀬ダム
21　森吉山ダム


22　留山川ダム整備事業
23　最上小国川ダム建設事業
24　長井ダム


 7　トキをプロデュース・野生復帰推進事業
26　大河津可動堰改築
28　統合河川環境整備事業
29　環境用水利活用促進事業
30　地球環境にやさしいメタンガス発電事業


13　「もったいない」が生きている社会づくり事業
25　松川遊砂地


27　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島
　　GPS波浪計を活用した沖合波浪（津波）観測網の整備


（広域プロジェクト）


1.　国土・自然環境、資源・エネルギー







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	宮城県環境生活部　環境政策課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2661　FAX 022-211-2669


事業の目的・効果
★	　地球温暖化防止対策について、方向性などに関する
認識の共有化と県内各界各層の広範な活動の促進を図
る。


事業期間・進捗状況
★	・平成20年度：�「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議


の設立
	 ・平成20年度～：�総会・部会（産業、運輸、民生業務、


家庭、企画普及の5つ）の運営、フォー
ラムの開催


関連事業・計画
★	＂脱・二酸化炭素＂連邦みやぎ推進計画
	 （新・宮城県地球温暖化対策地域推進計画）


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 1,800千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
	 ①�　「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議設置運営事


業
	 　�　各業界団体や消費者団体、大学、県等により、「ダ


メだっちゃ温暖化」宮城県民会議を設置し、意見交
換・情報交換を行いながら、県民運動を全県的に展
開していく。


	 ②　フォーラム開催事業
	 　�　県内の企業や団体、市町村等の地域の先進的な取


組みを広く紹介し、県内各界各層の広範な活動の促
進に繋げるため、フォーラムを開催する。


宮城県


「ダメだっちゃ温暖化」みやぎ推進事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


温暖化対策を県民に広める地球温暖化防止活動推進員


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	宮城県環境生活部　環境政策課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2661　FAX 022-211-2669


事業の目的・効果
★	　県内の個別の地域において実施されている地球温暖
化防止に向けた効果的取組を全県的に波及させ、二酸
化炭素排出量削減に向けた県民運動の展開（「脱・二酸
化炭素連邦みやぎ」の形成）を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成14 ～ 22（2010）年度
	 ・平成15年3月25日：�宮城県地球温暖化対策地域協議


会設立
	 ・平成15年度：�仙台市秋保温泉街及び古川市台町商店


街におけるモデル事業（二酸化炭素排
出診断・削減メニュー提案）の実施


	 ・平成17年3月：�「脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成
フォーラム」開催


	 ・平成16 ～ 17年度：�岩沼臨空工業団地におけるモデ
ル事業の実施、各モデル地区に
おける自主的取組の推進


	 ・平成17年度：�仙台市秋保温泉街及び古川市台町商店
街におけるモデル事業に係る効果検証
の実施


	 ・平成18年度：�岩沼臨空工業団地におけるモデル事業
に係る効果検証の実施


	 ・平成18年度：�県内市町村のイベント支援、地球温暖
化防止活動推進員の活動支援


	 ・平成18 ～ 19年度：�モデル事業の成果等について、
他地域において紹介・説明し、類
似の取組の実施についての勧奨
の展開。


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 1,550千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①　宮城県地球温暖化対策地域協議会運営事業
	 　�　宮城県地球温暖化対策地域協議会を通じて、県内


各地において市町村等が行う二酸化炭素排出抑制に
向けた普及啓発活動を支援し、これを将来的に県全
域に波及させる。


	 ②　宮城県地球温暖化防止活動推進員事業
	 　�　一般県民を対象に温暖化防止活動への助言等を行


う地球温暖化防止活動推進員に対する活動支援を行
い、温暖化防止活動の普及を図る。


関連事業・計画
★	　＂脱・二酸化炭素＂連邦みやぎ推進計画（新・宮城県
地球温暖化対策地域推進計画）


宮城県


みやぎ地球温暖化対策地域推進事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	宮城県環境生活部　自然保護課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2672　FAX 022-211-2693


事業の目的・効果
★	　国内に残された代表的な低地湖沼である伊豆沼・内
沼は、ガン・カモ類など数多くの冬鳥の飛来地として、
県自然環境保全地域や国指定鳥獣保護区特別保護地
区、国の天然記念物の指定を受け、また、ラムサール
条約の登録湿地にもなっている。


	 　しかし、生活排水の流入などによる水質の悪化や土
砂・浮遊物の流入などによる浅底化が進行し、その自
然環境の保全が重要な課題となっており、平成4年度
に策定した伊豆沼・内沼環境保全対策基本計画に基づ
き、総合的な保全対策を実施してきた。


	 　平成18年度からは、自然再生推進法に則った自然再
生事業として、NPO法人や関係団体等と一体となっ
て総合的な環境保全・再生を図るべく、事業化を進め
ている。


事業期間・進捗状況
★	　伊豆沼・内沼環境保全対策基本計画に基づき、平成
5年度からマコモ植栽、ヨシ群落適正維持管理、生物
調査等を実施。


	 【平成22年度以降の予定】
	 　・22年度～：�自然再生事業実施計画の作成、事業実


施


事業地域
	 伊豆沼・内沼地域（宮城県栗原市（旧築館町、若柳町）、
登米市（旧迫町））


総事業費
	 27,400千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	【平成21年度実施予定】
	 　・�自然再生協議会の運営、自然再生全体構想及び実


施計画案の検討
	 　・魚類・貝類復元対策基礎調査・試験施工
	 　・抽水・沈水植物復元対策基礎調査・試験施工
	 　・水質改善導水試験
	 　・水生植物適正管理手法調査


関連事業・計画
★	　宮城の将来ビジョン及び同行動計画（平成19年3月）：
取組29「豊かな自然環境、生活環境の保全」


	 【関連事業】
	 　サンクチュアリセンター管理事業


宮城県


伊豆沼・内沼自然再生事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市建設局百年の杜推進部
	 　〒980-8671 仙台市青葉区国分町3丁目7-1
	 　TEL 022-214-8389　FAX 022-216-0637


事業の目的・効果
★	　杜の都の伝統に地球環境という新たな視点を加え、
市民・事業者・行政の協働のもと緑の施策に取り組み、
さらにこれを次世代に引き継ぐことにより、21世紀に
ふさわしい杜の都・仙台を創造していく。


事業期間・進捗状況
★	平成12年～ 22（2010）年（行動計画）
	 （進捗状況（主なもの））
	 ・�市街地の「緑の回廊づくり」：公園整備、公共施設緑


化、街路緑化を実施。
	 ・�市民による「100万本の森づくり」：毎年2万本以上


の市民による植樹を実施。
	 ・学校の森づくり：5校で実施済み。
	 ・建築物の緑化助成：86件


特記事項
★	・�平成14年：「百年の杜づくり」の取り組みが「緑美し


い都市の実現」を目指すものとして、内閣・都市再生
本部の都市再生プロジェクトに選定される。


	 ・�平成16年：市民協働による「百年の杜づくり」の取
り組みが、「緑の都市賞」で内閣総理大臣賞を受賞


事業地域
	 仙台市


総事業費
	 459,881千円（百年の杜づくりとしての予算は計上して
いないので、平成21年度の関連予算を計上）


事業の概要
★	　百年の杜づくりの第1ステップとして10年間の行動
計画を定め、次の事業をはじめとする10の施策を重点
取組施策として展開する。


	 ・�市街地の「緑の回廊づくり」: 仙台駅を中心に半径2
㎞の圏内を対象地域として、重点的に緑化を推進す
る。


	 ・�市民による「100万本の森づくり」: あらゆる機会を
捉えて、1年1万本を目標に市民による植樹を行う。


	 ・�学校の森づくり：地域のシンボルである小中学校に
おいて児童生徒、教師、保護者、地域住民等の参加
により学校の森をつくる。


	 ・�建築物の緑化助成：仙台グリーンプラン21で定めた
緑化重点地区において、民間建築物の屋上や壁面等
の緑化にかかる費用の一部を助成する。


関連事業・計画
★	・百年の杜づくり行動計画
	 ・仙台グリーンプラン21


宮城県


百年の杜づくり推進事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 みちのく環境管理規格認証機構


問合せ先
★	NPO法人　環境会議所東北
	 　〒981-3121 仙台市泉区上谷刈3丁目10-6
	 　TEL 022-772-6371　FAX 022-375-7797


事業の目的・効果
★	　地域版環境マネジメントシステム「みちのく環境管
理規格」の取り組みを推進し、中小企業をはじめ多く
の事業者への環境配慮の仕組みの浸透定着を図ること
で、「環境に負荷の少ない社会経済システム」を構築す
る。


事業期間・進捗状況
★	・平成14年度：モデル事業の実施
	 ・�平成15年度：規格の構築。みちのく環境管理規格認


証機構の設立、構築支援。審査、認証等の事業の開
始


	 ・�平成16年度～：事業者等への普及啓発、評価員によ
る構築支援の推進、評価員・審査員の育成


	 ・平成18年度～：認証事業の一部変更
	 ・�平成19年4月：KES 及びエコアクション21と相互


認証契約
	 ・平成21年1月：規格の改訂（2版）


事業地域
	 仙台市を中心とする東北地域


事業の概要
★	・「みちのく環境管理規格」に関する普及啓発
	 ・「みちのく環境管理規格」の構築支援および審査
	 ・「みちのく環境管理規格」に関する認証および登録
	 ・�国内における地域版環境マネジメントシステム等と


の連携の推進
	 ・�その他、みちのく環境管理規格認証機構の目的を達


成するために必要な事業


関連事業・計画
★	・杜の都環境プラン（仙台市環境基本計画）


宮城県


みちのく環境管理規格







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


【秋田県「水と森」の基本計画】


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県農林水産部　水と緑の森づくり課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1741　FAX 018-860-3899
	 　http://www.pref.akita.jp/forest-p/mizu/


事業の目的・効果
★	　愛着と誇りを持てる郷土の美しい山々や川、海など
を守り、創造し、これを次の世代に引き継いでいくこ
とを目的として、平成15年4月に「秋田県ふるさとの
森と川と海の保全及び創造に関する条例」を施行し、
「水と緑の基本計画」に基づいて、県民総参加による
「水と緑」の保全・創造に向けた取組を促進する。


事業期間・進捗状況
★	平成21 ～ 25年度
	 （経緯）
	 ・�平成15年4月：「秋田県ふるさとの森と川と海の保


全及び創造に関する条例」を施行
	 ・平成16年3月：秋田県「水と緑の基本計画」を策定
	 ・平成21年3月：秋田県「水と緑の基本計画」を改訂


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 平成21年度　2,800千円（平成21年度）


事業の概要
★	①「水と緑の流域ネットワーク」自立支援事業
	 　�　平成18年度に県民運動の推進母体として設立さ


れた「水と緑の流域ネットワーク」の基盤強化と自
立支援


	 ②企業による森づくり推進事業
	 　�　企業の社会貢献活動としての森林整備を地域との


連携のもと、県がコーディネートする新しいかたち
の森づくりを推進


秋田県


水と緑の県民運動推進事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県環境企画課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5152　FAX 025-280-5166


事業の目的・効果
★	　自然環境の豊かさを表すシンボルとして全国的にア
ピール度の高いトキの野生復帰の取組について積極的
な情報発信を行うことにより、全国での新潟県の環境
イメージを高めるとともに、全国からの支援の拡大を
図る。


	 　また、環境保全ツアー来島者に佐渡の暮らし体験を
コーディネートすることにより、交流定住化に向けた
活動を支援する。


事業期間・進捗状況
★	　トキの放鳥が行われた平成20年度を契機に全国的
な関心が集まることに合わせ、効果的な情報発信によ
り「新潟・佐渡・トキ」をアピールするため、19年度か
ら21年度の3年間を事業実施期間としている。


事業地域
	 佐渡市


総事業費
	 3,347千円（21年度事業費）


事業の概要
★	1 �　佐渡島内外に対するトキ野生復帰の認知度のアッ


プとイメージの意識付けを目的とした積極的情報発
信


	 　・メディアを活用した積極的情報発信
	 　・首都圏でのトキ野生復帰 PR
	 2 �　佐渡・トキの環境ブランドイメージを活用した企


業CSRの誘導
	 　・企業向け現地セミナーの開催
	 3 �　野生復帰活動従事者に対する佐渡の暮らし体験を


通じた交流定住支援
	 　・交流定住トライアルメニューづくり
	 　・暮らし体験コーディネート


関連事業・計画
★	　人・トキのやすらぎの島推進事業（トキの餌場づく
りと普及啓発）


	 　新潟県トキ野生復帰推進計画（平成17年3月策定）


新潟県


トキをプロデュース・野生復帰推進事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


【不法投棄現場の全景】


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県環境生活部　県境再生対策室
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9261　FAX 017-734-8081


事業の目的・効果
★	不法投棄現場の原状回復


事業地域
	 青森県田子町茂市（11ha）と岩手県二戸市上斗米
（16ha）に跨る不法投棄現場（27ha）


総事業費
	 43,418,000千円（平成15 ～ 24年度）


事業の概要
★	　現場から周辺への汚染拡散を防止するための遮水壁
と浸出水処理施設の建設、および廃棄物や汚染土壌の
撤去などを行う。


	 ・�不法投棄物（約671千㎥）：堆肥様物、焼却灰主体、
RDF（ごみ固形化燃料）様物、汚泥主体


事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 24（2012）年度
	 （これまでの対応）
	 ・平成12 ～ 14年：�原因者に対し、投棄の状況を調査し原状回復の措置を講じるよう命じ、収集運搬業および処分業


の許可を取り消した。
	 ・平成13 ～：現場および周辺環境のモニタリング調査を実施し、その調査結果を公表
	 ・平成14 ～ 15年：�青森・岩手両県と専門家を交えた合同検討委員会の開催（原状回復措置などについて検討）。合


同検討委員会内に「技術部会」を設置し、原状回復対策の技術的な検討を行った。
	 ・平成14 ～：排出事業者の責任追及のため、1万2千社を対象とした調査を実施。
	 ・平成15 ～：専門家と住民代表を交えた原状回復対策推進協議会の開催（原状回復措置などについて検討）
	 ・平成16年1月21日：環境大臣から「特措法事業実施計画」に対する同意
	 ・平成16 ～：水処理施設工事着手、不法投棄産業廃棄物の撤去作業開始
	 ・平成17 ～：水処理施設が完成し稼動開始、遮水壁工事着手
	 ・平成19年3月26日：環境大臣から実施計画変更案に対する同意
	 ・平成19年6月：遮水壁工事完了
	 （今後の対応）
	 ・周辺環境への汚染拡散に配慮した廃棄物および汚染土壌の本格撤去
	 ・排出事業者の法的責任追及
	 ・原状回復後の環境再生


青森県


県境不法投棄現場原状回復対策事業







� 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県環境生活部　産業廃棄物不法投棄緊急特別対策
室　二戸駐在


	 　〒028-6103 二戸市石切所字荷渡6-3
	 　TEL 0195-23-9206　FAX 0195-23-6432


事業の目的・効果
★	県境不法投棄現場の環境再生を図る。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成15 ～ 24年度
	 進捗状況：�産廃特措法に基づく岩手県の実施計画案に


ついて環境大臣の同意を得、計画に基づき
事業を実施中。


	 平成20年度末撤去累計　176.399t


特記事項
★	　平成24年度までに廃棄物の全量撤去、汚染土壌の処
理を行い、原状回復を図る。


事業地域
	 岩手県二戸市


総事業費
	 2,823,781千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	　汚染拡散影響把握のためのモニタリング調査、汚染
の拡散防止対策、不法投棄廃棄物等の撤去、汚染土壌
の処理、排出事業者等の責任追及。


関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業
	 （平成21年度事業費）
	 ・循環型地域社会形成推進事業（105,067千円）
	 ・廃棄物適正処理監視等推進費（33,780千円）
	 ・廃棄物処理モデル施設費（5,637千円）


岩手県


県境不法投棄事案に係る環境再生事業







10 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5368　FAX 019-629-5369


事業の目的・効果
★	　循環型地域社会の構築を目指し、産業廃棄物の不適
正処理や不法投棄を防止し、適正処理を推進する。


事業期間・進捗状況
★	（継続）


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 33,780千円（平成21年度）


事業の概要
★	　産業廃棄物適正処理指導員（産廃Gメン）による立
入検査や隣県との県境合同パトロールの実施を行うこ
とにより、産業廃棄物の適正処理を促進する。


関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業（平成21年度事業
費）


	 ①　県境不法投棄事案に係る環境再生事業
	 　　　　　　　　　　　　　　   （2,823,181千円）
	 ②　廃棄物処理モデル施設整備事業（5,637千円）
	 ③　循環型地域社会形成推進事業 （105,067千円）


岩手県


廃棄物適正処理監視等推進事業







11 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 岩手県、いわて県北クリーン㈱（PFI 事業特別目的会
社）


問合せ先
★	岩手県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5366　FAX 019-629-5369


事業の目的・効果
★	循環型地域社会の構築を目指す。


事業期間・進捗状況
★	平成18年度～平成42年度
	 平成21年度～運営モニタリング


特記事項
★	「廃棄物処理モデル施設」は平成21年4月供用開始


事業地域
	 岩手県九戸村江刺家地区


総事業費
	 5,637千円（平成21年度）


事業の概要
★	　資源循環型モデル施設整備基本方針に基づいて、公
共関与による資源循環型モデル施設（産業廃棄物等処
理施設）を九戸村に整備する。


関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業（平成21年度事業
費）


	 ①　県境不法投棄事案に係る環境再生事業
	 　　　　　　　　　　　　　　（2,823,781千円）
	 ②　循環型地域社会形成推進事業（105,067千円）
	 ③　廃棄物適正処理監視等推進費（33,780千円）


岩手県


廃棄物処理モデル施設整備事業







12 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5367　FAX 019-629-5369


事業の目的・効果
★	　循環型地域社会の構築を目指し、産業・地域ゼロエ
ミッション推進、再生資源利用製品認定、産業廃棄物
再資源化技術開発などの循環型地域社会形成に向けた
施策を推進する。


事業期間・進捗状況
★	（継続）
	 ・産業廃棄物税等を活用した施策である。


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 105,067千円（平成21年度）


事業の概要
★	　産業廃棄物税等を活用して、産業廃棄物等の減量や
リサイクルを促進するため、産業界における技術開発、
製品製造等を支援し、リサイクル産業、環境関連産業
の振興を図る。


	 ・�また、循環型社会の担い手として、優良な廃棄物処
理業者の育成を進める。


	 ・�さらに、優良リサイクル製品の認定や市場形成事業
など総合的な施策を推進する。


関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業（平成21年度事業
費）


	 ①　県境不法投棄事案に係る環境再生事業
	 　　　　　　　　　　　　　　   （2,823,781千円）
	 ②　廃棄物処理モデル施設整備事業（5,637千円）
	 ③　廃棄物適正処理監視等推進費   （33,780千円）


岩手県


循環型地域社会形成推進事業







13 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県生活環境部　環境共生課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7248　FAX 024-521-7928


事業の目的・効果
★	　「福島県循環型社会形成推進計画」の実践・実行に当
たり、県民、市民団体及び事業者等が計画のキーワー
ドである「もったいない」を生かした取組みを主体的
に行えるように、普及啓発活動を実施する。環境にや
さしいライフスタイルの普及を推進するため、「環境
にやさしい買い物」キャンペーン及び環境にやさしい
取組みに対する認定制度等により意識の高揚を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成20 ～ 22（2010）年度


関連事業・計画
★	　循環型社会の形成を目的として、廃棄物の有効利用
と関連産業の育成を図るため、県の認定製品であるエ
コ・リサイクル製品の使用拡大を進めている。


事業地域
	 福島県


総事業費
	 8,039千円（平成21年度）


事業の概要
★	1 　「もったいない」普及啓発事業
	 　�　「もったいない50の実践」に関する絵画を県民か


ら募集して、優秀作品を掲載したカレンダーを作成
し、「もったいない」の実践を促す。


	 2 �　環境にやさしい買い物（グリーン購入）キャンペー
ン事業


	 　�　10月のグリーン購入推進月間に当たり、キャン
ペーン参加店にポスターやステッカーを配布するな
どして、環境にやさしい買い物のより一層の普及啓
発を図る。


	 3 　うつくしま、エコ・ショップ等認定事業
	 　�　ごみの減量化・リサイクルに積極的に取り組む県


内の小売店等を認定することにより、環境にやさし
い取り組みの推進を図る。


福島県


「もったいない」が生きている社会づくり事業







14 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	宮城県環境生活部　環境政策課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2661　FAX 022-211-2669


事業の目的・効果
★	　「グリーンな地域社会」の実現に向けた取組の一環と
して、宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進条
例の適切な運用により、宮城県における自然エネル
ギー等の導入と省エネルギーの促進を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成6～平成22（2010）年度
	 ・平成8年度：「宮城県エネルギー効率的利用計画
	 　　　　　　 � （宮城県地域新エネルギービジョン）」


策定
	 ・平成14年10月：�「宮城県自然エネルギー等・省エネ


ルギー促進条例」施行
	 ・平成17年9月：�「宮城県自然エネルギー等の導入促


進及び省エネルギーの促進に関する
基本的な計画」の策定


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 427,200千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①�　宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進審議


会の運営
	 ②�　「宮城県自然エネルギー等・省エネルギー大賞」表


彰制度の実施
	 ③�　クリーンエネルギー導入（クリーンエネルギー自


動車、住宅用太陽光発電等）に対する補助


関連事業・計画
★	　＂脱・二酸化炭素＂連邦みやぎ推進計画（新・宮城県
地球温暖化対策地域推進計画）


宮城県


自然エネルギー等・省エネルギー促進事業







15 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　岩手河川国道事務所
	 　〒020-0066 盛岡市上田4丁目49-1
	 　TEL 019-624-3131　FAX 019-652-7450


事業の目的・効果
★	・�一関遊水地は、北上川上流改修事業の一大プロジェ


クトであり、二線堤方式による遊水地を建設するも
ので、上流ダム群とともに北上川治水計画の根幹を
なす。


	 ・�この遊水地は、延長約28㎞の本堤と延長約18㎞の小
堤に囲まれた第一遊水地820ha・第二遊水地470ha・
第三遊水地160ha からなり、2,300㎥ /s の洪水調節
と一関市・平泉町市街地等への浸水被害軽減を目的
としている。


事業期間・進捗状況
★	昭和47年～
	 （進捗率）57.1％（予算ベース）
	 ・昭和47年：工事着手
	 ・平成20年末まで：�本堤は概成。現在、小堤、支川堤防、


橋梁架替えを実施。
	 ・�平成19年9月洪水では、これまでの整備により、堤


防がなかった場合と比較して、浸水面積524ha →
0ha、浸水家屋390戸→0戸の減少が図られた。


事業地域
	 岩手県一関市、平泉町、奥州市


総事業費
	 270,000,000千円


事業の概要
★	二線堤方式による遊水地の建設
	 ・築堤：28,200m　・小堤：18,200m


関連事業・計画
★	・県営ほ場整備事業（一関第1地区、第2地区、第3地区）
	 ・国道4号平泉バイパス事業
	 ・柳之御所遺跡整備事業（岩手県）


特記事項
★	　一関市、平泉町では、一関遊水地事業による無堤部
解消を前提としたまちづくりが進められています。


	 ・�衣川地区において、堤防予定地の発掘調査を行った
結果、大量の「かわらけ（※）」などが出土し、この遺
跡が奥州藤原氏の重要な遺跡（接待館遺跡）である
との評価を受けました。これを受け、平成19年3月
に「治水」と「文化財保護」の両立を図るため、堤防
ルートの変更を決定し、現在、河道付替や堤防整備
を進めています。


	 ※�「かわらけ」とは、素焼きの土器であり、宴会儀礼が盛んに行
われていたことを示すもの。


岩手県


一関遊水地







16 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　北上川下流河川事務所
	 　〒986-0861 石巻市蛇田字新下沼80
	 　TEL 0225-95-0194　FAX 0225-94-9840


事業の目的・効果
★	　鳴瀬川中流緊急対策特定区間として、中流部の河道
掘削を集中的・効率的に行って流下能力の増大を図る
ほか、高さ・幅の不足した堤防の強化等もあわせて実
施し、鳴瀬川、旧北上川、江合川の治水安全度を向上
させ、宮城県北部地域の発展を促す社会経済基盤の形
成を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 24（2012）年度
	 ・�平成15年：鳴瀬川中流左岸緊急対策特定区間として


事業着手
	 ・�同年7月26日：宮城県北部を震源とする地震により、


鳴瀬川の堤防が甚大な被害を受けたため、右岸も含
め左右岸一体とした堤防の量的・質的強化を図るこ
ととした。


	 ・平成24（2012）年：事業完成予定


事業地域
	 宮城県大崎市、東松島市、美里町


総事業費
	 19,200,000千円


事業の概要
★	河道掘削
	 ・築堤：18,000m


特記事項
★	　緊急対策特定区間とは、近年浸水被害があり治水上
の緊急性が高い地区において、効果の早期発現を目的
に投資する短期集中型事業で、事業費や工期、工事の
進捗状況等を随時公表しながら地域と一体となって事
業進捗を図っている。


宮城県


鳴瀬川中流緊急対策特定区間







17 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　津軽ダム工事事務所
	 　〒036-1411 青森県中津軽郡西目屋村
	 　　　　　　　　　　　 大字田代字神田57
	 　TEL 0172-85-3005　FAX 0172-85-3008


事業の目的・効果
★	　津軽ダム建設事業は、岩木川沿川地域の洪水被害の
軽減、既得用水の安定供給と水辺環境の保全、かんが
い用水、水道用水の補給、工業用水、発電を目的とし
て行うものである。


関連事業・計画
★	・弘前市水道事業（弘前市）
	 ・五所川原市工業用水道事業（五所川原市）
	 ・岩木川左岸農業水利事業（農林水産省）
	 ・津軽発電所（東北電力）


事業地域
	 青森県中津軽郡西目屋村


総事業費
	 162,000,000千円


事業の概要
★	形式：重力式コンクリートダム
	 諸元：�堤高97.2m、堤頂長342m、堤体積70万㎥、総貯


水容量140,900千㎥、有効貯水容量127,200千㎥


事業期間・進捗状況
★	昭和63年～
	 （進捗率）36.2％（予算ベース）
	 平成3年：工事着手
	 平成20年度末まで下流工事用道路　全長12.5㎞のう
ち9.4㎞完成


	 平成28年度完成予定


青森県


津軽ダム
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　胆沢ダム工事事務所
	 　〒023-0403 岩手県奥州市胆沢区若柳字下松原77
	 　TEL 0197-46-4711　FAX 0197-46-4363


事業の目的・効果
★	・�胆沢ダムは、北上川上流改修事業の一大プロジェク


トであり、沿川の洪水被害や河川環境の保全、慢性
的な農業・水道用水の水不足を抜本的に解消するた
め、既設石淵ダム下流に新たにダムを建設するもの
で、北上川総合開発計画の根幹をなす。


	 ・�ダムの目的は、胆沢川及び北上川沿川地域の洪水被
害軽減、河川環境の保全、農業・水道用水の安定供給・
水力発電である。


事業期間・進捗状況
★	昭和44年～
	 　（進捗率）66.3％（予算ベース）
	 　・昭和44年：予備調査開始
	 　・昭和63年：建設事業着手
	 　・平成4年：工事着手
	 　・平成20年度末まで：堤体盛立81％まで終了


事業地域
	 岩手県奥州市


総事業費
	 244,000,000千円


事業の概要
★	中央コア型ロックフィルダム
	 ・堤　高：132.0m
	 ・堤頂長：723.0m
	 ・堤体積：1,350万㎥


関連事業・計画
★	・�胆江広域水道用水供給事業（奥州・金ケ崎行政事務


組合）
	 ・国営土地改良事業胆沢平野地区（農林水産省）
	 ・胆沢第一発電所（電源開発株式会社）
	 ・胆沢第三発電所（岩手県企業局）


特記事項
★	　胆沢ダムでは「人と自然との調和」を掲げ、
ISO14001に沿った環境マネジメントシステムを導入
するとともに、「地域に開かれたダム」を目指し、地域
の環境学習、ふれあいの場として「胆沢ダム学習館」を
開設し、また、年4回の現場見学会の開催等を実施し
ている。また、生態系・景観（自然）の他にも、地域の
慣習・風土、歴史・文化などにも配慮し、環境への影響
を可能な限り少なくする取り組みを実施している。


岩手県


胆沢ダム
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事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県建設交通部　河川砂防課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-2519　FAX 018-860-3809


事業の目的・効果
★	①洪水調節
	 ②流水の正常な機能の維持
	 ③水道用水の供給


事業期間・進捗状況
★	平成4～ 22（2010）年度
	 （事業進捗率）90.1％（平成20年度末）
	 ・平成13年度：工事用道路
	 ・平成14年度：仮排水トンネル、本体工事発注
	 ・平成15 ～ 16年度：本体基礎掘削
	 ・平成17年度：本体コンクリート打設開始
	 ・平成18年度：本体コンクリート打設継続
	 ・平成19年度：本体コンクリート打設継続
	 　　　　　　　放流設備完成
	 ・平成20年度：本体コンクリート打設完了
　　　　　　　　 管理設備工事発注
	 ・平成21年度：本体工事完成
	 　　　　　　　試験湛水開始


事業地域
	 秋田県小坂町


総事業費
	 21,500,000千円


事業の概要
★	河川：米代川水系小坂川
	 ・型式：重力式コンクリートダム
	 　（ダム高78.5m、堤頂長185.0m、堤体積283千㎥）
	 ・総貯水容量：8,650千㎥、有効貯水容量7,630千㎥


関連事業・計画
★	米代川水系　鹿角圏域河川整備計画


秋田県


砂子沢ダム建設事業
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　湯沢河川国道事務所
	 　〒012-0862 秋田県湯沢市関口上寺沢64-2
	 　TEL 0183-73-3174　FAX 0183-72-9722


事業の目的・効果
★	　成瀬ダムは、雄物川水系成瀬川に建設される多目的
ダムであり、ダム建設の目的は次の通りである。


	 ・洪水調節：�ダム下流の成瀬川、皆瀬川、雄物川の洪
水被害の軽減


	 ・流水の正常な機能の維持：�既得用水の供給、環境の
保全などに必要な流量の
補給


	 ・かんがい：平鹿平野地区への新規農業用水の供給
	 ・水　　道：�ダム下流域の湯沢、横手、大仙の3市への


水道用水の供給
	 ・発　　電：水力発電用水の供給


事業期間・進捗状況
★	1973年　予備調査開始（秋田県）
	 1983年　実施計画調査開始（秋田県）
	 1991年　国直轄事業へ移行
	 2001年　ダム基本計画の公示
	 2017年　竣工予定
	 （進捗率）14％（予算ベース　平成20年度末）


事業地域
	 秋田県雄勝郡東成瀬村


総事業費
	 153,000,000千円


事業の概要
★	中央コア型ロックフィルダムの建設
	 ・ダム高　113.5m
	 ・堤頂長　690m
	 ・堤体積　1,195.8万㎥
	 ・湛水面積　2.26㎢
	 ・総貯水容量　7,870万㎥


関連事業・計画
★	国営平鹿平野農業水利事業
	 湯沢市水道
	 横手市水道
	 大仙市水道


秋田県


成瀬ダム
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　森吉山ダム工事事務所
	 　〒018-4394 秋田県北秋田市米内沢字東川向5
	 　TEL 0186-72-3015　FAX 0186-72-4274


事業の目的・効果
★	　森吉山ダム事業は、米代川沿川地域の洪水被害の軽
減、既得用水の安定供給と水辺環境の保全、かんがい
用水、水道用水の補給、発電を目的として行うもので
ある。


事業期間・進捗状況
★	昭和48 ～平成23年度（予定）
	 進捗率95.0％（H20年度末時点事業費ベース）
	 ・昭和48年度　実施計画調査着手
	 ・昭和61年度　建設事業着手
	 ・平成13年度　本体建設工事着手
	 ・平成23年度　完成（予定）


事業地域
	 秋田県北秋田市


総事業費
	 175,000,000千円


事業の概要
★	形式：中央コア型ロックフィルダム
	 諸元：堤高89.9m、堤頂長786m、堤体積585万㎥
	 　　　総貯水容量78,100千㎥、
	 　　　有効貯水容量68,100千㎥


関連事業・計画
★	・県営担い手育成畑地帯総合整備事業（秋田県）
	 ・水道用水供給事業（北秋田市）


秋田県


森吉山ダム
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県土木部河川砂防課
	 　〒990-8570 山形市松波二丁目8-1
	 　TEL 023-630-2686　FAX 023-625-3866


事業の目的・効果
★	・押切川流域の治水安全度の向上
	 ・押切川の流水の正常な機能の維持


事業期間・進捗状況
★	平成5年～平成22年（予定）


事業地域
	 山形県天童市


総事業費
	 約6,000,000千円


事業の概要
★	　最上川水系押切川にダムを建設することによる治水
と流水の正常な機能の維持


	 　ダム形式：重力式コンクリートダム
	 　ダム高：46m　ダム長：115m


山形県


留山川ダム整備事業
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県土木部河川砂防課
	 　〒990-8570 山形市松波二丁目8-1
	 　TEL 023-630-2686　FAX 023-625-3866


事業の目的・効果
★	・最上小国川流域の治水安全度の向上


事業期間・進捗状況
★	平成7年～平成27年（予定）


事業地域
	 山形県最上郡最上町


総事業費
	 約7,000,000千円


事業の概要
★	　最上川水系最上小国川にダムを建設することによる
治水


	 　ダム形式：重力式コンクリートダム（流水式ダム）
	 　ダム高：46m　ダム長：166m


山形県


最上小国川ダム建設事業
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　長井ダム工事事務所
	 　〒993-0011 山形県長井市館町北6-6
	 　TEL 0238-88-5181　FAX 0238-88-2713


事業の目的・効果
★	　長井ダムは、山形県長井市平野地内に高さ125.5m、
堤頂長381m、総貯水容量51,000,000㎥の貯水池を設け、
計画高水流量1,000㎥ /s を220㎥ /s に調節し、下流の
置賜野川沿岸及び最上川沿岸の洪水被害の軽減を図
り、更にダムからの放流によって、下流の既得用水の
補給等流水の正常な機能の維持と増進を図るものであ
る。また、利水の面では、新規に長井市の水道用水と
して1日最大10,000㎥を供給するとともに、かんがい
用水として置賜野川沿岸、並びに最上川沿岸の約
7,900ha の農地に対するかんがい用水の供給を行う。
更に新設される発電所において最大出力10,000KWの
発電を行う。


	 　このように、当ダムは様々な角度から地域の発展に
貢献する多目的ダムとして期待を集め完成が待たれて
いる。


事業期間・進捗状況
★	昭和47年度～平成22年度
	 平成20年度までの進捗率85％
	 ・昭和59年：工事着手
	 ・平成12年3月：転流後本体工事に着手
	 ・平成14年10月：堤体コンクリートの打設を開始
	 ・平成18年11月：堤体コンクリートの打設を終了
	 ・平成22年度：完成（予定）


事業地域
	 山形県長井市


総事業費
	 160,000,000千円


事業の概要
★	形式　　　　　　：　重力式コンクリートダム
	 堤頂標高　　　　：　EL..398.5m
	 堤高　　　　　　：　125.5m
	 堤頂長　　　　　：　381m
	 堤体積　　　　　：　120万㎥
	 計画高水流量　　：　1,000㎥ /s
	 計画放流量　　　：　220㎥ /s
	 洪水調節方式　　：　自然調節方式
	 ダムサイト地質　：　花崗閃緑岩


関連事業・計画
★	・国営最上川中流農業水利事業
	 ・白鷹地区県営灌漑排水事業
	 ・山形県野川地区県営圃場整備事業
	 ・県営野川地区お泥かんがい事業
	 ・中郷地区第二次農業構造改善事業
	 ・長井市上水道第4次拡張事業
	 ・新野川第一発電所


特記事項
★	　長井ダムでは周辺環境への配慮、様々なコスト縮減
への取り組み、地域と連携した地域循環型リサイクル
への取り組みを進めています。


	 　また、①長井ダムに対して「目的、内容の検討」、「今
後の工事過程における進捗状況等の点検」を行い、学識
経験者等から意見を述べていただく目的で「ダム懇談
会」を開催、②長井ダムにおいて周辺環境に配慮し事業
を進めていくため、「環境検討委員会」や「猛禽類検討
委員会」を設置し、学識経験者等より提言を受け保全措
置等を実施、③ダム工事現場から発生する伐採木を堆
肥化し、有効活用しています。さらに、④長井ダム周
辺環境整備計画の策定にあたり「長井らしい」周辺環
境整備を進めるために、長井市民（有識者）からの意見
を聴衆し、周辺環境整備計画を策定しております。


山形県


長井ダム
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　福島河川国道事務所
	 　〒960-8584 福島市黒岩字榎平36
	 　TEL 024-546-4331　FAX 024-539-9184


事業の目的・効果
★	　松川流域での土砂災害防止を図る目的から、上流か
らの土砂を遊砂地内にため、一気に下流へ流れていく
ことを抑える効果が期待される。


事業期間・進捗状況
★	昭和63 ～平成26年度予定
	 H20年度末進捗率：約47％（事業費見合い）
	 ・事業着手　昭和63年～
	 ・第1床固工　H1～ H9（完成）
	 ・第2床固工　H18 ～（施工中）
	 ・第3床固工　（未着手）
	 ・護岸工　H1～（施工中）　H20年度末約350m完成


事業地域
	 福島県福島市


総事業費
	 4,500,000千円


事業の概要
★	床固3基
	 護岸 L=2,770m
	 整備土砂量約70,000㎥


関連事業・計画
★	・�阿武隈川水系渓流環境整備計画検討委員会で松川流


域の自然環境、景観保全・創出に関する計画を策定
し、この中で都市景観に潤いと変化を与え、＂生活
環境、レクリエーション、防災上の重要施設＂に位置
づけられている。


福島県


松川遊砂地
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事業主体
	 北陸地方整備局


問合せ先
★	北陸地方整備局　信濃川河川事務所
	 　〒940-0098 新潟県長岡市信濃1-5-30
	 　TEL 0258-32-3020㈹　FAX 0258-34-9044


事業の目的・効果
★	　大河津可動堰は、信濃川と大河津分水路の分岐点に
位置し、昭和6年に完成して以来、洗堰とともに、大河
津分水の根幹的施設（分流制御施設）として、治水、利
水機能などに大きな役割を果たしてきたが、設置後70
年以上を経過し、施設本体の老朽化が顕著になり、ま
た敷高等の影響によって流下能力不足が生じており、
その抜本的対策が急務となっている。


	 　可動堰が正常に機能しなければ、信濃川の流量不足
により、越後平野の利水に甚大な被害をもたらすだけ
でなく、治水上も洪水時には右岸堤の破壊につながり、
下流域に甚大な被害をもたらす可能性がある。このた
め、可動堰の改築が必要である。


事業期間・進捗状況
★	・平成15年度：�「特定構造物改築事業」により改築事業


に着手
	 ・平成16年度：河道掘削着手
	 ・平成17年度：堰本体工の工事に着手
	 ・平成21年度：�堰本体工事、ゲート設備工事及び、堰


に架かる管理橋の上部工の推進
	 ・平成25年度：完成（予定）


事業地域
	 新潟県燕市・長岡市


総事業費
	 約410億円


事業の概要
★	　新可動堰は、現可動堰の下流約400m地点に建設。
	 　改築にあたっては、景観に配慮した堰構造として日
本最大級のラジアルゲートを採用するとともに、新技
術の活用、コスト縮減、環境にも配慮し、事業を推進
していく。


	 ・堰本体改築：�堰柱7基、制水ゲート2門、調節ゲート
4門


	 ・河道掘削及び護岸工：1式


関連事業・計画
★	　平成16年の「7.13新潟・福島豪雨災害」等を受け、北
陸地方整備局では安全で安心な地域づくりを目指し、
水害に強い施設整備を進めている。


特記事項
★	　大河津分水路は、建設当時東洋一の大工事と言われ、
外国製及び国内製の最新掘削機が投入された。工事中
には3回もの地滑りが発生し、特に3回目は掘削して
きた分水路が土砂で埋まってしまうほどの大規模なも
のであった。


	 　採掘した土砂は2,880万立方メートルで、工事に携
わった人はのべ1,000万人にも及んだ。


新潟県


大河津可動堰改築







27 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　港湾空港部　港湾空港防災・危機管
理課


	 　〒980-0013 仙台市青葉区花京院一丁目1-20
	 　TEL 022-716-0024　FAX 022-716-0018


事業の目的・効果
★	　港湾整備に必要な沖合の波浪を精度良く観測するこ
とを目的に、GPS 波浪計を整備し、沖合波浪観測を実
施しています。


	 　また、地震発生時には津波の観測も可能であること
から、気象庁等関係機関と連携することにより、港湾
を含む沿岸域での津波への迅速な対応にも活用できま
す。


事業期間・進捗状況
★	平成18年度～ 22年度完成予定
	 ○�平成18年12月に、津波防災に係わる関係機関等に


よる「東北における津波防災情報連絡協議会」設立。
	 ○観測情報の活用スケジュール
	 ・�平成20年7月1日より、GPS 波浪計観測データを気


象庁が津波予警報へ活用開始。
	 ・�平成21年4月1日より、平成19年度に設置した3基


の観測データが追加され、計5基が本格運用中。


対象地域
	 東北6県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島）


総事業費
	 ―


事業の概要
★	GPS 波浪計設置10基


東北6県


GPS 波浪計を活用した沖合波浪（津波）観測網の整備







28 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県土木部　河川整備課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5419　FAX 025-280-5376


事業の目的・効果
★	　2015年頃までに小佐渡東部地区に60羽のトキ定着
を目標にした環境再生ビジョンの一つの足がかりとし
て、湿地の創出、河川の自然再生、魚道の設置をモニ
タリングで効果を確認しながら段階的に整備し、トキ
の餌生物等の生息環境、移動環境を確保していく。


事業期間・進捗状況
★	平成17年度：天王川等の自然再生に着手


事業地域
	 新潟県佐渡市　小佐渡東部地区


総事業費
	 C=990百万円


事業の概要
★	　トキは日本を象徴する国際保護鳥であったが、中国
産のトキのペアリングによる保護増殖で現在およそ
120羽までに回復している。


	 　平成16年1月に「トキ保護増殖事業計画」が環境省、
農林水産省、国土交通省の連名で変更され、営巣環境
の保全や餌場の整備を一体的に進めることとなった。
県では、平成17年3月に「新潟県トキ野生復帰推進計
画」を策定し、平成20年からの段階的な放鳥とあわせ
て国、佐渡市と連携を図りながらトキの生息環境の整
備を推進している。このような状況を踏まえ、本事業
では国府川、天王川、久知川、大野川の4河川からそれ
ぞれ河川特性を活かして、湿地の創出、河川の自然再
生、魚道の設置を行う。


関連事業・計画
★	トキ保護増殖事業、営巣木等保全整備事業、田園自然環境保全整備事業、他


新潟県


統合河川環境整備事業







29 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市農林水産部農村整備課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-228-1000（内線31822）
	 　FAX 025-230-1033


事業の目的・効果
★	　新潟市域のほぼ中央部に広がる亀田郷地域は約4㎢
の水田が広がる田園地域です。しかし非かんがい期に
なると、河川から用水が取水されなくなるため農業用
排水路の水量が著しく減少し、水質の悪化やゴミの滞
留が発生しています。


	 　この状況を憂いた地域住民が、うるおいのある農村
景観の形成、生態系及び水質の保全、親水空間の創出
などを求め、これに応える形で河川からの通年取水を
実施し、年間を通じた良好な田園環境の実現と田園価
値の向上を図るものです。


	 　環境用水により、水環境の再生と生態系の保全、水
辺環境の向上が実現されると共に、そこで作られる農
作物のイメージアップが期待されます。また、水辺や
市民がふれあう憩いの場を提供し、都市と農村との交
流を促進することで「田園型拠点都市」にふさわしい
活気ある農村が形成され、都市全体の魅力向上に寄与
するものと期待されています。


事業期間・進捗状況
	 ・事業期間　平成19年度から
	 ・進捗状況　�水利権許可期限は3ヵ年（平成22年4月


23日まで）であり、本年度で3年目である。
なお水利権は更新し、事業も継続する予
定である。


事業地域
	 新潟市江南区和田地内ほか（亀田郷西部地区）


総事業費
	 平成19年度　7,000千円
	 平成20年度　6,000千円
	 平成21年度　5,000千円


事業の概要
★	　全国で初となる環境用水水利権を市が取得いたしま
した。非かんがい期の用排水路施設の維持管理等は亀
田郷土地改良区に委託しております。また、市、同土
地改良区、新潟大学、住民による「丸潟新田再生湿地
協議会」を立ち上げ、生物の育成環境の保全や親水空
間の創出など環境用水の利活用促進に係る活動を実施
しています。


	 　許可：�平成19年10月18日に河川法第23条（水利使用）
の許可


	 　取水期間：9月11日から翌年4月23日（非かんがい期）
	 　最大取水量：2.15㎥ /s（信濃川から取水）


関連事業・計画
★	①新・新潟市総合計画基本計画
	 　�　5つの都市像の実現を目指している。この都市像


のうち「田園型拠点都市」で、「食と花の魅力づくり」
や「水辺と緑のまちづくり」をテーマとし、安全・安
心でおいしい農産物を提供するだけでなく、豊かな
農業生産基盤が有する多面的機能の発揮を目指すと
している。


	 ②新市農業構想
	 　�　河川の清流化と農業用用排水路等の水辺環境改善


を目指し、水環境を特徴づける大河川や潟湖、農業
用用排水路等の地域資源を活かした水辺の景観形成
や親水性を高めると共に、河川の清流化や環境用水
の導入、自然に配慮した水路護岸整備等により、四
季を通じて水のある水辺環境の形成と、水辺に生息・
育成する野生動植物の保護・育成に努めるとしてい
る。


新潟市


環境用水利活用促進事業







30 国土・自然環境、資源・エネルギー


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市下水道部　下水道計画課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-228-1000（内線32981）
	 　FAX 025-228-2209


事業の目的・効果
★	　下水汚泥は、バイオマス資源として着目されており、
有機肥料や土壌改良材などのほか、消化工程において
発生するメタンガスを回収し発電することにより地球
温暖化ガスの削減が期待できます。


	 　このため、平成24年（京都議定書最終年）までに、消
化ガス発電を導入し、下水処理事業に係る温室効果ガ
ス排出量の削減及び処理場の省エネルギー化を図りま
す。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度～平成24年度
	 平成21年度は実施設計


事業地域
	 新潟市　中部下水処理場


総事業費
	 概算総事業費775百万円


事業の概要
★	○汚泥処分全体計画の策定
	 ○メタンガス発電に向けた詳細検討
	 ○メタンガス発電事業
	 　・消化槽改造工事
	 　・メタンガス発電設備工事など


関連事業・計画
★	○平成21年度　新規・拡充事業
	 ○新潟市下水道中期ビジョン（平成20 ～ 30年度）


新潟市


地球環境にやさしいメタンガス発電事業








 31　岩木川左岸農業水利事業
 32　小田川二期農業水利事業
 74　むつ小川原開発
 75　あおもりウェルネスランド構想
 76　あおもり農工ベストミックス新産業創出構想
 77　青森県クリスタルバレイ構想
 92　あおもりエコタウンプラン
 93　環境・エネルギー産業創造特別区域計画
 94　「青森県エネルギー産業振興戦略」の推進
 98　あおもりクリエイトファンド
 99　あおもり元気企業チャレンジ基金
100　あおもり農商工連携支援基金


 33　馬淵川沿岸農業水利事業
 34　いさわ南部農地再編整備事業
 35　和賀中部農業水利事業
 36　猿ヶ石川農業水利事業
 52　南いわての「食」戦略的産業育成事業
 66　森の国いわて木材流通拡大促進事業
 71　地域営漁計画推進特別対策事業費補助
 73　前浜資源活用連携促進事業
 78　自動車関連産業創出推進事業
 79　いわて戦略的研究開発推進事業費
 80　岩手県産業成長戦略～潜在力を成長へ～
 81　岩手県南広域ものづくり力強化対策事業
 82　岩手県沿岸圏域ものづくり産業振興事業
104　県北地域産業支援事業費
113　県央滞在型広域観光振興事業
114　未知の奥・平泉観光振興事業
115　県北圏域着地型観光推進事業
116　県北圏域三大クラスター推進事業費


 37　鳴瀬川・大崎地区農業水利事業
 38　中津山農業水利事業
 45　環境にやさしい農業推進事業
 50　アグリビジネス支援事業
 83　情報産業振興戦略の推進
 84　仙台フィンランド
 　　健康福祉センタープロジェクト
 （健康福祉関連産業振興プロジェクト）
 95　環境・リサイクル産業団地整備事業
105　新事業・経営革新等支援事業
106　ベンチャー育成ファンド事業
107　中小企業再生支援協議会支援事業
119　障害者就労・雇用促進事業
120　みやぎグローバルビジネス
 　　　　　　　　　　総合支援事業


 39　平鹿平野農業水利事業
 46　〝今こそチャレンジ〞農業夢プラン応援事業
 51　フロンティア農業者研修
 53　首都圏マーケティング強化事業
 54　青果物等ビジネス活性化マーケティング事業
 55　食彩あきた推進事業
 56　あきた型食料自給力向上対策事業
 67　21 秋田の森林づくり事業
 68　乾燥秋田スギ銘柄化促進事業
 96　秋田県北部エコタウン計画
101　あきたアカデミーベンチャーファンド
102　あきた産業人材育成支援事業
103　高校生パワーアップ推進事業
117　あきた農山村活性化総合推進事業
 （グリーン・ツーリズム推進事業）


40　最上川下流沿岸農業水利事業
41　米沢平野二期農業水利事業
42　水田畑地化基盤強化対策事業
57　新山形県農産物等流通戦略推進事業
58　やまがた食産業クラスター創造事業
85　山形有機エレクトロニクスバレー構想
86　超精密加工テクノロジー開発支援事業
87　山形セレクション推進事業


43　隈戸川農業水利事業
48　「環境と共生する農業」推進事業
59　食の安全・安心推進事業
　　（トレーサビリティシステム導入促進事業）
60　高性能林業機械貸付事業
69　森林環境基金事業
88　うつくしま次世代医療
　　　　　　　　産業集積プロジェクト事業
89　半導体関連分野における
　　　　　　　新たな産業クラスターの形成


 44　柏崎周辺農業水利事業
 47　経営体育成総合支援事業
 61　バイオリサーチパーク構想
 62　新潟市情報系ベンチャー支援事業
 63　（仮称）食と花のにいがた交流センター整備事業
 64　（仮称）アグリパーク・国際農業研究センター整備事業
 65　新潟市バイオマスタウン構想
 70　ふるさと越後の家づくり事業（越後杉で家づくり総合対策事業）
 90　いきいき健康ビジネス創出事業
 91　事業継続マネジメント（BCM）人材育成講座
108　にいがた産業夢おこし基金
109　外部人材による新ビジネス展開支援事業
110　地域中核企業見本市等出展支援事業
111　新潟版所得保障モデル事業
112　小規模農家集落営農支援事業


 49　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島
 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
 72　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島
 TOHOKUものづくりコリドー（東北産業クラスター計画）
 97　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟
 東経連事業化センター（東北地域新規事業化支援センター）
118　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟
 東北観光推進機構


（広域プロジェクト）


2.　産　業







産業31


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　津軽農業水利事務所
	 　〒038-3136 青森県つがる市木造字萩野18-7
	 　TEL 0173-42-7211　FAX 0173-42-1855


事業の目的・効果
★	　用水の安定供給を図ると共に、排水不良を解消する
ことにより、水田の高度利用を促進し、地域農業の生
産性向上と農業経営の安定を図る。そのために、


	 　①�　水源を津軽ダム（特定多目的ダム）に求めて不
足する農業用水を安定的に確保する。


	 　②�　排水施設の新設改修を行なって標高が0.3m ～
10mと低い地域の水田の排水不良を解消する。


事業期間・進捗状況
★	平成8～ 24（2012）年度
	 平成20年度末進捗率77％
	 ・全体実施設計：平成6年度～平成7年度
	 ・�一期事業（排水改良事業中心）：平成8年度～平成19
（2007）年度


	 ・�二期事業（用水改良事業中心）：平成14年度～平成
24（2012）年度


事業地域
	 青森県弘前市、五所川原市、つがる市、鶴田町


総事業費
	 62,473百万円


事業の概要
★	受益面積10,530ha（水田10,530ha、畑0ha）
	 ・頭首工、揚水機場、用水路（57㎞）の改修　
	 ・廻堰大溜池の整備（取水塔の改修）
	 ・排水機場や排水路（43㎞）の新設・改修


関連事業・計画
★	・県営かんがい排水事業（青森県）
	 ・県営経営体育成基盤整備事業（青森県）
	 ・特定多目的ダム津軽ダム建設事業（国土交通省）
	 　：�総貯水量142,300千㎥（治水、かんがい、上水、工


業用水、発電）


青森県


岩木川左岸農業水利事業







産業32


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　津軽農業水利事務所
	 　〒038-3136 青森県つがる市木造字萩野18-7
	 　TEL 0173-42-7211　FAX 0173-42-1855
★	東北農政局　小田川農業水利事業建設所
	 　〒037-0202 �青森県五所川原市金木町大字金木字芦


野210-3
	 　TEL 0173-54-1212　FAX 0173-54-2550


事業の目的・効果
★	　農業用水の安定的な供給と農業水利施設の維持管理
費を軽減し、もって農業生産性の維持および農業経営
の安定化を図るものである。


	 　そのため、ダム、頭首工、揚水機場および幹線用水
路等の基幹的水利施設の改修を行う。


事業期間・進捗状況
★	平成17 ～ 25（2013）年度
	 平成20年度末進捗率37％


事業地域
	 青森県五所川原市、中泊町


総事業費
	 10,080百万円


事業の概要
★	受益面積4,021ha（水田4,021ha）
	 ・ダム・ため池、頭首工・揚水機場の改修
	 ・幹線用水路（16㎞）の改修
	 ・用水管理施設の改修


関連事業・計画
	 該当なし


青森県


小田川二期農業水利事業







産業33


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　馬淵川沿岸農業水利事業所
	 　〒028-5312 岩手県二戸郡一戸町一戸字大越田98-6
	 　TEL 0195-32-2121　FAX 0195-32-2114


事業の目的・効果
★	　農業用水の安定供給により、農業経営の近代化と合
理化を図る。そのために、


	 　①�　平糠川に大志田ダムを築造して農業用水を安定
供給する。


	 　②�　関連事業として末端用水路の整備や区画整理な
どの畑地帯総合整備を実施する。


事業期間・進捗状況
★	平成5～ 22（2010）年度
	 平成20年度末進捗率94％
	 一期事業：平成5年度～平成20年度
	 二期事業：平成14年度～平成22年度


事業地域
	 岩手県二戸市、一戸町


総事業費
	 49,950百万円


事業の概要
★	受益面積2,191ha（畑2,174ha、水田17ha）
	 ・大志田ダムの築造：総貯水量11,300千㎥
	 ・揚水機場の新設
	 ・�用水路（83㎞）の整備による畑地かんがい（普通畑、


樹園地）


関連事業・計画
★	県営畑地帯総合土地改良事業（岩手県）


岩手県


馬淵川沿岸農業水利事業







産業34


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　いさわ南部農地整備事業所
	 　〒023-0857 岩手県奥州市水沢区中上野町3-2
	 　TEL 0197-51-2201　FAX 0197-22-3937


事業の目的・効果
★	　担い手への農地利用の集積による経営規模の拡大と
経営の合理化を図る。


	 　そのために、農用地の効率的利用と労働生産性の高
い農業経営の展開が可能な生産基盤を形成する。


事業期間・進捗状況
★	平成10 ～ 22（2010）年度
	 （平成20年度末現在進捗率94％（事業費ベース））
	 ・�平成12年度から工事に着手。面整備は、平成19年


度までに完了し、平成20年度以降は地区内整備工事
等を実施。


事業地域
	 岩手県奥州市


総事業費
	 23,500,000千円


事業の概要
★	受益面積1,100ha（区画整理1,090ha　農地造成10ha）
	 ・�幹線排水路（4.3㎞）、幹線道路（6.7㎞）、支線道路
（140.9㎞）整備


関連事業・計画
★	・国営かんがい排水事業（農林水産省）：1,053ha
	 　（頭首工、用排水路）
	 ・県営かんがい排水事業（岩手県）：954ha（用排水路）
	 ・�胆沢ダム建設事業（国土交通省）：総貯水量143,000


千㎥　特定多目的ダム（治水、かんがい、上水、発電）


岩手県


いさわ南部農地再編整備事業







産業35


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　和賀中部農業水利事業所
	 　〒024-0333 岩手県北上市和賀町長沼6-131-1
	 　TEL 0197-71-7725　FAX 0197-71-7729


事業の目的・効果
★	　湯田ダム取水口、夏油頭首工、尻平頭首工及び用水
路の改修を行い、維持管理費の軽減を図るとともに、
用水不足を解消するため、既存ため池及び入畑ダム
（多目的ダム：岩手）に水源を求め、用水の安定供給を
図り、もって地域の農業生産性の向上と農業経営の安
定に資するものである。


事業期間・進捗状況
★	平成18 ～ 26（2014）年度
	 平成20年度末進捗率16％


事業地域
	 岩手県花巻市、北上市、金ヶ崎町


総事業費
	 19,100百万円


事業の概要
★	受益面積3,392ha（水田3,392ha）
	 ダム取水口、頭首工、用水路（23㎞）の改修


関連事業・計画
★	県営かんがい排水事業（岩手県）
	 湯田ダム取水口改修事業（共同事業）（岩手県企業局）


岩手県


和賀中部農業水利事業







36 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　和賀中部農業水利事業所
	 猿ヶ石川農業水利事業建設所
	 　〒028-0115 岩手県花巻市東和町安俵3-19
	 　TEL 0198-43-1314　FAX 0198-43-1317


事業の目的・効果
★	　本地区の基幹水利施設である用水路等の改修を行
い、農業用水の安定的な供給と施設の維持管理費の軽
減を図り、もって農業経営の安定に資するものである。


事業期間・進捗状況
★	平成20 ～ 26（2014）年度
	 平成20年度末進捗率3％


事業地域
	 岩手県花巻市、北上市


総事業費
	 5,610百万円


事業の概要
★	受益面積2,504ha（水田2,504ha）
	 ・用水路改修（21km）、水管理施設


岩手県


猿ヶ石川農業水利事業







37 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　大崎農業水利事務所
	 　〒989-6114 宮城県大崎市古川大幡字月蔵119-1
	 　TEL 0229-24-3311　FAX 0229-24-3281


事業の目的・効果
★	　農業用水の安定供給および湛水被害を解消すること
により、農業経営の安定と近代化を図る。


	 　そのために、
	 　①�　二ツ石ダムおよび岩堂沢ダムを築造して農業用


水を安定供給する。
	 　②�　頭首工、揚排水機場、用排水路などの新設・改


修を実施する。
	 　③�　関連事業によりほ場整備等の基盤整備を実施


し、大型機械の導入による省力化と複合経営化を
促進する。


事業期間・進捗状況
★	平成3～ 21（2009）年度（予定工期）
	 ・鳴瀬川地区：平成3～ 21年度
	 　平成20年度末進捗率98％
	 ・大崎地区：平成6～ 21年度
	 　平成20年度末進捗率98％


事業地域
★	・�鳴瀬川地区：宮城県大崎市、加美町、色麻町、松島町、


涌谷町、美里町、東松島市
	 ・大崎地区：宮城県大崎市、加美町、涌谷町、美里町


総事業費
★	・鳴瀬川地区	 80,297百万円
	 ・大崎地区	 33,905百万円


事業の概要
★	①　鳴瀬川地区：受益面積9,736ha（水田9,736ha）
	 　・�二ツ石ダム（総貯水量10,600千㎥）、頭首工、幹線


用水路（36㎞）の新設・改修
	 ②　大崎地区：受益面積10,425ha（水田10,425ha）
	 　・岩堂沢ダム（総貯水量13,480千㎥）の築造


関連事業・計画
★	・�県営かんがい排水事業（宮城県）・県営経営体育成基


盤整備事業（宮城県）


宮城県


鳴瀬川・大崎地区農業水利事業







38 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　
農業水利事業所
	 　〒986-0101 宮城県石巻市相野谷字飯野川町159-1
	 　TEL 0225-62-8730　FAX 0225-62-8734


事業の目的・効果
★	　水田地域の排水改良を目的とし、排水機場及び排水
路の改修を行うことによる湛水被害と維持管理の軽減
を図り、もって地域の農業経営の安定に資するもので
ある。


事業期間・進捗状況
★	平成20 ～ 28（2016）年度
	 平成20年度末進捗率5％


事業地域
	 宮城県石巻市、登米市


総事業費
	 15,400百万円


事業の概要
★	受益面積3,191ha（水田3,166ha、畑25ha）
	 ・排水機場改修（2カ所）、排水路改修（3㎞）


関連事業・計画
★	経営体育成基盤整備事業（宮城県）


宮城県


中津山農業水利事業







39 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　平鹿平野農業水利事業所
	 　〒013-0051 秋田県横手市大屋新町字大平99-39
	 　TEL 0182-35-7781　FAX 0182-35-7784


事業の目的・効果
★	　農業用水の安定供給と維持管理の軽減を図り、生産
性向上と農業経営の安定に資する。そのために、


	 　①�　水源を成瀬ダム（特定多目的ダム）に求めて、足
する農業用水を安定的に確保する。


	 　②　頭首工および用水路の改修を実施する。
	 　③�　関連事業により末端用水施設の整備や区画整理


を実施することにより、営農の合理化・複合化を
促進する。


事業期間・進捗状況
★	平成13 ～ 24（2012）年度
	 ・平成20年度末進捗率62％
	 　一期事業：平成13 ～平成21年度
	 　二期事業：平成17 ～平成24年度


事業地域
	 秋田県横手市、湯沢市、大仙市


総事業費
	 32,200百万円


事業の概要
★	受益面積10,041ha（水田10,041ha）
	 ・頭首工（2ヶ所）、用水路（30㎞）の改修


関連事業・計画
★	・県営かんがい排水事業（秋田県）
	 ・県営経営体育成基盤整備事業（秋田県）
	 ・�成瀬ダム建設事業（国土交通省）：特定多目的ダム
（治水、かんがい、上水、発電）


	 　総貯水量78,700千㎥


秋田県


平鹿平野農業水利事業







40 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　最上川下流沿岸農業水利事業所
	 　〒999-7781 山形県東田川郡庄内町余目字滑石54-1
	 　TEL 0234-42-3612　FAX 0234-42-3614


事業の目的・効果
★	　農業用水の安定供給と維持管理費の軽減を図り、生
産性の向上と農業経営の安定に資する。そのために、


	 　①�　頭首工、揚水機場および用水路の改修を行うほ
か、用水路の新設により、用水系統を再編する。


	 　②�　関連事業により区画整理を実施して、営農の合
理化・複合化を促進する。


事業期間・進捗状況
★	平成13 ～ 22（2010）年度
	 平成20年度末進捗率85％


事業地域
	 山形県酒田市、鶴岡市、庄内町


総事業費
	 15,000百万円


事業の概要
★	受益面積12,573ha（水田12,573ha）
	 ・頭首工、揚水機場の改修・改築
	 ・幹線用水路（34㎞）の改修・新設


関連事業・計画
★	県営経営体育成基盤整備事業（山形県）


山形県


最上川下流沿岸農業水利事業







41 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　米沢平野農業水利事業所
	 　〒992-0027 山形県米沢市駅前3-1-19
	 　TEL 0238-26-1610　FAX 0238-26-1618


事業の目的・効果
★	　水窪ダム、頭首工、揚水機及び用水路の改修を行い、
維持管理の軽減を図るとともに、用水不足を解消する
ため、揚水機場の新設、既存ため池等に水源を求め、
用水の安定供給を図り、併せて関連事業による整備に
より地域の農業生産性の向上と農業経営の安定に資す
るものである。


事業期間・進捗状況
★	平成18 ～ 26（2014）年度
	 平成20年度末進捗率28％


事業地域
	 山形県米沢市、南陽市、川西町、高畠町


総事業費
	 15,460百万円


事業の概要
★	受益面積8,804ha（水田8,804ha）
	 ダム、頭首工、揚水機場、ため池、用水路（11㎞）の改
修


関連事業・計画
★	県営かんがい排水事業（山形県）
	 経営体育成基盤整備事業（山形県）
	 工業用水事業、水道用水供給事業（共同事業）（山形県）


山形県


米沢平野二期農業水利事業







42 産業


事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県農林水産部　生産技術課
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2457　FAX 023-630-2456


事業の目的・効果
★	　水田転作の本作化を推進するため、転作田の排水改
良等の基盤整備を図る。


	 　事業対象面積9,800ha：県内の転作面積30,000ha の
うち加工用米及び果樹等の定着等を除く12,000ha を
対象とし、そのうち排水良好及び既に排水改良実施済
を除く9,800ha を事業対象とする。


事業期間・進捗状況
★	平成13 ～ 22（2010）年度
	 （進捗状況）
	 ・平成20年度までに8,392ha の畑地化を実施（見込み）


事業地域
	 山形県


総事業費
	 543,957千円（平成21年度6月補正後予算）


事業の概要
★	　水田における転作作物栽培の本作化に必要な排水対
策や土壌改良を支援する。


	 ①�　基盤整備事業：水田における転作作物栽培の本作
化に必要な排水対策や土壌改良を支援する。


	 ②�　麦大豆等生産拡大推進事業：土地改良区が大豆等
の転作作物の定着を促進するため、排水改良等の活
動を行う場合に支援する。


	 ③�　機材導入支援事業：農家自らが排水対策を行う場
合、機材のリースを安価に行うことが出来るように
機材購入に対して支援を行う。


	 ④�　小規模畑地化整備支援事業：比較的小規模な排水
改良等の基盤整備及び、水田畑地化と一体的に生産
機械・設備整備を支援し、地域振興作物、少量多品
目野菜、果樹等を核とした地域づくりや地産地消を
推進する。


山形県


水田畑地化基盤強化対策事業







43 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	東北農政局　隈戸川農業水利事業所
	 　〒969-0222 福島県西白河郡矢吹町八幡町409-1
	 　TEL 0248-44-4635　FAX 0248-42-3379


事業の目的・効果
★	　農業用水の安定確保と維持管理の軽減を図る。
	 　そのために、日和田頭首工、隈戸揚水機場および幹
線用水路等の用水施設を新設・改修する。


事業期間・進捗状況
★	平成4～ 22（2010）年度
	 平成20年度末進捗率82％


事業地域
	 福島県須賀川市、白河市、鏡石町、天栄村、泉崎村、中
島村、矢吹町


総事業費
	 33,910百万円


事業の概要
★	受益面積3,228ha（水田3,228ha）
	 ・�ダム、頭首工、揚水機場、幹線用水路（18㎞）の新設・


改修


関連事業・計画
★	・県営かんがい排水事業（福島県）
	 ・県営経営体育成基盤整備事業（福島県）
	 ・基盤整備促進事業（土地改良区等）


福島県


隈戸川農業水利事業







44 産業


事業主体
	 農林水産省


問合せ先
★	北陸農政局　柏崎周辺農業水利事業所
	 　〒945-0813 新潟県柏崎市南半田18-15
	 　TEL 0257-24-5731　FAX 0257-24-5730


事業の目的・効果
★	　本地区のかんがい用水は河川水に依存しているが、
各河川とも自流量が乏しく、排水路を堰き止めての反
復利用および番水制の実施等によりかんがい用水の確
保を図っている。その上、水田の区画は狭小で、過半
が湿田・半湿田であることから、農業近代化の阻害要
因となっている。


	 　このため、本事業で3つのダムを新設するとともに、
取水施設および用水路の新設・改修を行い、水需要の
安定と合理化を図り、あわせて関連事業による末端用
水路等の整備と区画整理を行って、農業経営の近代化
と営農の合理化を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成9～ 25（2013）年度
	 ・�栃ケ原ダム：平成13年度ダム本体工事着工、平成20


年度完成
	 ・�後谷ダム：平成16年度ダム本体工事着工、平成20年


度完成
	 ・�市野新田ダム：平成15年度用地交渉、ダムおよび関


連施設等を設計中


事業地域
	 新潟県柏崎市、刈羽村


総事業費
	 45,590,000千円（平成20年度価格）


事業の概要
★	受益面積（水田）3,590ha
	 ・ダム3ヶ所の新設
	 　�（栃ケ原ダム（重力式コンクリートダム）：有効貯水


量2,300千㎥）
	 　（後谷ダム（ゾーン型フィルダム）：貯水量1,100千㎥）
	 　�（市野新田ダム（ゾーン型フィルダム）：有効貯水量


1,600千㎥）
	 ・幹線導水路の新設（5.7㎞）
	 ・頭首工改修、幹線用水路（2.4㎞）の改修


関連事業・計画
★	・県営かんがい排水事業（新潟県）
	 ・県営圃場整備事業（新潟県）
	 ・基盤促進整備事業（土地改良区等）


新潟県


柏崎周辺農業水利事業







45 産業


事業主体
	 宮城県、市町村、宮城県農地・水・環境保全向上対策地
域協議会等


問合せ先
★	宮城県農林水産部　農産園芸環境課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2846　FAX 022-211-2849


事業の目的・効果
★	　農業が持つ自然循環機能を活かし環境と調和した農
業への転換を図る。


	 　そのために、環境に配慮した土づくりや持続的な農
業生産技術の普及を推進するとともに持続的な農業に
まとまりを持って取り組む市町村、地域等を支援する。


	 　また、特別栽培農産物に関する宮城県独自の認証制
度により環境にやさしい農産物生産を支援する。


事業期間・進捗状況
★	・平成11年：�「みやぎの環境にやさしい農産物表示認


証制度」運用開始
	 ・平成12年：�「宮城県における持続性の高い農業生産


方式の導入指針」運用開始
	 ・平成12年：「みやぎの食と農の県民条例」制定
	 ・平成13年：「同上基本計画」に目標値設定
	 ・平成18年：�「みやぎの環境にやさしい農産物認証・


表示制度」に改正
	 ・平成19年：農地・水・環境保全向上対策がスタート
	 ・毎年：環境にやさしい農業推進セミナーを開催


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 81,758千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①�　「みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度」


の運営
	 ②�　エコファーマーの育成及び市町村が行う持続的農


業の推進方針策定支援
	 ③�　環境負荷低減と資源の有効活用のための技術開発


の推進
	 ④　土づくりと肥料コスト低減の推進
	 ⑤�　「農地・水・環境保全向上対策」を活用した環境保


全型農業の推進と理解の醸成
	 ⑥　有機農業の推進


関連事業・計画
★	　「環境保全型農業の推進」は、「みやぎ食と農の県民
条例基本計画」において重点的な施策として位置づけ
られ、エコファーマーの育成や認証制度の拡大、農業
環境規範等の推進などを展開している。


宮城県


環境にやさしい農業推進事業







46 産業


事業主体
	 ○�認定農業者、農業法人、集落営農組織、農作業受託


組織のうち、水田経営所得安定対策の対象となる経
営体および対象となることが確実と見込まれる経営
体、もしくは市町村基本構想の目標所得水準の概ね
過半の農業所得を確保している経営体


	 ○その他知事が特に認める経営体


問合せ先
★	秋田県農林水産部　水田総合利用課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1788　FAX 018-860-3898


事業の目的・効果
★	　意欲のある担い手の経営をさらに発展させるため、
複合経営の拡大と農産物加工等による高付加価値化、
契約栽培などによる経営の多角化に向けた取組を支援
します。


事業期間・進捗状況
★	平成21 ～ 25年度


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 500,000千円（平成21年度）


事業の概要
★	○助成対象作目
	 ・水稲、大豆、麦類
	 ・�あきたブランド認証産地品目（ねぎ、アスパラガス、


ほうれんそう、トマト、きゅうり、メロン、スイカ、
えだまめ、キャベツ、しいたけ、りんご、なし、ぶど
う）、花き、葉たばこ、畜産（肉用牛・比内地鶏）


	 ・その他知事（地域振興局長）が特に認める作目
	 ○助成対象機械・施設
	 ・�担い手育成に直結する作柄安定施設、農業機械・施


設、畜産機械・施設、農産物の加工・直売等に関する
機械・施設等


	 ○補助率　1／ 3以内


秋田県


＂今こそチャレンジ＂農業夢プラン応援事業







47 産業


事業主体
	 事業の概要1：新潟県農業担い手サポートセンター
	 事業の概要2、3：新潟県
	 事業の概要4：農業法人等、JA


問合せ先
★	新潟県農林水産部　地域農政推進課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5292　FAX 025-280-5336


事業の目的・効果
★	　意欲ある農業経営体の企画・販売力を強化し、付加
価値向上による所得拡大を図るため、担い手サポート
センターを設置して外部専門家を派遣することによ
り、担い手の農産物販売活動を促進するなど、経営発
展段階に応じた多様な手法で経営体を総合的に育成す
る。


	 　また、設立間もない新規法人や集落営農組織に対す
る経営安定指導を行うことにより経営体を育成し、県
農業が競争に打ち勝つ体制を整備する。


事業期間・進捗状況
★	平成19年～ 21年度


関連事業・計画
★	国補：�担い手育成・確保総合支援事業（担い手アクショ


ンサポート事業）


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 14,044千円


事業の概要
★	1 　担い手サポートセンター活動推進事業
	 　・担い手サポートセンターの設置
	 　・新規設立法人等への企画・販売指導
� （計画・立案・実践）
	 　・�販売関連ベンチャー企業の起業化や建設業者等の


農業参入の相談窓口の設置
	 　・経営改善アドバイザーの派遣
� （常勤：1名、一般：49名）
	 　・�農業者からの要請に基づき、民間のノウハウを有


する経営改善アドバイザーを派遣し経営改善指導
を実施


	 　・建設業者等の農業参入相談、研修会の開催
	 2 　スーパー経営体農業者等育成普及指導事業
	 　・�担い手と経営改善アドバイザーとのコーディネー


ト、アドバイスに対応した商品開発のための栽培・
出荷技術等の支援及び新規法人等の経営安定化に
向けた組織運営等の支援


	 3 　農業総合研究所経営発展方策解析事業
	 　・�農業総合研究所によるモデル経営体発展情報の提


示
	 4 　農産物販売会社設立支援事業
	 　　～農業者の連携する新たなビジネス展開～
	 　・�農業法人等や JAが連携して県産農産物の有利販


売を行う企業の起業化（販売スタッフの設置）を
支援


新潟県


経営体育成総合支援事業







48 産業


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県農林水産部　循環型農業課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7342　FAX 024-521-7938


事業の目的・効果
★	　自然環境の保全と安心・安全な農産物を提供する環
境農業県として伸展するためには、基礎的な環境保全
型農業に取り組むエコファーマーの均衡ある増加と、
県が開発・検証してきた付加価値性の高い特別栽培や
有機栽培の本格的な普及が不可欠である。このため、
バイオマス利活用の促進と環境保全型農業を一体的に
推し進める。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～平成21年度


関連事業・計画
	 ・「うつくしま農業・農村振興プラン21」
	 ・�「福島県持続性の高い農業生産方式の導入に関する


指針」
	 ・「福島県農林業有機性資源循環利用計画」
	 ・「ふくしま食・農再生戦略」
	 ・農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援）


事業地域
	 福島県


総事業費
	 4,274千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	「環境と共生する農業」啓発事業
	 ○環境と共生する農業推進会議等の運営
	 ○エコファーマー認定委員会等の運営
	 ○啓発活動
	 ○バイオマス利活用の推進
	 ○環境保全型農業の推進


福島県


「環境と共生する農業」推進事業







49 産業


事業主体
	 都道府県・市町村・土地改良区・森林組合・農業協同組
合・水産業協同組合・農林漁業者等が組織する団体等


問合せ先
★	東北農政局　農村計画部農村振興課
	 　〒980-0014 仙台市青葉区本町3-3-1仙台合同庁舎
	 　TEL 022-261-6734　FAX 022-715-8217


事業の目的・効果
★	　人口減少、高齢化が進み活力が低下している農山漁
村において、定住や都市住民による二地域居住、都市
との地域間交流を促すことにより、農山漁村を活性化
する。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～
	 平成20年度実施地区（東北6県）　65地区
	 平成20年度交付金（東北6県）　32億円


事業地域
	 農山漁村地域（①農林漁業が重要な事業である地域、
②定住等及び地域間交流を促進することが当該地域を
含む農山漁村の活性化にとって有効かつ適切である地
域、③既に市街地を形成している区域以外の地域）


総事業費
	 ・349億円（交付金）（平成21年度予算全国）
	 ・73億円（交付金）（平成21年度補正予算全国）


事業の概要
★	　「農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流
の促進に関する法律」（平成19年法律第48号）に基づ
き、地方公共団体が農山漁村の活性化を図るために作
成する「活性化計画」の実現のために必要となる施設
整備を中心とした総合的な取組を交付金により支援す
る。


	 1.	 農林漁業の振興その他就業機会の増大
	 　�　地域の創意工夫を活かしたきめの細かい生産基盤


の整備や多様な地域産業の振興に必要な施設等の整
備への支援


	 2.	 定住等促進のための良好な生活環境の確保
	 　�　良好な生活環境に必要な情報通信施設の整備、集


落道、簡易な給水・排水施設等の整備への支援
	 3.	 都市等との地域間交流の促進
	 　�　市民農園などの交流・ふれあいのための施設、都


市住民を対象とした農業等の技術取得のための研修
施設等の整備への支援


	 4.	　その他施策の目的を達成するために地方が提案す
る事業等


東北6県


農山漁村活性化プロジェクト支援交付金







50 産業


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	・宮城県農林水産部　農産園芸環境課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2844　FAX 022-211-2849


事業の目的・効果
★	　新たなアグリビジネスに取り組むマーケットイン型
の優れた人材や企業を育成するほか、食関連産業が相
互に連携したフードシステム連携強化を推進すること
により、産出額の減少が続く等厳しい状況の宮城県農
業を成長産業分野へと転換を図るもの。


	 　また、一次、二次、三次産業の支援機関と県が一体
となった総合的な支援体制の確立を図る。


	 ・�年間売上金額1億円以上のアグリビジネス経営体の
育成


	 　目標指標：平成22年60経営体
	 　　　　　　（平成20年現在58経営体）


事業期間・進捗状況
★	平成18年～ 22（2010）年度
	 　年間売上1億円以上の経営体
	 　　平成16年度実績：35経営体
	 　　平成17年度実績：40経営体
	 　　平成18年度実績：48経営体
	 　　平成19年度実績：52経営体
	 　　平成20年度実績：58経営体
	 　　平成22年度目標：60経営体


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 37,163千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
	 ①�　アグリビジネス新展開支援事業
	 　�　農業法人を対象にビジネスマッチング等の機会提


供、企業ブランド構築の支援等を実施。
	 ②�　農産物直売・農産加工ビジネス支援事業
	 　　販路戦略、マーケティング、商品開発等の支援。
	 ③　農業参入支援事業
	 　�　企業等の農業分野進出を促進するための体制整備


等。


関連事業・計画
★	・宮城の将来ビジョン（平成19 ～ 28（2016）年度）
	 　：�取組6「競争力ある農林水産業への転換」に位置づ


け
	 ・�みやぎ食と農の県民条例基本計画（平成13 ～ 22
（2010）年度）：重点推進プロジェクト1に位置づけ


	 ・�みやぎ新世代アグリビジネス推進基本方針（平成18
～ 22（2010）年度）


特記事項
★	　アグリビジネスの創出を支援するため、従来の農業
系の支援機関に、商工系の支援機関が加わった総合的
な支援体制を構築して支援することが特徴。


	 　商工系の支援機関を中心に、年間売上1億円を目指
す農業経営体のビジネスプランのブラッシュアップ、
若手経営者育成、農業経営体と実需者のビジネスマッ
チング等の支援を実施している。


宮城県


アグリビジネス支援事業







51 産業


【農業技術習得のための研修（フロンティア農業者育成事業）】


事業主体
	 秋田県、市町村


問合せ先
★	秋田県農林水産部　農林政策課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1731　FAX 018-860-3842


事業の目的・効果
★	　新規就農希望者等が営農に必要な農業技術や経営感
覚を習得するため、秋田県内各試験場等において農業
の基礎知識や応用技術等の研修を実施し、地域農業の
優れた担い手を育成する。


事業期間・進捗状況
★	平成13（2001）年度からの研修終了者数
	 ・平成13年：実績20人
	 ・平成14年：実績17人
	 ・平成15年：実績21人
	 ・平成16年：実績23人
	 ・平成17年：実績24人
	 ・平成18年：実績18人
	 ・平成19年：実績21人
	 ・平成20年：実績19人
	 ・平成21年：計画14人（現2年生）
	 ・平成22年：計画18人（現1年生）


事業地域
	 秋田県


事業費
	 21,160千円（平成21年度）


事業の概要
★	　新規就農希望者を対象に、就農を前提とした栽培・
飼養管理技術や経営管理技術を習得するため、2年間
にわたって研修助成を行う。


	 　研修場所は、秋田県の農業・果樹・畜産試験場・花き
種苗センター


関連事業・計画
★	・農業経営を始めるための制度資金
	 ・農業夢プラン応援事業


秋田県


フロンティア農業者研修







52 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　県南広域振興局
	 　〒023-0053 岩手県奥州市水沢区大手町1-2
	 　TEL 0197-22-2812　FAX 0197-22-3749


事業の目的・効果
★	　産学官金の参画による食産業クラスターの形成、新
商品の開発支援を行うことにより、地域の食産業全体
の活発化や競争力の強化が図られる


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度～平成22年度


関連事業・計画
★	産業成長戦略・いわて希望創造プラン


事業地域
	 岩手県県南圏域


総事業費
	 3,104千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 �　南いわて食産業クラスター形成ネットワーク運営


支援
	 2 　農業と食品産業等の食材取引の促進
	 　　地域食材の情報交換、マッチング交流会の開催等
	 3 �　意欲ある食品企業や農業生産法人等の伸長の加速


化
	 　・味覚検査員養成講座の開催
	 4 　特定素材やサービスを核とした新産業創出の促進
	 　・�雑穀の生産拡大と新製品の開発促進（セミナー、


実証圃）


岩手県


南いわての「食」戦略的産業育成事業







53 産業


オリジナル品種「あきた夏丸」の販売促進 食の秋田まるごと宣伝会


事業主体
	 秋田県
	 全国農業協同組合連合会秋田県本部


問合せ先
★	秋田県農林水産部　秋田の食販売推進課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1735　FAX 018-860-3806


事業の目的・効果
★	　首都圏における県産農産物の販売力の向上を図るた
め、マーケティング専任職員を配置し、消費者や市場
のニーズをはじめ、広範な情報を収集・提供して、産
地の迅速な対応を促すとともに、販売促進や販路開拓
など、マーケティングを強化する。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～ 23年度


事業地域
	 東京都等


総事業費
	 8,674千円（平成21年度）


事業の概要
★	1 　首都圏マーケティング活動の展開
	 　�　情報の収集・提供、企業訪問等によるニーズの把


握・個別マッチングによる販路開拓の強化、農業団
体等による販売促進活動や販路開拓をサポートす
る。


	 2 　農林水産物宣伝会の開催
	 　�　農・商・工・観光・試験研究等まるごと秋田を PR


する首都圏での「秋田で元気に！」まるごと宣伝会
及び知事等のトップセールスを開催する。


	 3 　旬野菜の宣伝・販売促進
	 　�　一般消費者を対象に首都圏量販店の「秋田県産


コーナー」、東京ふるさと館等において、あきたベジ
フル大使や秋田のベジフルサポーターを活用した、
旬野菜の宣伝・販売促進活動を周年的に実施する。


	 4 　県オリジナル園芸品種の販路開拓
	 　�　県オリジナル園芸品種（えだまめ、スイカ、りん


ご等）の販路を開拓する。


秋田県


首都圏マーケティング強化事業







54 産業


実需者との業務用野菜の目揃え あきたの伝統野菜


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県農林水産部　秋田の食販売推進課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1735　FAX 018-860-3806


事業の目的・効果
★	　青果物等をめぐる消費・流通事情の変化やニーズに
即応した、マーケティング対応型農業の定着を基本と
して、品目に応じた流通・販売対策による販売力の強
化に重点的に取り組むとともに、野菜の加工・業務用
需要への対応や伝統野菜の販路拡大など、産地の新た
な取組を集中的にサポートし、青果物等ビジネスの活
性化と経営の安定化を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～ 21年度


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 5,975千円（平成21年度）


事業の概要
★	1 �　戦略品目におけるニーズ起点の県域産地への再編
	 　�　秋田の顔となる品目を戦略品目に位置付け、ニー


ズ起点による新たな販売戦略の実践を集中的にサ
ポートする。


	 　①えだまめ：�新たな販路開拓による需要拡大での10
億円品目の創出


	 　②比内地鶏：�新たな需要と販路開拓による100万羽
産地体制の確立


	 2 　野菜の加工・業務用需要への対応
	 　�　ニーズの把握、産地の取組誘導、実需者と産地の


マッチング、産地計画の策定と実践をサポートする。
	 3 　品目に応じた販売力の強化
	 　�　産地の広域連携による、ロットの拡大や出荷期間


の分散・周年化、出荷量の安定化等を推進する。
	 　①アスパラガスの安定販路の確保
	 　②りんご新品種「秋田紅ほっぺ」の販路開拓
	 　③すいか新品種「あきた夏丸」の需要拡大
	 　④ねぎの安定販路の確保
	 4 　「あきたの伝統野菜」等の販売促進
	 　�　ニーズの把握、生産・出荷体制の確立、商品力の


向上と販路拡大等をサポートする。


秋田県


青果物等ビジネス活性化マーケティング事業







55 産業


　秋田県産の新鮮な「和種もみじ卵」、創業 150 年の醸造元による県産大豆にこだわった
「特選醤油」を使用し、開発から販路拡大までの支援を行った商品。
　姉妹品の、秋田県産「ジャージー牛乳」を使用したプリンともども大人気を博している。


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	産業経済労働部流通貿易課食彩あきた推進室
	 　〒010-8572 秋田市山王3丁目1-1
	 　TEL 018-860-2258　FAX 018-860-3887


事業の目的・効果
★	　豊富な農林水産物や豊かな自然を活かし、食品産業
と農林水産業との連携を強化するとともに、マーケッ
トインの視点から生産・流通・販売までを一貫して支
援するため、「あきた農商工応援ファンド」の創設など
により、食品産業の振興を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成21 ～ 23年
	 ※�食彩あきた推進チーム（平成19年～ 20年）から業務


等を引き継ぎ


事業地域
	 秋田県


総事業費
★	食彩ビジネスチャレンジ支援事業　19,194千円
	 「あきた農商工応援ファンド」　基金総額　25.3億円
	 農商工連携推進事業　5,091千円
	 食品産業未来戦略支援事業　14,183千円


事業の概要
★	①総合的な食品の生産・販売戦略の企画・推進
	 ②農商工連携ファンドによる農林水産業との連携強化
	 ③�県内食品業界のけん引役となりうる食品産業リー


ダーの養成
	 ④�観光との連携やアンテナショップによる「食」情報


の発信と販路拡大


関連事業・計画
★	「売れる秋田」販路開拓事業（86,378千円）
	 県産品販売拡大総合対策事業（15,029千円）
	 「秋田の観光と物産展」全国売り込み強化事業
� （22,033千円）
	 伝統的工芸品産業振興対策（5,327千円）


秋田県


食彩あきた推進事業







56 産業


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県農林水産部農林政策課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1724　FAX 018-860-3842


事業の目的・効果
★	　水田に恵まれる本県の生産条件を活かした「あきた
型」農業を展開するため、米粉・飼料用米の生産者に
対する経営支援やこれらの作物の需要創出、ほ場の条
件に応じた新規技術の実証等により、水田フル活用を
通じた自給力向上に向け施策を総合的に展開する。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度～ 25年度


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 256,741千円（平成21年度）


事業の概要
★	1 　水田フル活用型経営サポート事業
	 　�　米粉用米、飼料用米、稲WCSの生産拡大のため、


国交付金の対象外となる既作付部分等に助成する。
	 2 　畜産活用型自給力向上対策事業
	 　�　地域における飼料用米の利用体制を整えるととも


に、家畜の放牧的活用などの新たな水田活用技術の
実証を行う。


	 3 　自給力向上基盤整備事業
	 　�　生産力を最大限に発揮するため、簡易な生産基盤


の整備（直播用水田、耕作放棄地）を支援する。
	 4 　その他
	 　　米粉用米・そば新品種の栽培技術実証事業等


秋田県


あきた型食料自給力向上対策事業







57 産業


事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県農林水産部　新農業推進課
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2221　FAX 023-630-2431


事業の目的・効果
★	　「新おいしい山形推進プラン」に基づき、全県エコエ
リア構想や安全・安心の確立に向けた取組みに立脚し
た「環境にやさしく安全でおいしい」県産農産物等の
流通促進を図るため、消費者の信頼に応える「やまが
たブランド」の確立と、多様な流通チャネルの開拓を
目指す「攻めの農業」を展開していく。


事業期間・進捗状況
★	第1期：平成13 ～ 17（2005）年度
	 第2期：平成18 ～ 22（2010）年度


事業地域
	 山形県、全国


総事業費
	 25,780千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	○流通情報機能の高度化
	 　・消費地情報収集機能の充実
	 　・山形県内における情報活用体制の充実
	 ○新たな農産物等流通戦略推進事業
	 　・ブランド化戦略
	 　・チャネル戦略
	 　・流通情報戦略
	 ○県産米消費宣伝事業
	 　・首都圏等小学校における消費宣伝事業
	 ○青果物等出荷規格策定事業


関連事業・計画
★	・おいしい山形推進プラン（平成13年2月策定）
	 ・新おいしい山形推進プラン（平成18年3月策定）


山形県


新山形県農産物等流通戦略推進事業







58 産業


事業主体
	 山形県、やまがた食産業クラスター協議会


問合せ先
★	山形県農林水産部　新農業推進課
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2427　FAX 023-630-3096


事業の目的・効果
★	　農家所得の向上及び食品製造業をはじめとする食に
関連する産業の付加価値の向上を図るため、食品産業
と農林水産業の連携による商品開発や契約取引を推進
するとともに、農産加工や農産物直売など農林水産業
を核とした新たな業態開発、ビジネス化を支援・促進
する。


事業期間・進捗状況
★	平成17年度～


事業地域
	 山形県、全国


総事業費
	 30,675千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	○食品製造業との連携による付加価値創造
	 　・ニーズを踏まえた新商品開発
	 　・実需者と生産者が連携した生産振興
	 ○�農林水産業を起点とした新たな業態開発の推進によ


る付加価値創造
	 　・農産加工や農産物直売における経営力の向上
	 　・生産と多様な実需の連携・協働促進
	 ○総合的な推進体制の整備
	 　・�地域推進体制の整備・運営、各推進団体との連絡


調整の実施等
	 　・食関連の情報管理と情報発信の強化等


山形県


やまがた食産業クラスター創造事業







59 産業


事業主体
	 農業協同組合、営農集団、水産業協同組合、森林組合
等


問合せ先
★	福島県農林水産部　農産物安全課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7354　FAX 024-521-5089


事業の目的・効果
★	　福島県産農産物の生産履歴や出荷情報を消費者等が
迅速に入手できるトレーサビリティシステムの導入を
促進することで、県産農産物の信頼確保や消費拡大に
寄与する。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成21年度～平成23年度


事業地域
	 福島県


総事業費
	 6,500千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　原則として県産農産物の生産段階を対象に、その特
性を踏まえたモデルとなるトレーサビリティシステム
を導入しようとする者に対し、次により情報処理機器
等の整備を支援する。


　①トレーサビリティシステム生産段階支援
� （福島県単独補助事業）
　②トレーサビリティシステム機能強化支援


関連事業・計画
★	・「うつくしま21」
	 ・「うつくしま農業・農村振興プラン21」
	 ・「福島県食・農再生戦略」


福島県


食の安全・安心推進事業（トレーサビリティシステム導入促進事業）







60 産業


事業主体
	 社団法人福島県林業協会


問合せ先
★	社団法人福島県林業協会（林業労働力確保支援セン
ター）


	 　〒960-8043 福島市中町5-18
	 　TEL 024-521-3270　FAX 024-521-3246


事業の目的・効果
★	　森林の持つ多面的機能の持続的発揮と森林整備の低
コスト化、林業担い手の確保を図るため、林業事業体
へ林業機械の貸付を行い、事業体の経営改善と間伐及
び木材の安定供給を推進する。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度～平成22年度


事業地域
	 福島県


総事業費
	 698,200千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	・�社団法人福島県林業協会が高性能林業機械を購入


し、県内の林業事業体への貸付けを行う。
	 ・�機械貸付と併せて、関連事業によりオペレーター養


成研修を行う。


関連事業・計画
★	・うつくしま森林・林業・木材産業振興プラン21
	 ・林業労働力確保基本計画
	 ・森林・林業・木材産業づくり交付金


福島県


高性能林業機械貸付事業







61 産業


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市経済・国際部　産業政策課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-226-1615


事業の目的・効果
★	　バイオテクノロジーの知的集積を図り、新潟県の基
盤産業である食品関連産業と深く連携し、高度化、新
産業創出を目指す。独創的で最先端の技術開発を進め、
地方経済発の有力企業を創出する。


	 〈地域にもたらす効果・期待〉
	 ①�　新規産業・ベンチャービジネスの創出、クラスター


の形成（雇用の拡大）
	 ②�　既存の地域産業・中小企業の振興（充実、強化）、


人材育成
	 ③　まちづくり・地域活性化（交流人口の拡大、連携）


事業期間・進捗状況
★	平成15年度～
	 ○�産学官連携コーディネート機関「新潟バイオリサー


チパーク㈱」の設立
	 ※�新潟市及び県内主要バイオ関連企業21社が株主の


第三セクター方式の株式会社（平成15年4月設立：
株主22、資本金160,000,000円）


	 （主要事業）
	 ・技術開発事業
	 　�発明の特許化・ライセシング（技術移転）、技術相談、


共同研究・委託研究支援事業化・起業化支援、産学
官連携促進


	 ・地域サービス事業
	 　�微量分析測定コンサルタント、食品安全性支援促進、


機能性食品評価システム
	 ○�共同研究施設「新潟市バイオリサーチセンター」の


設置
	 ※�鉄骨造3F、建築面積：394.85㎡、延床面積：1,094.51


㎡（平成17年11月1日供用開始、平成21年4月1日
現在：利用率82％）


事業地域
	 新潟市秋葉区東島


総事業費
	 未定


事業の概要
★	　新潟薬科大学を中核として、バイオ関連産業である、
食品・食糧産業、先端医薬・医療、健康産業、また環境
産業等に役立つ新技術開発とその有効利用に関する研
究を、産業界とともに連携して行っていく。生命・健
康科学分野の知的集積を図ることによって、次世代の
医療や食品、また環境分野の研究・技術開発の基礎を
造り、地域産業の振興、発展に寄与するための総合的
なバイオ研究の拠点、「新潟バイオリサーチパーク」の
形成を目指す。


	 ○土地利用
	 　26ha を「新潟バイオリサーチパーク」の展開エリア
として、6つのエリアを配置し、事業推進する。


	 　①　大学キャンパスゾーン
	 　②�　研究推進ゾーン：薬草植物園・共同研究施設の


設置
	 　③　バイオ関連企業集積ゾーン：企業研究所誘致
	 　④　公設研究施設集積ゾーン
	 　⑤　国際交流ゾーン
	 　⑥　地域共同利用ゾーン
	 ○�構想の推進母体となる産学官連携コーディネート機


関の設立
	 ○共同研究施設の設置


新潟県


バイオリサーチパーク構想







62 産業


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市　経済・国際部　企業立地・ポートセールス課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-226-1689（直通）　FAX 025-228-2277


事業の目的・効果
★	　本市における新事業の創出及び新規創業を促進し、
産業の活性化を図るため、今後の発展が期待される情
報系ベンチャー企業に対し支援を行う。


事業期間・進捗状況
	 ●事業開始：平成15年度～
	 ●応募総数：15社（H21.3.31現在）
	 ●補助実績：9社交付
	 ※�応募者については、書類審査のほか、学識経験者8


名からなる「新潟市新事業創出支援施設利用者審査
委員会」において出された意見や技術開発力等を総
合的に勘案し、交付・不交付を決定


事業地域
	 新潟市中心市街地活性化基本計画で定める中心市街地
及び活性化推進地区


総事業費
	 平成21年度予算額　1,850千円


事業の概要
★	　新たに、IT（情報通信技術）を活用して事業活動を
行う個人・グループ（学生を含む）又は中小・ベン
チャー企業が、対象地域に事務所を構える場合に、賃
料の一部を補助する。


	 ⑴　補助対象者
	 　�　新たに、IT又はデジタルコンテンツを活用して


事業活動を行う個人・グループ（学生を含む）又は
中小・ベンチャー企業で、今後創業しようとするも
の又は創業から3年未満のもの。


	 ⑵�　「にいがた e起業館（下記関連事業・計画参照）」入
居者で、施設退去後1年以内のもの。


	 ⑶　補助対象経費・補助率・補助期間
	 　・事務所賃借料（敷金・礼金・共益費等は除く）の
	 　　1／ 2
	 　・限度額5万円／月（最長2年間）


関連事業・計画
★	　このほか、OAフロアやセキュリティーシステムが
整った公的インキュベーション施設「にいがた e起業
館」を設置。


	 【にいがた e起業館（概要）】
	 　●所在地：新潟市中央区米山2丁目6番地2
	 　●室数：10坪×7室
	 　●利用料：�1室54,000円／月（共益費込・最長3年間


入居可能）
	 　●対象：�IT 又はデジタルコンテンツを活用して新


たに事業活動を行う中小・ベンチャー企業
や個人・グループ（学生を含む）など


新潟県


新潟市情報系ベンチャー支援事業







63 産業


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市農林水産部　農村・都市交流施設整備課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通一番町602-1
	 　TEL 025-226-1864（直通）　FAX 025-230-0423


事業の目的・効果
★	　全国有数の大農業都市でもある新潟市の魅力的な
「食と花」のブランド構築と発信、農業者・消費者が共
感できる食と花による「にぎわい空間」の創出を図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成16年度：�（仮称）食と花のにいがた交流センター


基本構想の策定
	 ・平成17年度：�（仮称）食と花のにいがた交流センター


基本計画の策定
	 ・平成18年度：敷地造成
	 ・平成19 ～ 24年度：�民活事業者選定、設計・整備、部


分開園
	 ・平成24年度：全体開園（予定）


事業地域
	 新潟市中央区鳥屋野潟南部地区


総事業費
	 約6,440,000千円


事業の概要
★	・�地場農畜産物や加工品・花の販売、料理の提供、情


報の発信等による本市の食と花のブランド発信
	 ・�農産物の直売や加工体験等による農業者と消費者の


交流
	 ・�食育・花育に関する情報提供、相談、講座開催等に


よる食育・花育の推進


関連事業・計画
★	　新・新潟市総合計画において「大地と共に育つ田園
型拠点都市」を実現するための主要事業として位置づ
けられている。


新潟県


（仮称）食と花のにいがた交流センター整備事業







64 産業


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市農林水産部　農村・都市交流施設整備課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通一番町602-1
	 　TEL 025-226-1864（直通）　FAX 025-230-0423


事業の目的・効果
★	　市内の農家と連携した学習ファームとして、消費者
の食・花に関する学習や、食育・花育の人材育成とと
もに、農業者の技術的・経営的育成を図る。


	 　また、農業者と消費者との交流により、互いを理解
しあうとともに「農」を実感できる場の形成を図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成17年度：�（仮称）アグリパーク・国際農業研究セ


ンター基本構想の策定
	 ・平成18年度：�（仮称）アグリパーク・国際農業研究セ


ンター基本計画の策定
	 ・平成19 ～ 20年度：用地選定・取得
	 ・平成21 ～ 25年度：�民活事業者選定、設計・整備、部


分開園
	 ・平成25年度：全体開園（予定）


事業地域
	 新潟市南区白根地区


総事業費
	 約6,470,000千円


事業の概要
★	・�市民や児童・生徒等のための農業体験を通した食育・


花育についての学習機会の提供と、食と花に関わる
人材の育成等による食育・花育の推進


	 ・�農産物の直売や加工体験等による、農業者と消費者
の交流


	 ・�農作物の栽培試験・調査や農産物の加工指導等によ
る、本市の農業・農村の支援


関連事業・計画
★	　新・新潟市総合計画において「大地と共に育つ田園
型拠点都市」を実現するための主要事業として位置づ
けられている。


新潟県


（仮称）アグリパーク・国際農業研究センター整備事業







65 産業


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市農林水産部　農業政策課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-226-1764　FAX 025-230-0423


事業の目的・効果
★	＜目的＞
	 　国は、バイオマス資源を最大限有効に活用するため、
「バイオマス・ニッポン総合戦略」を策定し、施策を推
進しています。


	 　本市では、豊かな自然環境や広大の農地を有し、さ
らに高次都市機能の集積があるという特徴から、新・
新潟市総合計画において、目指すべき5つの都市像の
1つとして「大地と共に育つ、田園型拠点都市」を掲げ、
農業の魅力づくりと環境重視のまちづくりに取り組ん
でいくこととしています。


	 　この基本方針のもと本構想を策定し、バイオマス資
源のより一層の利活用の推進を図ることとしていま
す。


	 ＜期待される効果＞
	 　・温室効果ガスの排出量削減
	 　・地域内資源循環による資源の有効活用
	 　・�堆肥の利用促進による安心・安全な農産物づくり


への寄与
	 　・雇用拡大・地域の活性化　ほか
	 ※�　バイオマスの利活用・・・動植物から生まれた再


生可能な有機性資源である「バイオマス」（代表的な
ものに家畜排せつ物や生ごみ、木くず、もみ殻など
がある）は、これまで焼却など廃棄されることが多
かった。これらを堆肥化、飼料化、燃料化等有効に
活用すること。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～


事業地域
	 新潟市


総事業費
	 未定


事業の概要
★	　主要な取り組みとして以下を掲げており、関係者が
一体となって農業の魅力づくり・環境重視のまちづく
りを目指します。


	 　・�農業系バイオマス資源、家畜排泄物、家庭系生ご
みなどを活用した堆肥化等


	 　・食品事業系食品加工残渣の飼料化の推進
	 　・�バイオマス資源から作った堆肥などの利用普及に


よる意識啓発
	 　・新潟菜の花プランの推進
	 　・�木質バイオマスを利活用する民間施設を活用した


林業、地域産業の振興
	 　・�産学官連携によるバイオマス利活用課題の研究等


の推進
★	　詳細はこちらです。
	 　　http://www.city.niigata.jp/info/nosei/biomass/


関連事業・計画
★	　構想書は、バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議
（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省）において、基準に合致していると
し、平成20年3月31日に公表されました。


新潟県


新潟市バイオマスタウン構想







66 産業


事業主体
	 岩手県
	 木材関連企業・森林組合やそれらが構成する団体


問合せ先
★	岩手県　農林水産部林業振興課（林業、県北沿岸振興
担当）


	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5773　FAX 019-629-5779


事業の目的・効果
★	　地域に密着した中小製材工場の販路拡大の取組みな
ど、製材企業等の意欲を支援するとともに、県北・沿
岸地域の主要樹種であるアカマツ製品の通年出荷体制
の構築や販売ネットワーク化を推進


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～ 21年度


関連事業・計画
★	岩手県産業成長戦略（平成18年11月20日策定）
	 県北・沿岸圏域における産業振興の基本方向
	 　　　　　　　　　（平成18年11月22日策定）


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 2,918千円（平成21年度予算額）


事業の概要
★	1 　高品質製材品生産技術研修
	 　�　建築現場におけるニーズの高い乾燥材の供給に向


け、これから乾燥材生産に取り組む製材企業への基
礎的研修や、現在の乾燥技術を検証し、より高度な
乾燥材を生産するための技術的・経営的指導を実施。


	 2 　県内外県産材商談会の開催
　　�　県内外における製材企業の販路拡大に向けた取組


みを支援（ジャパンホームショー出展、県内商談会
開催）。


	 3 　南部アカマツ販路拡大推進事業
	 　�　アカマツ材の販売ネットワーク拡大に向けたワー


クショップの開催や、人工乾燥・性能表示による差
別化・販路拡大に取り組む事業体を支援。


	 事業実施主体：県
	 補助率：県が実施（県外商談会を除く）


岩手県


森の国いわて木材流通拡大促進事業







67 産業


事業主体
	 秋田県内森林組合、生産森林組合、秋田県森林組合連
合会、森林施業計画の認定を受けた者。


問合せ先
★	秋田県農林水産部　水と緑の森づくり課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1941　FAX 018-860-3899


事業の目的・効果
★	　森林の機能区分に応じた対策を講じることにより、
秋田県森林の多面的機能の発揮を図る。


	 ⑴　循環利用の森林づくり
	 ⑵　暮らしを守る森林づくり
	 ⑶　人との共生の森林づくり


事業期間・進捗状況
★	平成13 ～ 22年度
	 　（進捗率）
	 ・平成20年度まで84％（813,603千円）


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 969,104千円（平成22年度分まで）


事業の概要
★	�　間伐材の山元土場から製材工場・原木市場等までの
運搬に要する経費に対する補助


関連事業・計画
★	森林環境保全整備事業


秋田県


21秋田の森林づくり事業







68 産業


事業主体
	 秋田県、木材関係団体等


問合せ先
★	秋田県農林水産部　秋田スギ振興課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1916　FAX 018-860-3828


事業の目的・効果
★	　建築基準法の改正や住宅品質保証制度の新設等によ
り、住宅部材の品質がより重要になってきており、こ
れらに対応するため、寸法安定性や強度性能に優れる
乾燥材の生産を促進する。


事業期間・進捗状況
★	平成12 ～ 24（2012）年度
	 （進捗状況）
	 人工乾燥材生産量（スギ）
	 　　平成12年31千㎥、平成13年36千㎥、
	 　　平成14年39千㎥、平成15年34千㎥、
	 　　平成16年37千㎥、平成17年37千㎥、
	 　　平成18年43千㎥、平成19年54千㎡、
	 　　平成20年46千㎥（見込み）


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 7,543千円（平成21年度）


事業の概要
★	①　木材の人工乾燥施設の導入等への補助
	 ②�　乾燥技術習得を目的とした研修会の開催に要する


経費に対する補助
	 ③�　乾燥秋田スギ製品認証制度の普及・拡大に要する


経費に対する補助


特記事項
★	　乾燥秋田スギ製材品の生産促進のため、乾燥材生産
拠点施設の整備や各企業への人工乾燥機の導入を促進
するとともに、あきた県産材利用センターによる乾燥
秋田スギ製品の認証制度の普及・拡大により、需要者
ニーズに対応する品質・性能の明確な製材品を供給し
ていく。


秋田県


乾燥秋田スギ銘柄化促進事業







69 産業


事業主体
	 福島県、市町村


問合せ先
★	福島県農林水産部　森林計画課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 025-521-7425　FAX 024-521-7543


事業の目的・効果
★	　水源かん養、県土の保全等県民福祉の向上に資する
森林の有する公益的機能の重要性にかんがみ、森林環
境の保全及び森林をすべての県民で守り育てる意識の
醸成を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成18から22年度
	 平成20年度末実績
	 　水源地域の森林整備　　　　　　約4,500ha
	 　間伐材運搬経費支援　　　　　　約66,000㎥
	 　ペレットストーブ導入　　　　　235台
	 　森林環境ゼミナール開催　　　　13回
	 　森林ボランティアサポートセンター設置　　一式
	 　森林づくり指導者養成　　　　　148名
	 　森林文化調査（県営）　　一式　　　他


事業地域
	 福島県


総事業費
	 1,276,474千円（平成21年度当初事業費）


事業の概要
★	　県民共有の財産である貴重な森林を保全し、健全な
状態で将来に引き継いでいくため、県民生活とかかわ
りの深い森林環境を県民自ら守るという視点から、「県
民一人一人が参画する新たな森林づくり」を基本理念
として以下の事業を実施している。


	 ○県事業
	 　�　森林整備事業、森林環境適正管理事業、間伐材搬


出支援事業、間伐材利用促進事業、森林ボランティ
ア総合対策事業、森林環境学習推進事業、森林文化
復興事業ほか


	 ○市町村事業
	 　　森林環境交付金事業


特記事項
★	　福島県独自に平成18年度から導入した森林環境税
を財源として事業を実施している。


福島県


森林環境基金事業







70 産業


事業主体
	 県内に居住するための戸建て住宅を供給する、県内に
事務所を有する大工・工務店等（施工業者）


問合せ先
★	新潟県農林水産部　林政課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5324　FAX 025-283-3841


事業の目的・効果
★	　県産材の需要先である住宅分野での県産材の利用を
拡大するため、品質・性能の明確な越後杉ブランドの
安定供給体制を構築するとともに、ブランド材を安全
で安心な越後杉住宅の整備を通じて全県へ普及しま
す。また、住宅支援では、若者やUIJ ターン者等を対
象に助成加算による定住促進を図ります。


事業期間・進捗状況
★	（事業期間）平成19年度～
	 （経緯・進捗状況）
	 経緯：中越大震災復興支援事業を通じて、越後杉ブラ
ンドが被災地で定着しつつあり、さらに全県へ普及さ
せ県産材利用の促進を図るため実施


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 115,000千円


事業の概要
★	・�住宅資材として「越後杉ブランド」を延べ床面積1㎡


あたり、0.07㎥以上使用する住宅（延べ床面積が70
㎥以上280㎥以下）の新築・増改築に対して定額40
万円（うち「越後杉ブランド」の使用量増加（0.11㎥ /
㎡以上）で10万円を加算）を助成


	 ・�さらに建築主が若者やUIJ ターン者である場合は
定住促進として10万円を加算


	 ・�平成21年度250棟募集（うち使用量加算100棟・定
住促進50棟）


関連事業・計画
★	越後杉地域型供給システム定着事業
	 【H21事業費14,740千円】
★	越後杉素材・製品安定供給事業
	 【H21事業費5,355千円（新規）】
★	越後杉ウッドマイルズ推進モデル事業
	 【H21事業費726千円（新規）】
★	越後杉ウッドマイルズ認証事業
	 【H21事業費1,234千円（新規）】


新潟県


ふるさと越後の家づくり事業
（越後杉で家づくり総合対策事業）







71 産業


事業主体
	 地域営漁計画を策定した漁協
	 地域営漁計画を策定した漁協に所属する漁業者が組織
する団体


問合せ先
★	岩手県農林水産部　水産振興課（振興担当）
	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5818　FAX 019-629-5824


事業の目的・効果
★	　養殖経営体のグループ化（協業化等）や効率的な養
殖システムの導入及び意欲と能力のある担い手への漁
場の集積等により、本県漁業の担い手を確保育成し養
殖漁場の生産性を回復するため、それらを内容とする
漁協の地域営漁計画の実行を支援する。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～ 22年度


事業地域
	 岩手県沿岸


総事業費
	 6,313千円（平成21年度当初現計予算額）


事業の概要
★	地域営漁計画を実行するために必要な共同利用養殖施
設及び養殖作業船整備に要する経費を助成する。


	 ○　補助率：1／ 3以内
	 　� 市町村が補助対象経費の1／ 3に相当する額を超


える額を補助する場合を対象


関連事業・計画
★	岩手県産業成長戦略（平成18年11月20日策定）
	 県北・沿岸圏域における産業振興の基本方向
	 　　　　　　　　　（平成18年11月22日策定）
	 いわて希望創造プラン（平成20年1月25日策定）


特記事項
★	※　地域営漁計画
	 　�　養殖漁業が盛んな漁協が、関係漁業者の合意のもとに、養殖漁場の効率的な利用や担い手の確保育成及び生産


物の付加価値向上や販売等について、目標や具体的取組み事項を掲げて取組む計画
	 　　（計画期間：3年）


岩手県


地域営漁計画推進特別対策事業費補助







72 産業


事業主体
	 （推進組織）㈱インテリジェント・コスモス研究機構（拠
点組織）4組織


問合せ先
★	・㈱インテリジェント・コスモス研究機構
	 　産業クラスター推進室
	 　　〒989-3204 仙台市青葉区南吉成6丁目6-3
	 　　TEL 022-279-8811　FAX 022-279-8880
	 ・東北経済産業局　産業クラスター計画推進室
	 　　〒980-8403 仙台市青葉区本町3丁目3-1
	 　　TEL 022-221-4895　FAX 022-265-2349


事業の目的・効果
★	①�経済産業省では、地域においてイノベーションやベ


ンチャー企業が次々と創出されていく新たな産業集
積（クラスター）の形成を図ることを目的に、有望産
業の育成・企業を発掘し、産学官のネットワーク化
を図りながら、地域関連施策を集中的に投入するこ
とによって、世界に通用する「産業クラスター計画」
を推進している。


	 ②�東北地域では、平成13年度から「情報・生命・未来
型ものづくり産業プロジェクト」、「循環型社会対応
産業振興プロジェクト」の2つを展開してきている。
平成18年度から「TOHOKUものづくりコリドー」
プロジェクトとして7技術・産業分野をターゲット
に、東北地域の10産業集積地域においてクラスター
の形成を目的としたネットワークの拡大・深化を推
進。さらに20年度からは3出口産業分野・4技術等
分野に計画を修正し、分野間の融合化及び、分野を
包括した活動基盤の形成を行っている。


事業期間・進捗状況
★	　産業クラスター計画は平成13年度から開始され、こ
れまでクラスターの概念の普及・啓蒙、ネットワーク
の形成、研究開発プロジェクトの創出等の成果が得ら
れた。平成18年度より、第Ⅱ期計画として「TOHOKU
ものづくりコリドー」を開始している。


事業地域
	 東北6県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島）


総事業費
	 8千6百万円（平成21年度）


事業の概要
★	⑴�　特徴：東北の技術と地域をコリドー（回廊）でつ


なぐ
	 　�　東北地域に広く点在している産業集積地域や研究


機関などの資源を効率的に活用していくため、人・
もの・情報等が活発に行き来するようにするために、
それらをコリドー（回廊）によって結び、緊密な連
携を図っていく。


	 ⑵�　対象分野：出口産業分野（3分野）：自動車関連産
業分野、半導体等関連産業分野、医療・福祉機器関
連産業分野技術等分野（4分野）：MEMS技術分野、
光産業分野、IT分野、非鉄金属リサイクル分野


	 ⑶　対象地域：4つの産業集積地域が牽引役となる
	 　�　「北上川流域地域」、「広域仙台地域」、「山形・米


沢地域」、「広域郡山地域」の4つの産業集積地域が、
地域の持つポテンシャルを活かし、重点産業分野を
対象にクラスター形成活動に取り組み、これらの地
域間でコリドーを通じて密接な連携を行うことで、
早期のクラスター形成を目指すと共に、さらに他の
産業集積地域ともコリドーを通じ連携することで東
北地域全体をリードする。


関連事業・計画
★	・経済産業省：産業クラスター計画
	 ・文部科学省：�知的クラスター創生事業、都市エリア


産学官連携促進事業


東北6県


TOHOKUものづくりコリドー
（東北産業クラスター計画）







73 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　釜石地方振興局
	 　〒026-0043 岩手県釜石市新町6-50
	 　TEL 0193-25-2701　FAX 0193-23-3472


事業の目的・効果
★	　安全で安心な水産加工物が安定的に生産され、また、
圏域内で水産物の付加価値が高まる仕組みが構築さ
れ、足腰の強い水産業が形成される。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度から平成21年度


関連事業・計画
★	県北・沿岸圏域における産業振興の基本方向


事業地域
	 大船渡、釜石、宮古、久慈管内


総事業費
	 5,583千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　連携強化推進事業
	 　�　ターゲットを絞ったマッチングを積極的に進め、


マーケットイン志向の体制構築を推進
	 2 　イサダ産地づくりモデル事業
	 　�　非食用向けイサダを高付加価値化（＝食用化）
	 3 　生ワカメ生産・供給体制構築モデル事業
	 　�　加工業者との契約栽培等に向けたワカメ養殖の構


造改革による良質ワカメの安定供給体制の構築
	 4 　生ウニ商品力強化モデル事業
	 　�　ウニの県外市場開拓に向けた新たな生ウニ商品の


開発


岩手県


前浜資源活用連携促進事業







74 産業


事業主体
	 国、青森県、産業界等（分譲主体は「新むつ小川原㈱」）


問合せ先
★	・�青森県エネルギー総合対策局　エネルギー開発振興


課
	 　　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　　TEL 017-734-9740　FAX 017-734-8213
	 ・（分譲主体）新むつ小川原㈱
	 　　〒100-0004 東京都千代田区大手町1-3-2
	 　　TEL 03-5218-0062　FAX 03-5218-0061


事業の目的・効果
★	　平成19年5月に策定した「新むつ小川原開発基本計
画」では、日本が目指す科学技術創造立国の実現に向
け、我が国および国際社会への貢献や青森県の雇用拡
大など地域振興に資するという観点から、環境、エネ
ルギーおよび科学技術の分野における研究開発機能の
展開と成長産業等の立地展開を図るとともに、森と湖
に囲まれた、アメニティあふれる新たな生活環境を整
備し、多様な機能を併せ持ち、世界に貢献する新たな
「科学技術創造圏」の形成を進めることを、今後の開発
の基本方向としている。


事業地域
	 青森県十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、
七戸町、おいらせ町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、
東通村


総事業費
	 未定


事業の概要
★	　むつ小川原開発地区の全体面積約5,180ha のうち、
開発用地は約3,290ha である。


関連事業・計画
★	・�FPD関連産業の集積を目指す「クリスタルバレイ


構想」
	 ・�規制緩和等の導入による新たな産業拠点の形成を目


指す「環境・エネルギー産業創造特区計画」
	 ・�核融合エネルギーの早期実現を図るための日欧によ


る国際プロジェクト「国際核融合エネルギー研究セ
ンター」


事業期間・進捗状況
★	　現在までに、国家石油備蓄基地や原子燃料サイクル
施設等が立地しており、約1,175ha が立地済みとなっ
ている。� （H21.3末現在）


青森県


むつ小川原開発







75 産業


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県商工労働部　新産業創造課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9420　FAX 017-734-8115


事業の目的・効果
★	（基本理念）
	 　企業や大学などの技術シーズや青森県が有する豊か
な自然・食材などの多様な地域資源を活用し、産学官
連携の一層の強化を図りながら、新しい産業づくりを
積極的に目指す。


	 （戦略プロジェクト）
	 ・医療システムや医療機器等の研究開発の促進
	 ・暮らしに優しい健康・福祉機器の開発の促進
	 ・県産農林水産物を活用した健康食品の開発の促進
	 ・�地域特性を活かした健康増進サービスビジネスの創


出・育成


事業期間・進捗状況
★	・構想の策定・公表（平成18年3月）
	 ・あおもりウェルネスランド構想推進事業
� （平成19 ～ 20年度）
	 ・あおもりウェルネスランド構想ステップアップ事業
� （平成21 ～ 22年度）


事業地域
	 青森県津軽地域を中心とした県内全域


総事業費
	 8,600千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	あおもりウェルネスランド構想ステップアップ事業
	 ・課題解決型のセミナーの開催
	 ・�産学官連携による開発体制や需要者サイドを含めた


ネットワーク体制を構築し、その活動を支援
	 ・�アドバイザリースタッフとの意見交換の場の提供や


モニタリング先の仲介
	 ・ビジネスモデルの取りまとめと成果発表会の開催
	 ・全国規模の産業展示会への県ブースの出展


関連事業・計画
★	・青森県基本計画未来への挑戦
	 ・都市エリア産学官連携促進事業・一般型
� （平成19 ～ 21年度）
	 ・弘前大学「医用システム開発マイスター」養成塾
� （平成20 ～ 24年度）


青森県


あおもりウェルネスランド構想







76 産業


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県商工労働部　新産業創造課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9419　FAX 017-734-8115


事業の目的・効果
★	（基本理念）
	 ・�ローカルテクノロジーを活用した農工の連携・融合


等による新産業の創出・育成を通じ、津軽地域の産
業の活性化、県土の均衡ある発展を図る。


	 （基本方針）
	 ・産業クラスター的手法による地域産業の振興
	 　�地域の中堅中小企業・ベンチャー企業、また誘致企


業等が大学、研究機関、産業支援機関等の関係機関
と連携し、農産物の生産管理に関するハイテク技術、
グリーンエネルギー（風力・地熱等）やバイオマス
資源の多角的利用技術、農林水産資源を用い、機能
性を追求した加工・製造等のシーズを活用し、新事
業を創出・育成し、これらをクラスターとして形成
し、本県の地域産業の競争力向上を目指す。


事業地域
	 青森県津軽地域


総事業費
	 32,783千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	戦略プロジェクト1：�「新生産システム・グリーンエネ


ルギー活用型生産プロジェクト」
	 戦略プロジェクト2：�「グリーンフード＆テクノロジー


プロジェクト」
	 戦略プロジェクト3：�「戦略的流通・販売システム活用


プロジェクト」


関連事業・計画
★	　青森県基本計画未来への挑戦


事業期間・進捗状況
★	平成17 ～ 20年度
	 ・構想策定
	 ・あおもり農工ベストミックス構想推進協議会（会長：青森県知事）設立
	 ・青森県バイオ燃料推進協議会が発足
	 ・国立大学法人千葉大学と連携・協力確認書を締結
	 ・モデル事業の事業可能性調査（平成18年度：3件、平成19年度：2件、平成20年度：2件）
	 ・モデル事業の研究・実証プロジェクトに対する補助（平成19年度：2件）
	 ・構想実現に向けたセミナー等の開催（平成18年度：2回、平成19年度：6回、平成20年度：8回）
	 ・バイオ燃料製造の事業化に関するビジネスプラン作成
	 ・木質バイオ燃料製造のビジネスモデルに関する調査
	 ・�加工・業務用農産物に関する首都圏実需者のニーズ把握と本県における生産・加工・流通ネットワーク形成の可


能性調査
★	平成21年度（予定）
	 ・事業化に向けた基礎調査への補助
	 ・�新商品開発等へのファンド運用益による


助成
	 ・事業展開を促進するための研究会の開催
	 ・薬用植物類活用ビジネスの育成
	 ・�バイオ燃料製造の事業化に向けた地域別


の検討会及び詳細調査の実施
	 ・エコ飼料・肥料製造の事業化の推進
	 ・�加工・業務用農産物に関する首都圏実需


者との取引拡大に向けた課題の検討


青森県


あおもり農工ベストミックス新産業創出構想







77 産業


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県商工労働部　新産業創造課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9379　FAX 017-734-8115


事業の目的・効果
★	　青森県の産業振興のみならず、我が国の「ものづく
り」再生に貢献していくという新たな視点・考え方の
もとに、我が国そして世界の産業経済の発展に資する
グローバルな産業政策として位置づけ、国内において
むつ小川原開発地区及びその周辺地域に、今後急速な
発展が予測される液晶ディスプレイなどのフラットパ
ネルディスプレイ（FPD）に関連した産業の集積を目
指す。また、平成19年度からは太陽電池、自動車、電
子材料などの関連産業も視野に入れ、多角的に誘致活
動を展開中。


事業期間・進捗状況
★	・平成13年2月：クリスタルバレイ構想発表
	 ・平成13年7月：�エーアイエス㈱（液晶ディスプレイ


用カラーフィルター製造）立地
	 ・平成13年11月：�青森県地域結集型共同研究事業（大


画面フラットパネルディスプレイ
の創出）開始


	 ・平成15年4月：�青森県工業総合研究センター八戸地
域技術研究所にFPD研究部創設


	 ・平成16年3月：�未来技術研究棟（世界最高レベルの
クリーンルーム）完成


	 ・平成16年4月：�青森県立八戸工科学院に液晶カリキュ
ラム導入


	 ・平成18年3月：�東北デバイス㈱（白色有機ELパネ
ル製造）立地


	 ・平成18年5月：�八戸工業大学が「FPD関連次世代型
技術者養成ユニット」開始


	 ・平成18年12月：�㈶21あおもり産業総合支援センター
に「液晶先端技術研究センター」設
立


	 ・平成19年10月：�青森県クリスタルバレイ構想懇話
会提言副知事へ報告


	 �提言を踏まえ「太陽電池」「自動車」
「電子材料」へ多角的展開


	 ・平成20年4月：�都市エリア産学官連携促進事業「む
つ小川原・八戸エリア」採択


事業の対象地域
	 青森県六ヶ所村（むつ小川原開発地区）及びその周辺
地域


総事業費
	 48,487千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①クリスタルバレイ構想推進事業
	 ・構想実現化推進協議会・シンポジウムの開催
	 ・全国規模の産業展示会への県ブースの出展等
	 ② FPD関連技術実用化推進事業
	 　�液晶先端技術研究センターが実施する研究成果の実


用化研究の推進


関連事業・計画
★	・地域再生計画「青森県クリスタルバレイ構想」
	 ・環境・エネルギー産業創造特区計画
	 ・あおもりエコタウンプラン


青森県


青森県クリスタルバレイ構想







78 産業


【展示商談会の様子】


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県商工労働観光部　科学・ものづくり振興課
	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5551　FAX 019-629-5549


事業の目的・効果
★	【事業目的】
	 　本県の中核的業種として大きな成長が期待される自
動車関連産業の創出を図るため、新規参入や取引拡大
しようとする県内製造業者を集中的に育成・支援する
ことにより、国内外に通じる競争力の高い企業群の集
積を図る。


	 【期待される効果】
	 　自動車産業は裾野が広く、高い経済波及効果が見込
まれるとともに、自動車産業を核とする「ものづくり
基盤」の集積が進むことにより、あらゆる産業におけ
る競争力の向上、雇用の拡大が期待される。


事業期間・進捗状況
★	・工程改善研修（平成15年度～）
	 ・自動車関連産業人材等育成支援事業（平成20年度～）
	 ・�愛知県における技術展示商談会（平成16年度～）、


宮城県・山形県を含めた3県連携（平成17年度～）
	 ・�岩手県内産学官によるネットワーク組織「いわて自


動車関連産業集積促進協議会」を設立し、宮城県・山
形県の同様の組織との連合体として「とうほく自動
車産業集積連携会議」を設立（平成18年度～）


	 ・�「とうほく自動車産業集積連携会議」に青森県、秋田
県、福島県を加え東北六県に拡大し、愛知県等にお
ける技術展示商談会を開催（平成19年度～）


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 38,585千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	　自動車生産管理に精通した専門家による生産工程の
改善指導や、サプライヤーへの従業員派遣による人材
育成に対する補助、愛知県における技術展示商談会の
開催などにより、自動車関連産業の育成・集積を進め
る。


関連事業・計画
★	自動車関連産業集積促進奨励事業費補助
	 　　　　　　　（平成21年度事業費　38,585千円）


岩手県


自動車関連産業創出推進事業







79 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　商工労働観光部　科学・ものづくり振興課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5252　FAX 019-629-5549


事業の目的・効果
★	　産業の空洞化など今日的な地域経済社会の変化が進
む中において、岩手県産業の高付加価値化や新産業の
創出、自立・内発型の産業構造への転換を促進するた
め、他都道府県に比べ優位性の高い岩手県の産学官連
携をベースとして、事業化・産業化に向けて有望な研
究開発プロジェクトを厳選し、重点的に支援する。


事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 20年度までの成果
	 ①�　製品化・事業化等　7件（製品化5件、大学発ベン


チャー創出3件）
	 ②　国等の大型研究資金の獲得数　21件
	 ③　行政現場、農林水産現場での手法の採用　2件


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 52,894千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　いわて戦略的研究開発推進事業
	 　・�産学官・産学・産官グループを前提とした公募競


争型資金
	 　・�応用研究後半から実用研究前半までのステージを


対象
	 　・�プロジェクトリーダーを設置し、強力に研究開発


を推進
	 　・�研究開発分野：岩手県産業成長戦略に定める3分


野（ものづくり産業、食産業、環境関連産業）
	 　・�1課題当たり8,000千円 /年以内
	 2 　事業化プロモート・研究課題評価費等
	 　・�研究シーズ発掘から事業化までの一貫支援（総合


的・戦略的支援）体制を県内産業支援機関に構築
（充実・強化）


	 　・プロモート人材の育成・強化
	 　・研究課題評価（金融機関と連携）、セミナー開催等
	 3 　産学官連携研究開発プロジェクト事業（継続分）
	 　・�継続研究課題（平成19年継続2件）


岩手県


いわて戦略的研究開発推進事業費







80 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県総合政策部　政策推進課　（政策担当）
	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5509　FAX 019-629-5514
	 　URL http://www.pref.iwate.jp/~hp010201/


事業の目的・効果
★	（具体的な成果目標）
	 1.�　ものづくり産業　10年後（H27）の出荷額を概ね2
割（3,200億円）押し上げ


	 2.�　食産業　10年後（H27）の出荷額を概ね300億円（16
年出荷額の1割相当）押し上げ


	 3.�　観光産業　10年後（H27）の県外観光客の概ね1割
（160万人回）増、海外からの観光客の倍増（8人増）


	 4.�　農林水産業　10年後（H27）の産出額の約100億円
増


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成18年度から平成22年度
	 （平成18年11月20日策定・公表（岩手県HP掲載））


事業地域
	 岩手県全域


総事業費
	 ―
	 （包括的戦略であり、事業費ベースでの取りまとめは
行っていない。）


事業の概要
★	1 趣旨
	 　�　本格的な人口減少社会突入に伴い、地域経済が縮


小される懸念がある中、本県の大きな潜在的可能性
を伸ばすことにより、地域産業の力強い成長を実現
するため、概ね10年先を見据えた、向こう5年間程
度の戦略とアクションプランを明示するものであ
る。


	 2 重視する政策
	 　�　産業成長に向けて6つの取組を強化－「産業人材


の育成」、「産学官金の連携」、「企業誘致」、「就業支
援」、「社会資本の整備」、「経済界との連携」－


関連事業・計画
★	地域再生法に基づく地域再生計画第6回認定済み
	 （H19.3.28）


岩手県


岩手県産業成長戦略～潜在力を成長へ～







81 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　県南広域振興局
	 　〒023-0053 岩手県奥州市水沢区大手町1-2
	 　TEL 0197-22-2812　FAX 0192-22-3749


事業の目的・効果
★	　地元企業のものづくり総合力を戦略的に強化し、部
材部品供給機能の強化充実を図り、一層の産業集積を
促進する


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度から平成22年度


事業地域
	 岩手県県南圏域


総事業費
	 8,114千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　ものづくり総合力強化事業
	 　�・産業用機械関連産業の集積促進
	 　・QCDレベルの高い地域企業の育成
	 　・地域企業の経営力強化支援
	 　・立地環境の PRと業界情報の収集


関連事業・計画
★	いわて希望創造プラン


岩手県


岩手県南広域ものづくり力強化対策事業







82 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　大船渡地方振興局（釜石地方振興局・宮古地
方振興局）


	 　〒022-8502 岩手県大船渡市猪川町字前田6-1
	 　TEL 0192-27-9911　FAX 0192-27-1395


事業の目的・効果
★	1.�　地域経済を牽引する地域の中核的企業群の全国ブ
ランドへの飛躍成長


	 2.�　ものづくり系産業の育成・誘致によるバランスの
取れた産業構造の構築


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度から平成22年度


事業地域
	 岩手県沿岸圏域


総事業費
	 7,690千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 �　コーディネーターの設置等により、地域のものづ


くり産業の育成強化や優秀なものづくり人材を育成
	 2 �　企業の競争力強化に向けた新製品・新技術開発の


支援


関連事業・計画
★	いわて希望創造プラン


岩手県


岩手県沿岸圏域ものづくり産業振興事業







83 産業


事業主体
	 宮城県、情報関連企業、教育機関


問合せ先
★	宮城県企画部　情報産業振興室
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2479　FAX 022-211-2496


事業の目的・効果
★	　産学官の共通の認識のもとで、世界に通用する「み
やぎ e- ブランド」の確立を理念とし、企業の売上高増
等を目標に、産学官の役割分担を明確にしたプランと
して「情報産業振興戦略」を平成18年11月に策定し、
その目標を達成することにより県内の情報産業の一層
の振興を図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成18年度から平成22年度まで


事業地域
	 宮城県内


総事業費
	 165,246千円（平成21年度県事業費）


事業の概要
★	　県としては、左記目的を達成するために、今後市場
拡大が見込まれる「組込みシステム分野」、「オープン
ソースソフトウェア分野」、「情報セキュリティ分野」、
「デジタルコンテンツ分野」、「保健医療福祉分野」の5
分野を重点分野として、起業支援、市場獲得支援、人
材確保・育成支援、企業立地支援などの各種支援策を
実施する。平成21年度の主な事業は次のとおり。


	 ①　起業支援
	 　○みやぎ e- ブランド確立支援事業
	 　　�　重点5分野に取り組む県内情報関連企業の優れ


たビジネスプランへの支援
	 ②　市場獲得支援
	 　○みやぎ IT市場獲得支援・形成促進事業
	 　　・派遣OJT支援事業
	 　　　�　最先端の技術や知識を習得するために、先進


企業や大学院等に技術者等を派遣する県内情報
関連企業の支援


	 ③　人材確保・育成支援
	 　○みやぎ IT技術者等確保・育成事業
	 　　・産業技術総合センター組込み研修
	 　　　�　新人組込み技術者育成と中堅技術者のステッ


プアップ研修を開催
	 　　・高度 IT技術者育成支援事業
	 　　　�　高度 IT技術者養成機関「東北テクノロジー


センター」の運営を支援
	 　　・コールセンターサポート事業
	 　　　�　地方都市へのコールセンターの立地促進と立


地企業の安定的な人材確保を図るため、コール
センターで働くオペレータやスーパーバイザー
の養成セミナーを開催


	 ④　企業立地支援
	 　○情報通信関連企業立地促進奨励金
	 　　�　情報サービス業、インターネット付随サービス


業等を行う事業所を新設する企業に対する初期投
資軽減のための奨励金を交付


関連事業・計画
★	「宮城の将来ビジョン」�（平成19年度から平成28年度）
	 「情報産業振興戦略」� （平成18年度から平成22年度）
	 「宮城県 IT推進計画Ⅱ」（平成21年度から平成22年度）
	 「みやぎ国際戦略プラン」
� （平成19年度から平成21年度）


宮城県


情報産業振興戦略の推進







84 産業


事業主体
	 仙台市ほか仙台側5団体、貿易局（フィンプロ）
	 ほかフィンランド側4団体


問合せ先
★	仙台フィンランド健康福祉センター研究開発館
	 　〒980-0962 仙台市青葉区水の森3丁目24-1
	 　TEL 022-303-2666　FAX 022-303-2667
	 　URL http://sendai.fwbc.jp/index.htm


事業の目的・効果
★	　フィンランドの国家プロジェクトとの連携により、
「仙台フィンランド健康福祉センター」を拠点として、
ICTなどを活用した健康福祉機器・サービスの研究開
発と製品開発を進め、海外展開も視野に入れながら、
健康福祉関連産業クラスターの創出を図る。


事業期間・進捗状況
★	・�平成15年11月10日：仙台市とフィンランド双方で


仙台フィンランド健康福祉センタープロジェクトの
協力合意書に調印


	 ・�平成17年3月：「仙台フィンランド健康福祉セン
ター」開設


	 ・�平成17 ～ 19年度：健康福祉サービス・機器に関す
る研究開発・ビジネス開発委託事業実施


	 ・�平成20 ～ 21年度：健康福祉サービス・機器に関す
るビジネス開発委託事業実施


	 ・�平成21年3月末現在：市場投入済機器・サービス件
数17件（累計）、フィンランドとの国際事業提携件
数31件（累計）、研究開発館入居団体数7団体


事業地域
	 仙台地域


総事業費
	 47,484千円（平成21年度）


事業の概要
★	　仙台フィンランド健康福祉センターを拠点とした健
康福祉産業の振興


	 ・�フィンランドと仙台市の企業・大学等との間の共同
研究開発プロジェクトの推進


	 ・�健康福祉関連産業のみならず、幅広い分野から参加
企業を募り、きめ細かなビジネスマッチングを実施


	 ・健康福祉情報ネットワークの構築
	 ・�フィンランドの福祉関係者との交流による新しい高


齢者福祉の実現


関連事業・計画
★	・新産業創造プラン
	 ・仙台ウェルネスコンソーシアム（SWC）事業
	 ・�次世代健康福祉・介護情報基盤技術開発コンソーシ


アム（ATWC）事業
	 ・TOHOKUものづくりコリドー
	 ・地域中小企業活性化アライアンス
	 ・知的クラスター創成事業


宮城県


仙台フィンランド健康福祉センタープロジェクト
（健康福祉関連産業振興プロジェクト）







85 産業


事業主体
	 山形県、㈶山形県産業技術振興機構


問合せ先
★	・山形県商工労働観光部　工業振興課
	 　　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　　TEL 023-630-2137　FAX 023-630-2695
	 ・㈶山形県産業技術振興機構
	 　　〒990-2473 山形市松栄2丁目2-1


	 山形県高度技術研究開発センター内
	 　　TEL 023-647-3130　FAX 023-647-3139
	 ・㈶山形県産業技術振興機構
	 　　　　　　　有機エレクトロニクス研究所
	 　　〒992-1128 山形県米沢市八幡原4丁目2837-9
	 　　TEL 0238-29-1150　FAX 0238-29-1184


事業の目的・効果
★	　山形県内の大学や地域企業の有するポテンシャルを
最大限に活用し、有機EL製造装置や発光パネルを用
いた製品の製造など、市場性、将来性が期待される有
機エレクトロニクス産業の集積を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 21（2009）年度（7ヵ年）
	 ・平成15年11月：有機エレクトロニクス研究所開所
	 ・平成20年5月：Lumiotec（ルミオテック）㈱の立地
	 　　　　　　　　（照明用有機ELパネル事業性検証）


事業地域
	 山形県


総事業費
	 約4,300,000千円


事業の概要
★	　有機エレクトロニクス研究の拠点となる研究所を設
置し、産学官連携による共同研究を進め、研究成果を
企業に技術移転する。


特記事項
★	　産学官の連携による「山形有機エレクトロニクスバ
レー構想」「超精密加工テクノロジープロジェクト推
進事業」の両事業の実現を図る「超精密技術集積特区」
が平成15年4月に認定された。


山形県


山形有機エレクトロニクスバレー構想







86 産業


事業主体
	 山形県工業技術センター


問合せ先
★	山形県工業技術センター　企画調整室
	 　〒990-2473 山形市松栄2丁目2-1
	 　TEL 023-644-3222　FAX 023-644-3228


事業の目的・効果
★	　山形県内の製造業の技術競争強化に向け、超精密加
工テクノロジープロジェクト（H15 ～ 18年度）でこれ
までに蓄積した技術者の加工技術レベルの向上、生産
現場への技術移転を図り、企業の製品開発支援を推進
する。さらに、新分野製品創出に向けて、県内企業と
連携して外部資金を活用しながら事業化への取り組み
を行う。


事業期間・進捗状況
★	平成19 ～ 21（2009）年度（3ヵ年）
	 ・�平成15～18年度：超精密加工テクノロジープロジェ


クト推進事業（4ヵ年）
	 ・�平成16年4月：超精密加工テクノロジーセンター開


所


事業地域
	 山形県


総事業費
	 11,335千円（平成21年度当初）


事業の概要
★	・超精密加工に関する共同研究、ORT研修
	 ・技術力向上支援研究（県単独研究）
	 　1）超精密加工技術・評価技術の開発
	 　2）�高硬度材料・脆性材料の超精密微細加工技術の開


発
	 　3）特殊加工による微細堆積加工技術の開発
	 　4）低コスト赤外光学素子製造技術の開発
	 ・新技術研究開発事業（競争的資金研究）
	 　�CNT複合めっき皮膜を用いた高性能・高寿命電着


工具の開発（NEDO）


関連事業・計画
★	　東北地域の産業クラスター計画プロジェクトである
「TOHOKUものづくりコリドー」において、山形・米
沢地域が超精密ものづくり技術クラスターとして位置
付けられている。


特記事項
★	　産学官の連携による「山形有機エレクトロニクスバレー構想」「超精密加工テクノロジープロジェクト推進事業」
の両事業の実現を図る「超精密技術集積特区」が平成15年4月に認定された。


山形県


超精密加工テクノロジー開発支援事業







87 産業


事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県商工労働観光部　商業経済交流課
	 　〒990-8570 山形市松波二丁目8-1
	 　TEL 023-630-2542　FAX 023-630-2190


事業の目的・効果
★	　全国、世界に誇れる県産品やサービスのブランド確
立により、本県産業の活性化とイメージアップを図る
とともに、「山形セレクション」認定を目指した業界
等の取組みを誘発し、さらに高い品質の産品、サービ
スを生み出す産業基盤を醸成する。


事業期間・進捗状況
★	・�18年3月：「山形セレクションブランド化戦略」を策


定、計画期間はH18 ～ 22
	 ・�18年5月：ブランドマークを制定し、商標登録を出


願
	 ・�20年度末認定実績：①農林水産分野12品目、②加工


食品分野2品目、③地場産業型工業製品分野6品目、
④観光・関連サービス分野4件


関連事業・計画
★	【計画上の位置付け】
	 　『やまがた産業振興プラン』
	 　　�　出口戦略としてのブランドの確立と世界を視野


に入れた経済戦略の展開


事業地域
	 県内全域


総事業費
	 22,293千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	【セレクション】
	 　・�認定対象：①農林水産分野、②加工食品分野、③


地場産業型工業製品分野、④観光・関連サービス
分野


	 【プロモーション】
	 　①�　ターゲットを明確化したプロモーション展開に


よるブランド価値の理解浸透
	 　②�　首都圏等における発信拠点の創出、インター


ネットの活用、主要な店舗における取扱促進など、
ブランド形成に向けた販売展開支援


	 【インキュベーション】
	 　�　山形セレクション認定を目指す業界や地域等の取


組みに対する支援


特記事項
★	基本理念
	 　「�山形の技と心を伝える　～今そして未来へ、全国・


世界へ～」
	 　○高い品質
	 　○安全性・安心感への配慮
	 　○山形の自然、歴史・文化の継承
	 　○山形の技術・技法の伝承
	 　○環境への配慮


山形県


山形セレクション推進事業







88 産業


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県商工労働部　産業創出課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7282　FAX 024-521-7935


事業の目的・効果
★	　地場産業の振興、地域経済の活性化のため、今後発
展が見込まれ、かつ県内産業の競争力強化に大きく寄
与することが期待される医療機器分野への支援を戦略
的に推進し、産学官連携による医療機器・福祉機器産
業一大集積拠点（産業クラスター）の形成を目指す。


事業期間・進捗状況
★	実績（平成21年4月1日現在）
	 企業創出数23社
	 製品化数28件
	 特許申請数59件


事業地域
	 福島県


総事業費
	 53,817千円（平成21年度）


事業の概要
★	　研究開発から事業化までの各ステージを産学官連携
で一体的に推進することにより、福島ブランド製品を
開発、最終的に、世界をリードする「医療機器設計・製
造、拠点形成」を目指していく。


関連事業・計画
★	・広域的新事業支援ネットワーク拠点重点強化事業
	 　（国庫補助事業　9,000千円　平成21年度）


福島県


うつくしま次世代医療産業集積プロジェクト事業
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事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県商工労働部　産業創出課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7283　FAX 024-521-7935


事業の目的・効果
★	半導体関連分野における新たな産業クラスターの形成


事業期間・進捗状況
★	①事業期間　平成19年度から平成21年度
	 ②�経過・進捗状況　平成19年3月28日に「福島県半導


体関連産業協議会」を設立した。


事業の概要
★	　半導体関連分野における産業集積を図るため、県内
の産学官による連携体制を構築し、必要な支援策を一
体的に投入することにより、新たな産業クラスターの
形成を目指す。


	 1 　外部活力の導入
	 　①半導体関連企業の立地促進
	 　②県外半導体関連展示会への出展
	 　③県外半導体関連企業との商談内覧会の開催
	 2 　県内基盤の強化
	 　①福島県半導体関連産業協議会の運営
	 　②半導体関連産業コーディネータの設置
	 　③半導体研究会の開催


事業地域
	 福島県全域


総事業費
	 7,416千円


関連事業・計画
★	ふくしま産学官連携推進事業【総事業費2,063千円】
	 　産学官連携による、研究会や可能性試験等を一体的
に実施し、ふくしま型産業クラスターの形成を目指す。


	 1 　研究会開催事業
	 　�　産学官で構成され、テーマ毎に開催される研究会


を支援
	 2 　産学官連携アドバイザーの設置
	 　�　県の産学官連携に対する総合的な指導・助言を行


うアドバイザーの設置
	 3 　マッチングフェア
	 　�　地域内における連携推進、大学の先端シーズとの


マッチングによる新技術・新製品開発を図るための
マッチング会を開催


福島県


半導体関連分野における新たな産業クラスターの形成
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【支援対象プロジェクトイメージ】


事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県産業労働観光部　産業振興課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5718　FAX 025-280-5508
	 　URL http://www.kenko-biz.jp/


事業の目的・効果
★	　企業や地域の創意工夫による健康ビジネス創出の取
組を支援し、より多くの成功事例を輩出することによ
り、サービス・機器・食等の新たな健康関連ビジネス
の育成・創造を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成18 ～ 22（2010）年度（予定）


関連事業・計画
★	健康・福祉・医療新産業ビジョン～健康ビジネス連峰～


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 35,402千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	1 　健康関連ビジネスモデル推進事業
	 　�　地域の企業や団体等が主体となって取り組む「健


康産業発展の道標」となるような先導的なプロジェ
クトに必要な経費を補助する。


	 ①　地域モデル枠
	 　�　地域の多様な組織が連携して提供する健康サービ


スを構築するプロジェクトを支援
	 ②　異業種企業連携枠
	 　�　エリアを特定しない企業等の連携帯により新たな


機器・食・サービスを開発・構築するプロジェクト
を支援


	 ③　売れる仕掛けづくり枠
	 　�　既に開発・市場化された健康関連商品の一層の販


売拡大を目指す取り組みを支援
	 2 　健康関連ビジネス創出推進費
	 　�　補助対象とした先導的プロジェクトの事業進行の


フォロー等


新潟県


いきいき健康ビジネス創出事業
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事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県産業労働観光部産業政策課産業政策グループ
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5234　FAX 025-285-3783


事業の目的・効果
★	　県内企業における事業継続マネジメント（BCM）の
構築を普及・促進する目的で、人材の育成を図り、災
害等に強い企業の経営基盤の整備を目指す。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度中


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 2,140千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	　県内で BCM構築を計画する企業や中小企業診断
士、経営コンサルタント会社等を対象として、BCM
を構築するための知識を有する人材の育成を図るため
講座を開設する。


新潟県


事業継続マネジメント（BCM）人材育成講座
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事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県エネルギー総合対策局　エネルギー開発振興課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9378　FAX 017-734-8213


事業の目的・効果
★	　地域のリサイクル資源の循環による自然還元システ
ムの構築を通じて、環境リサイクル産業の振興と自然
環境の保全・再生を目指す。


事業期間・進捗状況
★	・平成14年度：
	 　・あおもりエコタウンプラン策定
	 　・�焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル事業：大平洋金属


㈱
	 ・平成15年度：
	 　・�あおもりエコタウンプランフォローアップ事業基


礎調査
	 ・平成16年度：
	 　・�環境リサイクル産業立地促進事業（環境アセス等


に必要な大気汚染物質等の測定（～平成17年度））
	 ・平成17年度：
	 　・先進的リサイクル事業導入可能性調査
	 　・あおもりエコタウンプラン変更承認
	 　・�溶融飛灰リサイクル事業：㈱MTR、大平洋金属


㈱
	 　・廃プラ等ASRリサイクル事業：東北東京鐵鋼㈱
	 　・エコタウンイニシアチブ研究会立ち上げ


事業地域
	 八戸市を中心に青森県内全域


総事業費
	 ・焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル事業　532,000千円
	 ・溶融飛灰リサイクル事業　　　　　2,383,000千円
	 ・廃プラ等ASRリサイクル事業　　 3,500,000千円


事業の概要
★	　プランの中核となる八戸市は、昭和39年の新産業都
市の指定以来、臨海部を中心に基礎素材型産業の集積
が進められてきました。


	 　平成14年のプラン承認を契機として、これらの事業
所群が連携し、これまで蓄積してきた高度な金属精錬
技術や産業インフラを活用しながら、資源リサイクル
関連施設の整備を着々と進めてきました。


	 　そして、平成17年度末に、国内でも稀な、最終処分
場へ廃棄物を排出しないゼロエミッションシステムが
完成し、廃自動車をはじめ産業活動から発生するさま
ざまな廃棄物を安全・低コストで再資源化することが
可能となりました。


	 　これにより、今後、リサイクル関連事業はもとより、
さまざまな業種の事業所の立地と円滑な事業活動の実
施に大いに貢献するものと期待しています。


青森県


あおもりエコタウンプラン
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事業主体
	 青森県（構造改革特別区域法に基づく計画の作成主体）


問合せ先
★	青森県エネルギー総合対策局　エネルギー開発振興課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9378　FAX 017-734-8213


事業の目的・効果
★	　青森県では、国際的なエネルギー開発・供給拠点が
形成されつつあり、ゼロエミッション技術の確立を目
指す先進的な取り組みを展開している本地域のポテン
シャルを最大限に活かし、環境・エネルギー分野にお
ける幅広い実証やノウハウの蓄積を図り、新たなビジ
ネスや新産業の創出を促進することにより、地域の経
済活性化や雇用の創出を図るとともに、エネルギーの
最適利用モデルや温室効果ガス排出削減モデルの先進
地域として、世界に貢献する「環境・エネルギー産業
フロンティアの形成」の実現を目指す。


事業地域
	 青森県八戸市、十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野
辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、
東通村、およびおいらせ町　計13市町村


総事業費
	 未定


事業の概要
★	　特区の規制の特例措置を活用したプロジェクトを推
進している。


	 〈規制の特例措置〉
	 ①　電力の特定供給事業の許可対象の拡大
	 ②�　国有林野を自然エネルギー発電の用に供する場合


の貸付け要件の緩和
	 ③�　一般用電気工作物への位置づけによる小規模ガス


タービン発電設備の導入
	 ④　特定埋立地の所有権移転制限期間の短縮
	 　　〈進行中のプロジェクト〉
	 　・�八戸港ポートアイランド廃棄物処理・エネルギー


供給事業（④を活用）
	 　・�六ヶ所地域次世代型大規模風力発電事業（②を活


用）


事業期間・進捗状況
★	・平成15年5月：�環境・エネルギー産業創造特別区域計画認定
	 ・平成17年2月：�十和田湖地域コージェネレーション新電力供給事業
	 ・平成17年3月：�規制の特例措置の追加を含む計画の変更認定
	 ・平成17年7月：�規制の特例措置の追加による計画の変更認定
	 ・平成17年10月：�八戸市新エネルギー等地域集中実証研究
	 ・平成20年3月：�八戸市新エネルギー等地域集中実証研究終了
	 ・平成20年4月：�八戸港ポートアイランド廃棄物処理・エネルギー供給事業
	 ・平成20年6月：�六ヶ所地域次世代型大規模風力発電事業実証運転開始
	 ・平成20年10月：�十和田湖地域コージェネレーション新電力供給事業終了


青森県


環境・エネルギー産業創造特別区域計画
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事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県エネルギー総合対策局　エネルギー開発振興課
	 　〒030-8570 青森市長島一丁目1-1
	 　TEL 017-734-9378　FAX 017-734-8213


事業の目的・効果
★	　「青森県エネルギー産業振興戦略」に基づき、エネル
ギー分野でのこれまでの蓄積や未利用の再生可能エネ
ルギー等、地域の高いポテンシャルを活かしながら、
経済・エネルギー・環境の三つのEを同時に解決した
「持続可能な社会」の先駆けを目指し、エネルギー高度
利用やエネルギー関連の先進的プロジェクトの具体化
を進め、地域での新たな産業クラスターの形成を図る
ことによって、県全域の地域振興につなげる。


事業期間・進捗状況
★	平成18年11月　�「青森県エネルギー産業振興戦略」の


策定


事業地域
	 青森県全域


総事業費
	 1,120千円（青森県エネルギー産業振興戦略推進会議の
開催）


事業の概要
★	　「青森県エネルギー産業振興戦略」を着実に推進して
いくため、推進主体となる地域の産学官及び金融機関
等の関係各界の参画を得ながら、再生可能エネルギー
の活用やエネルギーの高度利用等、エネルギー関連の
先進的プロジェクトの具体化を推進する。


	 （現在進行中の主なプロジェクト）
	 ・太陽エネルギーの活用推進
	 ・�先進的風力発電モデルの推進、関連産業の創出・振


興
	 ・地熱エネルギーの利用推進
	 ・水素・燃料電池関連産業の振興
	 ・�電気自動車、プラグインハイブリッド車等の導入・


普及
	 ・�津軽海峡における海流発電の実現に向けた調査・研


究


関連事業・計画
★	青森県基本計画未来への挑戦
	 ・�多彩なエネルギーの利活用によるエネルギー産業ク


ラスターの形成
	 　（環境・エネルギー産業の振興）
	 ・次世代へつなぐ低炭素社会づくり
	 　（再生可能エネルギーの導入推進）


青森県


「青森県エネルギー産業振興戦略」の推進
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事業主体
	 宮城県、市町村、環境・リサイクル関連企業


問合せ先
★	宮城県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2657　FAX 022-211-2390


事業の目的・効果
★	・�各種リサイクル法の整備や廃棄物の再生利用に伴っ


て必要となるリサイクル施設の立地促進とその集積
を図るため、地域的ニーズ・早期対応型の環境リサ
イクル産業団地を整備する。


	 ・�当該団地への環境・リサイクル企業の立地促進を図
る。


事業期間・進捗状況
★	平成14 ～平成22（2010）年度
	 （進捗状況）
	 ・�みやぎエコファクトリーとして以下の団地等を指定


済
	 　①　東松島市：ひびき工業団地第2工区
	 　②　大崎市：下野目寒気原地区
	 　③　栗原市：大林農工団地及び周辺地域
	 　④　大郷町：川内流通工業団地及び周辺地域
	 　⑤　大和町：仙台北部中核工業団地の一部
	 　⑥　柴田町：船岡工業団地の一部
	 　上記6団地で14社が操業中（平成21年3月末現在）


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 39,400千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　市町村等の既存工業団地を活用して、リサイクル企
業の立地しやすい環境を整えた団地（みやぎエコファ
クトリー）を県内に数ヵ所整備し、各種リサイクル施
設の立地促進と集積を図る。


関連事業・計画
★	・宮城県環境・リサイクル産業団地形成基本構想
	 ・エコファクトリーなるせ形成推進計画
	 ・岩出山町みやぎエコファクトリー形成推進計画
	 ・若柳町エコファクトリー形成推進計画
	 ・大郷町エコファクトリー形成推進計画
	 ・大和町みやぎ・エコファクトリー形成推進計画
	 ・柴田町エコファクトリー形成推進計画


宮城県


環境・リサイクル産業団地整備事業







96 産業


事業主体
	 ①　家電リサイクル事業：㈱エコリサイクル
	 ②　リサイクル製錬拠点形成事業：小坂製錬㈱
	 ③　廃プラスチック利用新建材製造事業：秋田ウッド㈱
	 ④　石炭灰廃プラ活用二次製品製造事業：
	 　　　秋田エコプラッシュ㈱
	 ⑤　大規模風力発電事業：東北自然エネルギー開発㈱
	 ⑥　コンポストセンター整備事業：大館市
	 ⑦　リサイクルプラザ整備事業：
	 　　　県北部地域の各市町村圏組合等
	 ⑧　コンセンサス形成事業：秋田県・県北部市町村
	 ⑨　新規事業可能性調査：秋田県


問合せ先
★	（計画全体の担当）
	 秋田県産業経済労働部　資源産業課
	 　〒010-8572 秋田市山王3丁目1-1
	 　TEL 018-860-2283・2287　FAX 018-860-3868


事業の目的・効果
★	豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成を目指す。
	 ・廃棄物の発生抑制・減量化・再資源化
	 ・鉱業関連基盤を活用した新しい産業の創出
	 ・地域産業の連携による新しい資源循環型産業の創出
	 ・新エネルギー産業の導入


事業期間・進捗状況
★	（主な事業）
	 ・平成11年11月：�秋田県北部エコタウン計画が通商


産業省・厚生省から承認を受ける
	 ・平成12年  4月：�鷹巣阿仁広域クリーン・リサイクル


センター整備
	 ・　　〃　   5月：家電リサイクル施設整備
	 ・平成13年  3月：コンポストセンター製造施設整備
	 ・　　〃　 11月：大規模風力発電施設整備
	 ・平成14年  3月：�リサイクル製錬拠点形成事業の非鉄


金属回収施設整備
	 ・平成15年  1月：�秋田県北部エコタウン計画の変更計画


が経済産業省・環境省から承認される
	 ・　　〃　 12月：�廃プラスチック利用新建材製造施


設整備
	 ・平成16年10月：秋田県北部エコタウン計画を変更。
	 　　　　　　　　 �変更計画が経済産業省、環境省か


ら承認される
	 ・平成18年  4月：�石炭灰、廃プラスチック活用二次製


品製造施設整備
	 ・平成18年  8月：�北部エコタウン地域環境産業観光推


進協議会設置
	 ・平成18年12月～：使用済小型家電等の収集試験開始
	 ・平成20年12月：�使用済小型家電収集の取組が国の回


収モデル事業に採択される
	 ・平成21年4月：あきたエコタウンセンターがオープン


事業地域
	 秋田県北部9市町村（4市4町1村）
	 ・�秋田県能代市、大館市、鹿角市、北秋田市、上小阿仁


村、藤里町、三種町、八峰町、小坂町


総事業費
	 （エコタウン助成をおこなった事業費のみ）
	 ハード事業5,128,970千円
	 ソフト事業     49,000千円


事業の概要
★	⑴　ハード事業
	 　①�　家電リサイクル法対象の家電四品目とOA・PC


機器類のリサイクルを行う施設
	 　②�　シュレッダーダストや電子基板類から金属と熱


エネルギーを回収する施設
	 　③�　廃プラと木質系廃棄物を活用し、建材を製造す


る施設
	 　④�　廃プラと石炭灰を混錬し、二次製品を製造する


施設
	 　⑤�　鉱滓堆積場を活用した大規模な風力発電施設
	 　⑥�　鶏糞や事業系生ゴミ、おがくずを活用した高機


能コンポスト製造施設
	 　⑦　地域のリサイクルの拠点となる施設
	 ⑵　ソフト事業
	 　⑧�　シンポジウムの開催助成、パンフレットの作成


など
	 　⑨　新規事業のFS調査など


関連事業・計画
★	・あきた21総合計画
	 ・秋田県環境基本計画
	 ・秋田県新エネルギービジョン


秋田県


秋田県北部エコタウン計画







97 産業


事業主体
	 東経連事業化センター（東北地域新規事業化支援セン
ター）


問合せ先
★	東経連事業化センター（東北地域新規事業化支援セン
ター）


	 　〒980-0021 仙台市青葉区中央2丁目9-10
	 　　　　　　 セントレ東北11階
	 　TEL 022-225-8561　FAX 022-262-7055
	 　http://nc-t.jp/


事業の目的・効果
★	　地域企業の競争力強化に向けて、マーケティング支
援をはじめとする新産業・新規事業の創出支援に東北
地域の産学官との総合力を発揮して取り組み、地域イ
ノベーション・システムの強化に資すること。


事業期間・進捗状況
★	平成18 ～ 22年度


事業地域
	 東北7県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟）


総事業費
	 63,000千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	⑴�　マーケティング関連ノウハウを中心に支援体制を


整備し、製品の市場投入や販売促進等を支援するこ
と


	 ⑵�　東北7県の産業支援機関・大学等とのネットワー
クを強化し、域内の優良企業や技術シーズの情報流
通を促進すること


	 ⑶�　産業政策・科学技術政策をはじめ、地域の産学官
連携促進等に関わる提言・要望活動を行うこと


	 ⑷�　地域企業の競争力強化に向けた人材育成事業を行
うこと


特記事項
★	　平成13年に発足した「東北ベンチャーランド推進センター」は、今後の成長が期待されるベンチャー企業の支援
と支援人材のネットワーク構築や支援機関との連携強化などを目的に平成17年までの5年間活動を行ってきた。平
成18年4月からは、マーケティング、販路拡大、知的財産に関する出口側の専門家を充実させた支援体制を構築す
ると共に、東北7県の産業支援機関、公設試、大学等の協力のもと地域の総合力の発揮を目指す東経連事業化センター
を設立した。


東北7県


東経連事業化センター
（東北地域新規事業化支援センター）







98 産業


事業主体
	 フューチャーベンチャーキャピタル株式会社　青森事
務所


問合せ先
★	フューチャーベンチャーキャピタル株式会社
	 青森事務所
	 　〒030-0802 青森市本町1-2-20
	 　　　　　　　　 住友生命青森柳町ビル3階
	 　TEL 017-731-3040　FAX 017-722-0821


事業の目的・効果
★	　株式上場を目指す企業に、投資を行うとともに、（財）
21あおもり産業総合支援センターを中心に県、商工会
議所、大学、金融機関等が一丸となったハンズオン支
援を行い、地域資源を活用した創業の促進及び企業の
育成を支援する。


事業期間・進捗状況
★	事業期間10年間
	 平成19年6月  1日：�フューチャーベンチャーキャピタ


ル株式会社　青森事務所開設
	 平成19年6月18日：�あおもりクリエイトファンド投資


事業有限責任組合設立
	 　投資実績：8社11件（平成21年3月末現在）


事業地域
	 ・青森県に所在する企業に投資
	 ・�投資総額の最大20％は東北地域にある青森県以外


の企業への投資枠


総事業費
	 2,215,000千円（うち県出資分200,000千円）


事業の概要
★	〈投資方法〉
	 ・�主に株式上場を目指す企業に株式や新株予約権付社


債による投資を行う。
	 ・�株式上場以外によるEXITを目指す企業に社債に


よる投資を行う場合もある。
	 〈1社当たりの投資額〉
	 ・5千万円程度（ファンド総額の10％を上限）
	 〈全体の投資割合〉
	 ・株主上場を目指す企業
	 　投資総額の90％以上
	 ・株式上場以外によるEXITを目指す企業
	 　投資総額の10％未満


関連事業・計画
★	あおもり型産業100社育成戦略


青森県


あおもりクリエイトファンド







99 産業


事業主体
	 財団法人21あおもり産業総合支援センター


問合せ先
★	財団法人21あおもり産業総合支援センター
	 　〒030-0801 青森市新町2丁目4-1
	 　　　　　　　　 青森県共同ビル7階
	 　TEL 017-777-4066　FAX 017-721-2514


事業の目的・効果
★	　豊かな自然や豊富な農林水産資源、ローカルテクノ
ロジーなど、地域力を活かした農工連携型産業や環境・
エネルギー関連産業などの「あおもり型産業」、東北新
幹線全線開業を契機とした観光関連産業に対する県内
企業等の取組を加速するため、基金の運用益を活用し、
創業及び経営革新に対し助成を行うことにより、産業
の振興と雇用の創出を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成19年9月～ 10年間
	 助成決定等43件（うち継続3件）（平成21年4月末現在）


関連事業・計画
★	あおもり型産業100社育成戦略


事業地域
	 青森県


総事業費
	 基金総額50億円


事業の概要
★	①創業及び経営革新
	 　【対象者】�創業者、中小企業者、NPO法人、農事組合


法人等
	 　【対象事業】�調査事業、新商品・新技術・新役務の開発、


販路開拓、人材育成
	 　【助成限度額】500万円以内
	 　【助成割合】�1/2以内（雇用創出が見込まれる場合は


2/3以内）
	 ②創業及び経営革新の支援事業
	 　【対象者】商工団体、産業支援機関、大学
	 　【対象事業】�普及啓発、人材育成、情報提供、調査研


究
	 　【助成限度額】100万円以内
	 　【助成割合】10/10以内


青森県


あおもり元気企業チャレンジ基金







100 産業


事業主体
	 地方独立行政法人青森県産業技術センター


問合せ先
★	本部事務局 企画経営室
	 　〒036-0522 青森県黒石市田中82-9
	 　TEL 0172-52-4319　FAX 0172-52-4399


事業の目的・効果
★	　中小企業者と農林漁業者とが有機的に連携し、互い
の有するノウハウ・技術等を活用することで、両者の
有する強みを発揮した新商品の開発等に要する経費等
に対して助成し、「青森の特性を踏まえた地域産業の
形成・活性化」や「農商工連携による食品産業の強化」
を図り、「生活創造社会」の実現を目指す 。


事業期間・進捗状況
★	平成21年9月～ 10年間


事業の対象地域
	 県内全域


総事業費
	 基金総額28億円


事業の概要
★	①経営革新助成事業
	 　【対象者】中小企業者等と農林漁業者との連携体
	 　【対象事業】�調査、新商品・新技術・新役務の開発、


販路開拓
	 　【助成限度額】500万円以内（助成期間：2カ年以内）
	 　【助成率】�1/2以内（雇用創出が伴う場合は2/3以内）
	 ②経営革新支援機関助成事業
	 　【対象者】�中小企業者と農林漁業者との連携体を支


援する機関
	 　【対象事業】指導助言、販路開拓支援
	 　【助成限度額】100万円以内（助成期間：1カ年以内）
	 　【助成率】10/10以内


関連事業・計画
★	あおもり農商工連携支援基金による支援事業計画


青森県


あおもり農商工連携支援基金







101 産業


事業主体
	 ㈱パシフィック・リム・ベンチャーズ
	 （秋田県は㈶あきた産業振興機構を通じて出資）


問合せ先
★	・㈱パシフィック・リム・ベンチャーズ
	 　　〒222-0033 横浜市港北区新横浜3-7-19
	 　　TEL 045-472-4105
	 ・㈶あきた企業活性化センター
	 　　〒010-8572 秋田市山王3丁目1-1
	 　　　　　　　　　 秋田県庁第2庁舎2階
	 　　TEL 018-860-5701


事業の目的・効果
★	　秋田県内の大学・研究機関の研究成果の事業化に対
し的確な支援措置を講じることにより、大学発の新事
業創出が活発化し、新たな産業や雇用の創出が図られ
る。


事業期間・進捗状況
★	平成15年12月18日～平成27（2015）年12月31日（約
12年間）


	 　ただし、3年間の延長が可能
	 ・投資実績　5社（平成20年4月末現在）


事業地域
	 秋田県


事業の概要
★	　地元民間企業の協力のもと、大学等の有望な事業
シーズ（ライフサイエンスに特化）の事業化により、秋
田県内から起業しようとする企業に対し投資を行うこ
とで、大学発ベンチャー企業の創出を促進する投資事
業有限責任組合「あきたアカデミーベンチャーファン
ド」を創設した。


	 ・�ファンドの規模は615,000千円（うち県出資分、
150,000千円）


関連事業・計画
★	　専門設備、専門技術者の育成策などを展開しながら、
研究開発型企業、試験研究施設の誘致など、秋田県を
中心としたバイオクラスターの形成を図る。


秋田県


あきたアカデミーベンチャーファンド







102 産業


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	・秋田県産業経済労働部　雇用労働政策課
	 　　〒010-8572 秋田市山王3丁目1-1
	 　　TEL 018-860-2321　FAX 018-860-3833


事業の目的・効果
★	　若年層の早期離職率の高さが課題となっている中に
あって、企業が求める人材と若年者の職業意識に大き
な相違が見られることから、地元企業に対する若年者
や保護者の理解と職業意識の醸成を促進するための事
業を実施することにより、若年層の早期離職の改善が
図られる。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 5,695千円


事業の概要
★	・地元企業の魅力発見セミナー（高校生向け）の開催
	 ・早期離職防止プログラム実践事業
	 　�人事担当者及び新人指導担当者に対する「早期離職


防止プログラム（平成20年度作成）」に基づく研修の
実施


関連事業・計画
★	あきた21総合計画第4期実施計画


秋田県


あきた産業人材育成支援事業







103 産業


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県教育庁　高校教育課
	 　〒010-8580 秋田市山王3丁目1-1
	 　TEL 018-860-5617　FAX 018-860-5808


事業の目的・効果
★	　高校生パワーアップ推進事業の一環としてものづく
り教育の支援を行う。


	 ①ものづくり教育支援事業
	 　地元企業との連携を図り、専門高校と企業とのネッ
トワーク形成を支援するとともに、本事業を通して、
生徒のものづくりへの関心を高め、より高度な技術、
技能を備えた人材の育成を図る。


	 ②環境ものづくり人材育成事業
	 　環境意識の高揚を図りながら、「ものづくり」の体験
的学習を積み重ねることにより、環境を意識した「も
のづくり」の実践的能力を備えた人材の育成を図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成20 ～ 24年度（ものづくり教育支援事業）
	 ・平成19 ～ 22年度（環境ものづくり人材育成事業）


事業地域
	 秋田県（ものづくり教育支援事業）
	 秋田県小坂町・男鹿市・横手市（環境ものづくり人材
育成事業）


総事業費
	 ①ものづくり教育支援事業　　　21,990千円
	 ②環境ものづくり人材育成事業　12,696千円


事業の概要
★	①ものづくり教育支援事業
	 　・地域企業とのネットワーク形成
	 　・ものづくりコンテスト
	 　・ものづくり塾の開催
	 　・専門教員ものづくり技能・技術研修
	 　・研究活動、技術研修
	 　・テクニカルティーチャー・スペシャル授業
	 　・農水高校フードフェスティバル
	 ②環境ものづくり人材育成事業
	 　産業界や研究機関の協力を得ながら、体験的学習を
通して、小学校から高等学校まで一貫した「環境」意
識の高い「ものづくり」人材育成のためのカリキュラ
ムを作成する。


	 　・�モデル地区（3地区）を設定して、モデルカリキュ
ラム、授業を実施する。


	 　　小坂地区……小坂小学校、小坂中学校、小坂高校
	 　　横手地区……�山内小学校、横手清陵学院中学校、


高校（中高一貫校）
	 　　男鹿地区……�船越小学校、男鹿東中学校、男鹿工


業高校


秋田県


高校生パワーアップ推進事業







104 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　二戸地方振興局（久慈地方振興局）
	 　〒028-6103 岩手県二戸市石切所字荷渡6-3
	 　TEL 0195-23-9201　FAX 0195-25-4062


事業の目的・効果
★	　産業支援拠点によるきめ細やかな企業支援やプロ
ジェクト形成支援により、事業者の意欲向上、企業経
営の高度化や事業拡大、新商品開発の活発化が図られ
る。


事業地域
	 岩手県県北圏域


総事業費
	 10,682千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　ジョブカフェ久慈による産業支援
	 2 　カシオペア産業振興センターによる産業支援


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成18年度～平成22年度


岩手県


県北地域産業支援事業費







105 産業


事業主体
	 ㈶みやぎ産業振興機構


問合せ先
★	・㈶みやぎ産業振興機構
	 　　〒980-0011 仙台市青葉区上杉1丁目14-2
	 　　TEL 022-225-6697　FAX 022-263-6923


事業の目的・効果
★	　産業の高度化や新しい産業の創出に挑戦する社会の
実現


事業期間・進捗状況
★	事業継続


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 12,930千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　起業からビジネスプランの策定、販路開拓までの一
貫支援を行うため、ビジネスと経営の基礎力を養成す
る「起業家育成講座」、ビジネスの多様な問題を一流の
ビジネスプロデューサー集団とともに解決する「実践
経営塾」、ビジネスパートナーとの出会いの場を提供
する「みやぎビジネスマーケット」を実施する。


事業期間・進捗状況
★	　「宮城の将来ビジョン行動計画」に掲げている個別取
組


宮城県


新事業・経営革新等支援事業







106 産業


事業主体
	 ・あおばサクセス壱号投資事業有限責任組合
	 ・東北インキュベーション投資事業有限責任組合
	 ・東北グロース投資事業有限責任組合


問合せ先
★	・あおばサクセス壱号投資事業有限責任組合
	 　〒100-8972 東京都千代田区永田町2丁目13番5号
	 　　日本アジア投資㈱
	 　　TEL 03-3504-8518　FAX 03-3504-8511
	 　　http://www.jaic-vc.co.jp
	 ・東北インキュベーション投資事業有限責任組合
	 ・東北グロース投資事業有限責任組合
	 　　〒980-0014 仙台市青葉区本町1丁目1-1
	 　　　　　　　　 東北イノベーションキャピタル㈱
	 　　TEL 022-716-6401　FAX 022-716-6420
	 　　http://www.tohoku-innocapital.co.jp/index.html
	 ・宮城県経済商工観光部　新産業振興課
	 　　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　　TEL 022-211-2723　FAX 022-211-2729


事業の目的・効果
★	　新事業支援策として、ベンチャーファンドを設立し、
創業者に長期の安定した資金調達を支援し、着実な育
成を図ることにより、産業振興および雇用対策に資す
る。


事業期間・進捗状況
★	・あおばサクセス壱号投資事業有限責任組合
	 　平成14年度～（10年間）
	 　㈶みやぎ産業振興機構及び宮城県に本社を置く民間企業中心に出資して造成。
	 　　出資総額　5億4千万円
	 　　投資企業　21社（うち2社上場、4社売却）（平成21年5月現在）
	 ・東北インキュベーション投資事業有限責任組合
	 　平成15年度～（10年間）
	 　㈶みやぎ産業振興機構及び東北に本社を置く民間企業中心に出資して造成。
	 　　出資総額　31億8千万円
	 　　投資企業　22社（うち1社上場、2社売却）（平成21年5月現在）
	 ・東北グロース投資事業有限責任組合
	 　平成18年度～（10年間）
	 　㈶みやぎ産業振興機構及び東北に本社を置く民間企業中心に出資して造成。
	 　　出資総額　35億8千万円
	 　　投資企業　20社（平成21年5月現在）


事業地域
	 ・あおばサクセス壱号投資事業有限責任組合
	 　�宮城県を中心とした東北6県に本社を置く未公開企


業
	 ・東北インキュベーション投資事業有限責任組合
	 　東北7県に事業拠点を有する未公開企業
	 ・東北グロース投資事業有限責任組合
	 　�東北7県に事業拠点を有する未公開企業（但し、出


資額の25％以内は域外投資が可能）


総事業費
	 平成14年度　 50,000千円
	 平成15年度　200,000千円
	 平成18年度　100,000千円


事業の概要
★	・あおばサクセス壱号投資事業有限責任組合
	 　�投資対象 : 環境、情報通信、医療福祉、ナノテクノロ


ジー、バイオテクノロジー等の新技術分野のほか、
流通、サービス、製造業を含め広く産業全般


	 ・東北インキュベーション投資事業有限責任組合
	 　�大学及び研究機関等の研究成果を基盤とする技術イ


ノベーションないしはビジネスモデルのイノベー
ションにより新規創業し、又は急成長が期待できる
中小企業等


	 ・東北グロース投資事業有限責任組合
	 　�技術的イノベーションもしくは、ビジネスモデルの


イノベーションにより急成長が期待できるベン
チャー企業及び第2創業を行う中小企業等


宮城県


ベンチャー育成ファンド事業







107 産業


事業主体
	 宮城県中小企業再生支援協議会


問合せ先
★	宮城県経済商工観光部　商工経営支援課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-2743　FAX 022-211-2749


事業の目的・効果
★	　厳しい経営環境にある県内中小企業の再生への取組
を強化し、再生を加速させるために、中小企業の再生
施策を総合的に活用しながら、再生を志す企業をきめ
細かく支援する。


事業期間・進捗状況
★	平成14年度～平成27年度
	 （進捗状況）
	 ・相談企業数　545社
	 ・経営改善計画策定支援企業　31社
� （平成21年8月末現在）


事業地域
	 宮城県内全域


総事業費
	 2,465千円（平成21年度県当初予算）


事業の概要
★	①�　再生に意欲のある企業からの相談に応じ、経営課


題が軽減できるよう施策の活用について助言を行
う。


	 ②�　企業の経営状況や経営資源などから総合的に判断
し、再生支援チームを編成して経営改善計画の策定
及び実行支援を行う。


関連事業・計画
★	中小企業金融対策事業（企業再生特別保証事業）
	 　宮城県中小企業再生支援協議会が推薦する企業に金
融機関が融資を行う際、（財）みやぎ産業振興機構が融
資額の80％を債務保証するとともに、県が当該保証債
務に対する損失補償を行う宮城県独自の保証制度


宮城県


中小企業再生支援協議会支援事業







108 産業


事業主体
	 財団法人にいがた産業創造機構（NICO）


問合せ先
★	・財団法人にいがた産業創造機構
	 　　〒950-0078 新潟市中央区万代島5-1
	 　　　　　　　　 万代島ビル9F・10F
	 　　TEL 025-246-0038　FAX 025-246-0030
	 ・新潟県産業政策課　産業政策グループ
	 　　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　　TEL 025-280-5234　FAX 025-285-3783


事業の目的・効果
★	　環境、健康、IT等の成長分野や、本県の「強み」で
ある製造業を中心に中小企業の経営革新を推進するこ
とで、「新潟県『夢おこし』政策プラン」の政策目標の
ひとつである「産業の高付加価値化」の実現を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度から平成28年度まで（10年間）


関連事業・計画
★	にいがた産業夢おこし基金による支援事業計画


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 125億円


事業の概要
★	　独立行政法人中小企業基盤整備機構の地域中小企業
応援ファンド事業を活用して財団法人にいがた産業創
造機構（NICO）に当該基金を造成し、同基金の運用益
により県内における創業又は中小企業の経営の革新に
関する取組に対し、資金助成する。


	 　なお、助成事業の内容については、事業期間内で適
宜見直すものとする。


	 ※　地域中小企業応援ファンド事業
	 　�　中小企業庁、独立行政法人中小企業基盤整備機構
（以下「中小機構」）が、中小機構の融資、出資機能を
活用し、「中小企業地域資源活用プログラム」の一環
として、地域資源などを活用した地域における中小
企業の新事業展開を支援すべく創設したもの。


	 　�　当該事業は、「チャレンジ企業応援型」と「スター
ト・アップ応援型」の2つのスキームからなり、にい
がた産業夢おこし基金は「スタート・アップ応援型」
に該当する。


新潟県


にいがた産業夢おこし基金







109 産業


事業主体
	 財団法人にいがた産業創造機構


問合せ先
★	�財団法人にいがた産業創造機構　企画・総務グループ
	 企画チーム
	 　〒950-0078 新潟市中央区万代島5-1
	 　　　　　　 万代島ビル9F・10F
	 　TEL 025-246-0038　FAX 025-246-0030


事業の目的・効果
★	　新潟県内の事業者が、企画開発力や販路開拓の強化
を図るため、マーケティング及びマネジメント能力等
を有する社外の人材を活用して実施する新事業展及び
新分野進出の取組に対して支援を行うことにより、県
内における高付加価値型産業を創造する。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度から平成23年度まで（3年度間）


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 57,428千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	　外部人材を活用した新事業展開及び新分野進出に関
する事業計画において、新規に人材雇用する経費を補
助する。


	 1 　助成対象者
	 　�　社外の人材（外部人材）を新たに雇い入れて、新事


業展開や新分野進出の取組により売上増加を目指す
事業者


	 　※大企業・中小企業の企業規模は問わない。
	 2 　助成対象経費
	 　�　経営に携わる者となる新たな外部人材の雇用に要


する人件費
	 　※主に県内で従事する人材
	 3 　助成期間
	 　　3年度以内（助成決定日から平成24年3月31日まで）
	 4 　助成額
	 　　所要人件費の範囲で事業者が必要とする額
	 　※助成対象人件費の年間上限額：3,000万円以内
� （特例あり）
	 　※助成対象人件費の年間下限額：800万円以上
	 　⑴　助成条件
	 　　�　3か年度の売上増加目標額の達成状況により最


終的な交付額が異なる
	 　　①予め設定した売上額の増加目標を達成：
	 　　　　所要人件費全額
	 　　②予め設定した売上額の増加目標を未達成：
	 　　　　所要人件費全体の1/8
	 　⑵　年度ごとの助成額
	 　　①最終年度を除く各年度（平成21年度・22年度）：
	 　　　　年間所要人件費の1/8
	 　　②最終年度（平成23年度）：
	 　　　売上額の増加目標を達成
	 　　　　⇒�助成期間における所要人件費総額から既助


成額を控除した額
	 　　　売上額の増加目標を未達成
	 　　　　⇒年間所要人件費の1/8
	 5 　採択基準
	 　�　助成期間における助成金総額に対して計画する売


上額増加目標額の比率が大きい企業等を上位から採
択


	 　�　（ただし、目標経常利益伸び率は年率1％以上であ
ること）


新潟県


外部人材による新ビジネス展開支援事業







110 産業


事業主体
	 財団法人にいがた産業創造機構


問合せ先
★	�財団法人にいがた産業創造機構　経営支援グループ　
ものづくりⅠ


	 　〒950-0078 新潟市中央区万代島5-1
	 　　　　　　 万代島ビル9F・10F
	 　TEL 025-246-0044　FAX 025-246-0030


事業の目的・効果
★	　厳しい経済環境を背景とした受注減少に対応するた
め、地域におけるサプライチェーンの中核として、地
域内に協力企業を多数抱える企業の販路開拓を支援
し、受注確保の地域全体への波及を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度から平成23年度まで（3年度間の時限支援）


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 100,500千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	　国内外の商談会、見本市等への出展に係る経費を幅
広く支援


	 ・補助率3/4
	 ・�大規模な商談会等への出展を見据え、支援上限を


300万円に設定。対象経費も、出展料だけでなく、
広告宣伝費や旅費等も含め幅広い支援を行う。


新潟県


地域中核企業見本市等出展支援事業







111 産業


事業主体
	 農業者が組織する団体（農業生産法人、生産組織、農
家組合等）


問合せ先
★	新潟県農林水産部　地域農政推進課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5292　FAX 025-280-5336


事業の目的・効果
★	1 　事業の目的
	 　�　水田経営全体で一定の所得レベルを確保できる所


得保障や、中山間地域における販売ノウハウを有す
る新規就農者等の雇用に対する所得保障をモデル的
に実施し、制度の有効性を検証する。


	 　�　このモデル事業の検証を踏まえ、国に対して新た
な所得保障制度の創設等を提案する。


	 2 　期待される効果
	 　⑴　水田経営安定化・フル活用モデル事業
	 　　　農業者：�経営の安定化による持続的な水田経営


の展開と農地の有効利用
	 　　　消費者：�安全安心な農産物の安定供給と多様で


安価な米粉製品の供給
	 　　　国　　：�食料自給率の向上による食料安全保障


の確保と農業・農村のもつ多面的機能
の維持


	 　⑵　中山間地域新規就農者確保モデル事業
	 　　�　企画販売力を有する若い新規就農者の確保と地


域全体の所得・就業機会の創出による中山間地域
の維持発展


事業期間・進捗状況
★	1 　水田経営安定化・フル活用モデル事業
	 　�　平成21年度～ 25年度（モデル地区の選定は平成


21年度のみ）
	 2 　中山間地域新規就農者確保モデル事業
	 　�　平成21年度～ 25年度（モデル地区の選定は平成


21年度のみ、助成期間は平成21年度～ 23年度）
	 3 　所得保障モデル調査研究事業
	 　　平成21年度～ 25年度


特記事項
★	・�関連する国の事業等の改廃や創設状況により、事業


の見直しを行う


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 27,387千円


事業の概要
★	1 　水田経営安定化・フル活用モデル事業
	 　�　米価下落への対応と米粉用米等の水田フル活用の


取組を水田経営全体の所得保障制度としてパッケー
ジ


	 　⑴　米価下落時の保障
	 　　�　米価下落時に一定の所得保障水準が確保される


よう支援
	 　⑵　米粉用米等生産の保障
	 　　�　米粉用米等の水田フル活用の取組に対し、上記


の所得保障水準に5％加算した所得水準が確保さ
れるよう支援


	 2 　中山間地域新規就農者確保モデル事業
	 　�　農業生産法人等が、企画・販売力を有する新規就


農者等を雇用する場合の給与を3年間助成
	 　・500万円タイプ：�商社等の販売ノウハウを有する


者等を雇用する場合（上限500万
円（3年目は300万円））


	 　・300万円タイプ：�新規学卒、若い農家子弟のUター
ン等を雇用する場合（上限300万
円）


	 3 　所得保障モデル調査研究事業
	 　�　モデル実証地区を選考する委員会を開催するほ


か、取組内容の把握、実証成果を検証


新潟県


新潟版所得保障モデル事業







112 産業


事業主体
	 集落営農組織（農業生産法人含む）


問合せ先
★	新潟県農林水産部　地域農政推進課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5292　FAX 025-280-5336


事業の目的・効果
★	　小規模・兼業農家を含めた地域全体でのコスト低減
並びに「水田経営所得安定対策」への加入を図り、持続
可能な地域営農体制を確立するため、専門家による経
理事務への支援等を通じて、集落営農の組織化を一層
推進する。


事業期間・進捗状況
★	平成20 ～平成23年度


事業地域
	 新潟県内


総事業費
	 4,000千円（上限100千円／組織）


事業の概要
★	　集落営農の組織化に際し、税理士または農業協同組
合と経理事務に係る委託契約を結び、その経理事務に
要する経費を支援する。


新潟県


小規模農家集落営農支援事業







113 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　盛岡地方振興局
	 　〒020-0023 岩手県盛岡市内丸11-1
	 　TEL 019-629-6512　FAX 019-629-6529


事業の目的・効果
★	　健康・癒し型滞在観光情報の発信強化と受入態勢整
備により、県央圏域への誘客を図る。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度から平成22年度


事業地域
	 岩手県県央圏域


総事業費
	 4,400千円（平成20年度事業費）


事業の概要
★	1 �　イベントへのブース出展等による滞在型観光情報


の魅力発信
	 2 �　新エネルギー施設等の観光資源を活用した、体験・


学習型観光の推進による教育旅行等の誘致


岩手県


県央滞在型広域観光振興事業







114 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　県南広域振興局
	 　〒023-0053 岩手県奥州市水沢区大手町1-2
	 　TEL 0197-22-2812　FAX 0197-22-3749


事業の目的・効果
★	　世界遺産登録に向けた環境整備を行うことにより
「平泉」が本県が掲げる「岩手ソフトパワー戦略」の象
徴として、地域に経済的、社会的な効果をもたらす。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度～平成22年度


関連事業・計画
★	「平泉の文化遺産」活用推進アクションプラン


事業地域
	 岩手県全域


総事業費
	 26,684千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　普及啓発、機運醸成関連事業
	 　　・登録祈念キャンペーンの展開
	 　　・巡回展の開催
	 2 　受入態勢整備関連事業
	 　　・環境に配慮した二次交通の導入研究
	 3 　プロモ・誘客関連事業
	 　　・旅フェア出展
	 　　・プロモーションツール製作等
	 4 　魅力ある地域づくり関連事業
	 　　・「いわての漆文化展」の開催


岩手県


未知の奥・平泉観光振興事業







115 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　久慈地方振興局（二戸地方振興局）
	 　〒028-8042 岩手県久慈市八日町1-1
	 　TEL 0194-53-4981　FAX 0194-53-1720


事業の目的・効果
★	　岩手県北圏域で着地型観光を推進することにより観
光客を増加させ、観光消費額を増大させることにより
地域経済の活性化を図る。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度から平成22年度


関連事業・計画
★	いわて希望創造プラン


事業地域
	 岩手県県北圏域


総事業費
	 8,851千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　地域ぐるみの観光を推進する仕組みづくり
	 　�　圏域を訪れる旅行者の受入調整をワンストップで


対応するオペレート機能を設置し、その利便性で他
地域との差別化を図りエージェントによる商品造成
を促すとともに、観光素材や体験メニューのブラッ
シュアップを図る。


	 2 　観光を担う人材の育成
	 　�　広域観光コーディネーターを中心とした観光関連


人材の育成により着地型観光の基礎を強化する。
	 3 　八戸圏域との連携
	 　�　モニターツアーの実施や旅行商品の販売促進を通


じた連携により、八戸圏域を含む広域観光の流れを
つくる。


岩手県


県北圏域着地型観光推進事業







116 産業


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県　二戸地方振興局（久慈地方振興局）
	 　〒028-6103 岩手県二戸市石切所字荷渡6-3
	 　TEL 0195-23-9201　FAX 0195-25-4062


事業の目的・効果
★	　岩手県北圏域の食産業の中心戦略として位置づけら
れている「雑穀」「ヤマブドウ」「短角和牛」の三大クラ
スターの形成により、販売拡大、販路開拓が図られ、
生産者等の所得向上に繋がる。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成19年度～平成22年度


事業地域
	 岩手県県北圏域


総事業費
	 3,587千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	1 　クラスター推進総合アドバイザーの設置
	 2 　首都圏に特化した具体的な販売促進活動


岩手県


県北圏域三大クラスター推進事業費







117 産業


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県農林水産部　農山村振興課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1852　FAX 018-860-3815


事業の目的・効果
★	　グリーン・ツーリズムを推進し、都市農村交流人口
の拡大と農家所得の向上を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度～
	 （平成18年度から20年度まで実施した地域発案型グ
リーン・ツーリズム推進事業を改訂したもの。）


特記事項
★	　モデル地区を3箇所選定する予定。


事業地域
	 秋田県


事業費
	 5,505千円（平成21年度）


事業の概要
★	　少数グループを対象としたリピーターを確実に確保
できる個人型の農家民宿・レストランを継続的に育成
するとともに、体験型教育旅行や子どもプロジェクト
など、集団の農山漁村滞在や農林漁業体験について、
集落・地域で受け入れる集落型グリーン・ツーリズム
を育成し、都市農山漁村交流増大による農家所得の向
上と地域の活性化を図る。


秋田県


あきた農山村活性化総合推進事業
（グリーン・ツーリズム推進事業）







118 産業


事業主体
	 東北観光推進機構
	 （会員：東北7県、仙台市、大手旅行会社6社の協定旅館・
運輸・観光連盟加盟施設、旅行会社・運輸会社ほか一
般企業・団体等、会員数約1,000）


問合せ先
★	東北観光推進機構
	 　〒980-0021 仙台市青葉区中央2丁目9-10
	 　　　　　　　　 セントレ東北10階
	 　TEL 022-721-1291　FAX 022-721-1293


事業の目的・効果
★	　東北観光の認知度向上と、国内・海外の観光客等の
誘致を推進し、観光産業の振興と東北経済の発展に寄
与することを目的とする。


事業期間・進捗状況
★	平成19年6月～
	 ・�東北の広域観光に取組んできた「東北六県観光推進


協議会」と「東北広域観光推進協議会」について、東
北観光のさらなる推進を図る観点から、発展的に解
散、統合し、「東北観光推進機構」を設立。


	 平成20年11月
	 ・�東北観光のアイデンティティを発掘し、「東北なら


では」の観光の魅力を発信するため、官民一体となっ
た広域的な取組みを行う「中期実施計画」（Action 
2010）を策定。


事業地域
	 東北7県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟県）


総事業費
	 平成21年度は約2億3千万円


事業の概要
★	　平成21年度は、昨年度策定した「中期実施計画」に
基づき、戦略1「多くの人に「東北」を知ってもらい、観
光客に満足してもらう戦略」、戦略2「国内大都市圏か
ら東北に観光客を誘致する戦略」、戦略3「東アジアを
中心とした海外からの観光客を誘致する戦略」、戦略4
「観光戦略推進のための総合的な役割を担う体制づく
り」を4本の柱として、東北一体となって観光振興に向
けた取り組みを行っていくこととする。


	 　なお、事業の展開に当たっては、
	 　　⒈�「東北ならでは」の観光の魅力を明確化させる


施策の推進
	 　　⒉�広域的な取り組みを強化させた施策の推進
	 　　⒊�東北方式のプロモーション手法を確立させた情


報発信
	 　　⒋�機動性のある事業執行と「マネジメントサイク


ルの確立」
	 といった4つの視点に基づいた上で、以下の重点事業
を展開していくこととする。


	 戦略1
	 ①観光に関する調査研究及び情報発信
	 　�　国内、海外（特に東アジア）の観光に関する調査・


統計の収集分析、世代別等の需要層の動向や顧客
ニーズの調査等により、対象となるマーケットを分
析し、今後のプロモーション活動や旅行商品の造成
等の事業につなげていく。


	 ②集客施設等を活用した PR事業の新展開
	 　�　東北観光のイメージや観光資源、最近の「話題」


等、東北の観光情報を様々な媒体を活用し、発信・
提供する。


	 ③東北観光ポータルサイトの充実
	 　�　インターネットを活用し、東北観光の総合的な情


報を発信する。
	 戦略2
	 ①メディアを活用した情報発信
	 　�　東北観光のイメージや観光資源、最近の「話題」


等、東北の観光情報をメディアを活用し、発信・提
供する。


	 ②教育旅行におけるターゲットエリアの拡充
	 　�　各自治体や旅行会社、関係機関・施設等と連携し、


特に首都圏の中学・高校を対象に、東北への教育旅
行の誘致に取り組む。


	 戦略3
	 ① YOKOSO! JAPAN東北事業の展開
	 　�　東アジア（特に韓国、台湾、中国、香港）および豪


州、タイ・シンガポール等の一般消費者や旅行関係
者等に対し、効果的な PRを実施するため、東北が
一体となったプロモーション活動を展開する。


	 ②メディアを活用した PR宣伝の強化
	 　海外のテレビ番組や雑誌等を活用し、東北観光のイ
メージや観光資源、最近の「話題」など東北の観光情報
を発信・提供する。


東北7県


東北観光推進機構







119 産業


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	・宮城県経済商工観光部　雇用対策課
	 　　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　　TEL 022-211-2772　FAX 022-211-2769
	 ・宮城県保健福祉部　障害福祉課
	 　　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　　TEL 022-211-2541　FAX 022-211-2597


事業の目的・効果
★	　宮城県の民間企業における障害者雇用率は平成20
年6月1日現在で1.58％と全国平均1.59％を下回り、依
然として法定雇用率1.80％を達成していない状況であ
り改善する必要がある。


	 　このため、宮城労働局、㈳宮城県雇用支援協会及び
県の雇用・福祉部門と密接に連携しながら、障害のあ
る人が社会的・経済的に自立し、地域の中で生き生き
と暮らしていくことができるよう障害者の就業および
生活と一体となった支援体制を整備するとともに、障
害者の IT技術の習得を進め、就労に結びつける仕組
みを構築する。また、授産活動への支援や職場適応訓
練等を実施し、障害者の雇用促進・定着を図る。


事業期間・進捗状況
★	～平成22（2010）年度


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 102,349千円（平成21年度当初予算）
	 うち、障害福祉課74,552千円
	 雇用対策課27,797千円


事業の概要
★	①�　知的障害者の職域の創出および業務量の検討を行


うため、障害福祉課内に知的障害者を職場実習生と
して受入れを実施


	 ②�　IT利用の推進のためサポートセンターを設置し、
指導者養成と講習会、訪問講座の実施


	 ③　障害者就労アドバイザーの派遣
	 ④�　知的障害者を対象としたホームヘルパー養成研修


の実施
	 ⑤　授産施設等工賃倍増5か年計画の実施
	 ⑥「障害者就業・生活サポートセンター」の設置支援
	 ⑦�　障害者の就業に伴い必要となる社会生活上の支援


を行うための「障害者就業・生活支援センター」の委
託


	 ⑧�　障害者の就職を容易にするための職場適応訓練の
実施


	 ⑨�　福祉施設等から職場実習を受入れる企業が、受入
のために行う設備更新等の費用助成


	 ⑩�　施設外就労、施設外支援を行い一般就労へ結びつ
いた場合に助成


	 ⑪�　県庁舎内の古紙回収・運搬業務をNPO法人（障害
者団体）にモデル的に委託


関連事業・計画
★	・宮城障害者職業能力開発校の運営事業


宮城県


障害者就労・雇用促進事業







120 産業


事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	宮城県経済商工観光部　国際経済課
	 　〒980-0014 仙台市青葉区本町3丁目6-16
	 　　　　　　 本町分庁舎（漁信基ビル）5階
	 　TEL 022-263-2131　FAX 022-263-2210


事業の目的・効果
★	　海外のビジネス環境など現地産業経済情報の提供や
海外への販路開拓支援等を行い、県内企業のグローバ
ルビジネスを総合的に支援する。


事業期間・進捗状況
★	平成19 ～平成21（2009）年
	 ・平成15年4月～：国際経済室（現国際経済課）新設。
	 　　　　　　　　 � ジェトロ仙台貿易情報センターが


宮城県本町分庁舎に移転。グロー
バルビジネスセンターを共同運営。


	 ・平成15年5月～：実践グローバルビジネス講座開催。
	 ・平成15年9月～：みやぎビジネスアンバサダー設置。
	 　　　　　　　　 （現在7ヶ国8名）
	 ・平成15年10月～：�みやぎグローバルビジネスアド


バイザー設置。（現在23名）


事業地域
	 宮城県内、世界各国


総事業費
	 4,400千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①�　グローバルビジネスセンターの運営：国際経済課


とジェトロ仙台貿易情報センターが一体となって事
業を推進。


	 ②�　実践グローバルビジネス講座開催：グローバルビ
ジネスに関する実践レベルの情報を提供。月一回程
度の開催。


	 ③�　みやぎグローバルビジネスアドバイザー（GBA）
の設置：グローバルビジネスに関する様々な専門家
をGBAとして登録し、ビジネスの国際化を志向す
る県内企業等の海外取引活動等を支援する。


	 ④�　みやぎビジネスアンバサダー（MBA）の設置：海
外のビジネス事情に精通している海外居住者を
MBAとして登録し、現地のビジネス情報を収集し、
県内企業に様々な形で情報提供する。


関連事業・計画
★	・�東北宮城フェア：上海市において関係機関と連携して東北宮城フェアを開催し、両地域の経済交流を促進し、地


域企業の販路開拓や観光客の増加、物流の効率化等を図る。
	 ・大連商談会：大連市において岩手県と共同で商談会を開催し、両県内企業のビジネスチャンスの創出を図る。
	 ・香港商談会：香港の食品関連バイヤーとの商談会を開催し、県内食品関連企業の輸出促進・販路拡大を図る。
	 ・台北国際食品見本市：見本市に宮城県エリアを設け、県内食材の試食・展示・商談の機会を提供する。
	 ・ソウル国際食品見本市：見本市に宮城県エリアを設け、県内食材の試食・展示・商談の機会を提供する。
	 ・�ハバロフスク商談会・見本市：極東ロシアの政治経済の中心都市であるハバロフスクにおいて商談会を開催する


とともに、現地見本市に出展し、県内企業のビジネスチャンス拡大を図る。
	 ・�ニジェゴロド州展示商談会：宮城県と協力に関する覚書を結んでいるニジェゴロド州において展示商談会を開催


し、県内企業のビジネスチャンス拡大を図る。


宮城県


みやぎグローバルビジネス総合支援事業








121　コンパクトシティ構想


133　がけ崩れ危険住宅移転促進事業
136　いわて男女共同参画プラン推進事業
137　いわてへの定住交流促進


122　仙台市高速鉄道東西線
123　仙台空港臨空都市整備推進事業
124　〝あすと長町〞整備
125　仙塩広域都市計画事業
 （仙台市荒井土地区画整理事業）
126　仙塩広域都市計画事業
 （仙台市仙台駅東第二土地区画整理事業）
130　国営みちのく杜の湖畔公園整備事業


127　山形ニュータウン
 「蔵王みはらしの丘」開発整備事業
128　鶴岡第 2地方合同庁舎
 （鶴岡文化学術交流シビックコア
 　　　　　　　　　地区整備計画）
131　最上川ふるさと総合公園


138　7つの生活圏と 6本の連携軸
139　ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業129　新潟駅付近連続立体交差事業


132　大潟水と森公園整備
134　危機管理センター
140　ふるさと新潟交流促進事業


135　青森・岩手・秋田
 男女共同参画推進事業


（広域プロジェクト）


3.　生活・都市環境、住民参加







121 生活・都市環境、住民参加


事業主体
	 青森市


問合せ先
★	青森市都市整備部　都市政策課
	 　〒038-0012 青森市柳川2丁目1-1
	 　TEL 017-761-4481　FAX 017-761-4389


事業の目的・効果
★	　本市では世界有数の豪雪に対応するため、まちづく


りの基本理念を「コンパクトシティの形成」とし、「無
秩序な市街地の拡大の抑制」と「まちなかの再生」とい
う視点に立ちまちづくりを進めることにより、中心市
街地を活性化させ、同時に郊外開発を抑制することに
より自然環境の保全を推進している。


事業期間・進捗状況
★	・平成11年：�都市計画マスタープラン（計画期間概ね


20年間）にコンパクトシティ構想を明確
に位置づけ


	 ・平成13年：�中心市街地活性化の先導的事業「アウガ」
開業


	 ・平成18年：�まちぐらしのシンボルともいえる医療・
介護施設との複合型マンション「ミッド
ライフタワー」完成


	 ・平成18年：郊外開発を規制する建築条例の制定


特記事項
★	　本市のコンパクトシティを実現するためには、まち


づくりの主体となる市民、民間事業者の取り組みが不
可欠であり、行政はその支援策を継続的かつ確実に行
う必要がある。


事業地域
	 青森市


総事業費
	 未定


事業の概要
★	①�　コンパクトシティを推進するための土地利用施策


基本的な都市構造を、「インナー」「ミッド」「アウ
ター」と3区分し、それぞれのエリアの特性に応じた
土地利用の誘導を行う。


	 ②　中心市街地の活性化施策
	 　�　中心市街地活性化基本計画に基づき、都市の要と


なる中心市街地を活性化する各種事業を展開する。
	 　・�まちの魅力づくり：公共施設との複合型商業施設


「アウガ」の整備
	 　・�まち歩き：融雪等により無雪空間を整備する「冬


期バリアフリー計画」
	 　・�まちぐらし：まちなか居住を推進する民間マン


ションの建設ラッシュ
	 ③　自然環境を保全するための郊外開発の抑制
	 　・�都市計画法の活用：大規模集客施設制限地区の設


定、準都市計画区域の設定による土地利用制限と
開発行為の監視


	 　・�自然環境保全施策：水道水源保全条例の制定、ブ
ナ植林事業


関連事業・計画
★	　関連する県計画及び市計画において、コンパクトシ


ティを推進するための施策・事業等との整合性を図っ
ている。


	 ・青森都市計画区域の整備・開発及び保全の方針
	 　（H16.5青森県）
	 ・青森市総合計画（H18.8青森市）
	 ・青森都市計画マスタープラン（H11.6青森市）
	 ・青森市中心市街地活性化基本計画（H19.2青森市）


青森県


コンパクトシティ構想







122 生活・都市環境、住民参加


事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市交通局　東西線建設本部　管理部管理課
	 　〒980-0801 仙台市青葉区木町通1丁目4-15
	 　TEL 022-224-5111（代）FAX022-224-0422


事業の目的・効果
★	　地下鉄や JR 線などの軌道系交通機関を都市交通の


主役に据えて、環境への負荷の少ない公共交通機関を
中心とした動きやすく暮らしやすい新しい都市構造の
形成を目指す。


	 　東西線は、仙台市の均衡ある発展と新たな都市構造
の創出を支える骨格交通軸として、市域や仙台都市圏
全体における移動時間の短縮など都市圏に大きな便
益・効果をもたらす。


事業期間・進捗状況
★	平成15～26（2014）年度（開業予定：平成27（2015）年度）
	 ・�平成11年4月：東北運輸局長の諮問機関である東北


地方交通審議会より、東西交通軸（東西線）整備の必
要性や整備区間などについて答申


	 ・平成15年9月：鉄道事業許可を取得
	 ・�平成17年8月：工事施行認可を取得。都市計画決定


の告示。環境影響評価書の公告・縦覧
	 ・平成18年11月 : 本体土木工事に着手
	 ・�平成21年3月末現在：延長約12㎞（全体の約8割）


で工事に着手


事業地域
	 仙台市


総事業費
	 （総建設費）2,735億円（キロ当たり建設費：約190億円）


事業の概要
★	・建設区間：（仮称）動物公園駅～（仮称）荒井駅
	 　（営業キロ：約13.9㎞　駅数：13駅）
	 ・予測利用者数：1日当たり11万9千人
	 ・車両：リニアモーター式車両


関連事業・計画
★	・�東西線関連道路整備［都市計画道路及び駅結節施設


（駅前広場・駐車場・駐輪場等）］
	 ・�荒井駅周辺新市街地整備の推進・青葉山新キャンパ


ス構想（東北大学）
	 ・青葉山公園整備事業・西公園再整備事業
	 ・�都市再生プロジェクト（緑美しい都市の実現）の推


進


特記事項
★	　仙台市では、基本計画により「軌道系交通機関を基


軸とした集約型の都市構造への転換」を新しいまちづ
くりの方針としている。その具体策として、公共交通
機関を利用して市の中心部まで、あるいは主な拠点間
を概ね30分で移動できる圏域を拡大して行くという


「アクセス30分構想」を策定し総合的な交通政策を推
進しており、東西線計画は、その最も大きな柱となる
施策である。


宮城県


仙台市高速鉄道東西線
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事業主体
	 宮城県


問合せ先
★	宮城県土木部　空港臨空地域課
	 　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-3227　FAX 022-211-3291


事業の目的・効果
★	　滑走路の3,000m 化や新旅客ターミナル等の整備が


進む仙台空港のポテンシャル（潜在能力）を最大限に
活用し、国際レベルの人・もの・情報の交流拠点として、
また仙台空港のある名取市・岩沼市を中心に東北の空
の玄関口にふさわしい活力と魅力あるまちとして、仙
台空港臨空都市づくりを推進する。


事業期間・進捗状況
★	平成8 ～ 27（2015）年度
	 ・�平成21年度においては、基本計画において拠点開発


地区に位置付けた名取市下増田・関下両地区におけ
る区画整理事業の事業化を促進する。


関連事業・計画
★	仙台空港アクセス鉄道整備推進事業
	 　JR 仙台駅と仙台空港駅間を最速（快速時）17分で結


ぶ「定時性」「高速性」「広域集客性」に優れた仙台空港
アクセス鉄道が平成19年3月18日に開業し、仙台空港
利用客の利便性の向上ばかりでなく、今後沿線地域の
一層の発展が期待される。


事業地域
	 宮城県名取市、岩沼市


総事業費
	 未定


事業の概要
★	①�　仙台空港アクセス鉄道や道路整備を契機として、


名取市、岩沼市の都市整備ニーズや地域の自然環境
等と融合した、臨空都市としての調和ある地域整備
を目指す。


	 　・仙台中枢都市圏の一翼を担う国際交流拠点形成
	 　・都市圏南部の地域拠点形成
	 　・自然共生型のまちづくり
	 ②　主要拠点開発プロジェクト
	 　・空港機能支援地区開発：名取市北釜地区他
	 　・�ゲートウェイセンター地区開発：名取市下増田地


区
	 　・新産業・ビジネス地区開発：岩沼市相ノ釜地区
	 　・国際物流拠点地区開発：岩沼市矢野目地区
	 　・高次都市機能拠点都市開発：名取市関下地区


宮城県


仙台空港臨空都市整備推進事業







124 生活・都市環境、住民参加


事業主体
	 独立行政法人　都市再生機構


問合せ先
★	仙台市都市整備局計画部あすと長町整備事務所
	 　〒982-0011 仙台市太白区長町3丁目3-9
	 　TEL 022-249-8301　FAX 022-249-8305


事業の目的・効果
★	・�「あすと長町地区」は、「仙台市基本計画（仙台21プ


ラン）」において、仙台都市圏南部の広域拠点と位置
づけられ、21世紀の東北と仙台を支える都市の要と
して、質の高い土地利用を誘導する都市基盤の整備
が求められている。


	 ・�また、当地区は、かねてより鉄道施設により地域が
分断されるなど都市基盤が脆弱なところから、その
整備が強く求められてきたところでもある。


	 ・�土地区画整理事業により「21世紀都市・仙台」を支
える新拠点地区としての国際性や先進性を備えつつ


「職・住・学・遊」の機能が融合した新しい「杜の都」
の拠点づくりを行う。


事業期間・進捗状況
★	平成9 ～ 27（2015）年（清算期間5年含む）
	 ・平成7年11月：都市計画決定、事業要請・覚書締結
	 　　　　　　　　（宮城県、仙台市、公団）
	 ・平成8年9月：都市計画変更
	 ・平成9年5月：事業計画認可
	 ・平成13年2月：第1回事業計画変更
	 ・平成13年6月：鉄道高架化事業着手
	 ・平成14年3月：第2回事業計画変更
	 ・平成17年6月：都市計画変更
	 ・平成17年11月：第3回事業計画変更
	 ・平成18年9月：東北本線長町駅高架化工事完成
	 ・平成19年5月：�街びらき あすと長町大通り線等の


開通


事業地域
	 仙台市太白区


総事業費
	 118,880,000千円


事業の概要
★	事業の名称：仙塩広域都市計画事業　仙台市あすと長


町土地区画整理事業
	 ・施行者：独立行政法人　都市再生機構
	 ・施行面積：約82.0ha
	 ・�計画人口：従業人口約12,500人、居住人口約12,500


人


関連事業・計画
★	・交通結節点改善事業（直轄、平成13年度～）
	 ・都市再生整備計画（長町周辺、平成16年5月）
	 ・�都市再生緊急整備地域（仙台長町駅東地域、平成16


年5月）


特記事項
★	・�「あすと」とは、「明日」と「us（英語で＂わたしたち＂


の意）」をかけ、それに「都」をつけたもので「未来の
わたしたちのまち」という意味。


宮城県


＂あすと長町＂整備
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事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市荒井開発事務所
	 　〒984-0011 仙台市若林区六丁の目西町8-1
	 　　　　　　 （斎喜センタービル6階）
	 　TEL 022-287-0711


事業の目的・効果
★	　荒井地区は、軌道系交通機関を機軸として土地の有


効利用を図り、住居系を中心とした良好な市街地空間
の形成を図る地区として位置づけられている。


	 　本地区の現状は、昭和52年度に地区内の南側が市街
化区域に編入されて以来、急激な市街化が進行し、都
市施設の整備の遅れから無秩序な市街化が顕著となっ
ていたことから、公共区画整理事業により公共施設の
整備改善及び宅地の利用増進による環境良好な住宅地
の形成を図る。


事業期間・進捗状況
★	昭和61 ～平成27（2015）年度
	 ・昭和60年12月：都市計画決定（148.5ha）
	 ・昭和61年10月：事業計画決定
	 ・昭和62年8月：工事着手
	 ・平成3年3月：�施行区域を149.9ha に拡大、平成6年4


月ウェルサンピア仙台（厚生年金健康
福祉センターサンピア仙台）開業


	 ・平成9年1月：保留地抽選分譲開始


事業地域
	 仙台市若林区荒井地区


総事業費
	 46,028,000千円


事業の概要
★	　環境良好な住宅地の形成をめざし、地区内の都市計


画道路（六丁目荒井西線ほか5路線）を骨格として区画
道路を計画的に配置した道路網を整備し、また上下水
道、ガス等のライフラインを整備し、さらには近隣公
園や街区公園（8ケ所）の適正な配置により、公共施設
の整備を行っている。


	 　また、地区内の水路網についても地区外周辺に対す
る影響も考慮して機能的に再配置する。


	 ・総面積約149.9ha
	 ・計画人口11,400人


関連事業・計画
★	・地下鉄東西線建設事業


宮城県


仙塩広域都市計画事業
（仙台市荒井土地区画整理事業）
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事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市仙台駅東第二開発事務所
	 　〒983-0852 仙台市宮城野区榴岡4丁目2-8
	 　　　　　　（テルウェル仙台ビル10階）
	 　TEL 022-791-8010


事業の目的・効果
★	　本地区は、仙台市の「都心」に位置し、仙台都市圏に


おける高次な都市機能の強化・充実を図るため、道路・
公園等の公共施設の整備改善と市街地環境の更新を行
い、健全かつ機能的な市街地形成と宅地の利用増進を
行う。


事業期間・進捗状況
★	昭和63 ～平成25（2013）年度
	 ・昭和60年3月：都市計画決定
	 ・昭和63年4月：事業計画決定
	 ・平成3 ～ 6年：換地の設計
	 ・平成6年～：移転（補償）及び工事


関連事業・計画
★	・仙石線仙台駅付近連続立体交差化事業
	 	 （平成12年度完了）
	 ・仙台駅東第二地区再開発住宅建設事業
	 	 （平成5年度完了）
	 ・都市防災不燃化促進事業（国道45号線小田原地区）
	 	 （平成20年度完了）
	 ・仙台駅北部東西自由通路整備事業
	 	 （平成20年度完了）


事業地域
	 JR 仙台駅東地区


総事業費
	 79,100,000千円


事業の概要
★	・�仙台市の都心地区として、土地の高度利用の促進を


図るため、地区内の都市計画道路（元寺小路福室線
ほか6路線）を根幹に、区画道路を適正に配置し、そ
の整備を行う。


	 ○�　仙台市都市ビジョンでは、「創造」と「交流」とい
う基本理念のもと、4つの基本的方向性を提示して
いる。本地区においては「創造」と「交流」を生み出
す基盤づくりとして、公共交通体系の充実、機能集
約型都市構造への転換を図っていくとともに、都心
部の機能強化、東西線整備を契機とした東西都市軸
の強化、広域交通ネットワークの強化など、東北の
発展を牽引する中枢都市としての都市機能の高度化
を図る。


	 　�　また、本地区は、「仙台市中心市街地活性化基本
計画」でもウェルカムゾーン及び都心居住ゾーンと
して位置づけられており、既存の都心地区とは異な
る個性的かつ快適な地区を形成していくため、公園、
広場、歩行者専用道路、公益的施設用地などの基盤
整備を行う。


	 ・総面積45.3ha


宮城県


仙塩広域都市計画事業
（仙台市仙台駅東第二土地区画整理事業）
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【「蔵王みはらしの丘」土地区画整理事業　土地利用計画図】


【蔵王みはらしの丘】


事業主体
	 独立行政法人都市再生機構、山形県、山形市、上山市


問合せ先
★	・�独立行政法人都市再生機構　蔵王みはらしの丘総合


案内所
	 　　〒990-2313 山形市大字松原1504-2（47-1）
	 　　TEL 023-689-1700　FAX 023-689-1702
	 ・山形県土木部　都市計画課
	 　　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　　TEL 023-630-3066　FAX 023-624-4755
	 ・山形市都市開発部　都市整備課
	 　　〒990-8540 山形市旅篭町2丁目3-25
	 　　TEL 023-641-1212　FAX 023-624-8445
	 ・上山市建設課
	 　　〒999-3192 山形県上山市河崎1丁目1-10
	 　　TEL 023-672-1111　FAX 023-672-1112


事業の目的・効果
★	　山形広域圏における都市機能の強化とゆとりある優


良な宅地供給


事業期間・進捗状況
★	平成9 ～ 25（2013）年度
	 ・平成15年7月26日：第1期98区画の宅地分譲開始
	 ・平成18年4月：山形市立「みはらしの丘小学校」開校
	 ・平成19年4月：�ミュージアムパーク「もてなしの広


場」開園
	 ・平成19年12月：主要地方道山形上山線全線開通


事業地域
	 山形市大字松原・大字黒沢、上山市金瓶・久保手・北町


総事業費
	 約25,400,000千円


事業の概要
★	　山形ニュータウン「蔵王みはらしの丘」土地区画整


理事業
	 ・計画人口：約7,000人
	 ・計画戸数：約1,700戸
	 ・面積：約171ha


関連事業・計画
★	・独立行政法人都市再生機構：移転宅地整備事業等
	 ・山形県：�ミュージアムパーク、農業緑地整備、主要


地方道山形上山線、流域下水道など
	 ・山形市：�スポーツコミュニティ施設、周辺緑地整備、


小中学校、上下水道など
	 ・上山市：周辺緑地整備、上下水道など


特記事項
★	　独立行政法人都市再生機構施行の土地区画整理事業


で、独立行政法人都市再生機構、山形県、山形市、上山
市が主たる地権者である。


	 ・�土地区画整理事業に先立ち、移転宅地整備事業およ
び農業緑地整備事業を行った。


山形県


山形ニュータウン「蔵王みはらしの丘」開発整備事業
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　営繕部　計画課
	 　〒980-8602 仙台市青葉区二日町9-15
	 　TEL 022-225-2171　FAX 022-262-0217


事業の目的・効果
★	　地区整備の目標である『「城下町鶴岡の中心」を維持


し、人をつくり、人がたくさんいるシビックコア』に資
するため、当地区の核となる合同庁舎をはじめ文化交
流施設等を併設してコンパクトシティを構築していく
ことにより、中心市街地の活性化への寄与や市街地再
編に向けた他事業の誘発、各種都市機能の中心市街地
への導入促進等の効果が期待される。


事業期間・進捗状況
★	事業の経緯
	 ・平成12年8月：�シビックコア地区整備計画検討委員


会（第1回開催）
	 ・平成14年7月：シビックコア地区整備計画策定
	 ・平成15年9月：�シビックコア地区整備推進連絡協議


会発足
	 ・平成16 ～ 17年：�シビックコア市民まちづくりワー


クショップ


特記事項
★	　シビックコア地区整備推進連絡協議会及び市民まち


づくりワークショップから、市民活動との連携、景観
デザインの指針、導入施設の望ましいあり方、完成後
の運営等について幅広い提言を受け、「三の丸地区の
影観まちづくりガイドライン」を策定している。


事業地域
	 山形県鶴岡市馬場町、泉町、若葉町の一部


総事業費
	 未定


事業の概要
★	　シビックコア地区（40.3ha）内に重点整備地区として


アクションエリア（9.3ha）を位置付けており、その中
心核となる施設として合同庁舎の整備を計画してい
る。


	 　他に鶴岡市がまちづくり交付金を活用して、コア地
区内に多目的広場（将来的には文化交流施設を整備予
定）や周辺道路の整備を進めている。


関連事業・計画
★	・多目的広場整備事業
	 ・市道「荘内病院前五日町線」等の周辺街路事業
	 ・�まちづくり協定による「荘内病院前五日町線」の街


並環境整備


山形県


鶴岡第2地方合同庁舎
（鶴岡文化学術交流シビックコア地区整備計画）
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事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	・新潟市都市政策部　新潟駅周辺整備事務所
	 　　〒950-0911 新潟市中央区笹口1-2-2
	 　　　　　　　　　　 プラーカ2　7階
	 　　TEL 025-245-1260


事業の目的・効果
★	　鉄道を高架化することにより2箇所の踏切を除却し、


都市内交通の円滑化を図るとともに、分断された市街
地の一体化による都市の活性化を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成18 ～ 27（2015）年度
	 ・平成9年：「新潟駅周辺整備基本構想」策定
	 ・平成12年：着工準備採択
	 ・平成14年12月：�「新潟駅駅舎・駅前広場計画提案協


議」最優秀作品選定
	 ・平成18年1月：�都市計画決定（都市高速鉄道を含む


新潟駅周辺整備事業）
	 ・平成18年：�事業認可、詳細設計、現地調査実施
	 平成19年度
	 ・事業主体が新潟県から新潟市へ移管
	 ・都市計画変更
	 ・事業認可（変更）
	 ・詳細設計
	 ・用地買収
	 ・支障移転
	 平成20年度
	 ・詳細設計
	 ・用地買収
	 ・支障移転


事業地域
	 新潟市中央区幸町～西馬越


総事業費
	 70,700,000千円


事業の概要
★	JR 信越本線、白新線、越後線の新潟駅付近の約2.5㎞


において鉄道を高架化する。


関連事業・計画
★	・関連街路事業
	 　（都）新潟鳥屋野線、（都）新潟駅西線、
	 　（都）弁天線（南口広場）、（都）新潟駅東線
	 　（都）出来島上木戸線
	 ・新潟駅新幹線・在来線共用ホーム整備事業


新潟県


新潟駅付近連続立体交差事業
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　建政部　都市・住宅整備課
	 　〒980-8602 仙台市青葉区二日町9-15
	 　TEL 022-225-2171　FAX 022-227-4459


事業の目的・効果
★	　国営みちのく杜の湖畔公園は、宮城県柴田郡川崎町


の釜房ダム湖畔に位置し、南東北のレクリェーション
需要に広域的に対応するために設置された。


	 　この公園整備によって、東北地方の歴史・文化・自
然などの特性を活かした緑豊かな空間を創出し、多様
化するレクリェーション活動等や国民の余暇活動の充
実を図る。


事業期間・進捗状況
★	事業の経緯
	 ・昭和56年度：事業に着手
	 ・平成元年：�文化と水のゾーンの一部62.1ha を供用開


始
	 ・平成15年：エコキャンプみちのくオープン
	 ・平成20年3月：開園以来の入場者は900万人を記録
	 ・平成20年5月：風の草原オープン
	 ・平成20年5月現在：305.1ha を供用済
	 ・平成21年5月：入園者1,000万人を記録


事業地域
	 宮城県川崎町


総事業費
	 約47,000,000千円


事業の概要
★	総計画面積647.4ha
	 ・�文化と水のゾーン、健康と緑のゾーン、森と環境の


ゾーン、湖面・湖畔ゾーン


関連事業・計画
★	　宮城県総合計画において、「豊かな自然環境と共生


する交流圏の形成」を実現するための主要事業として
位置付けられている。


特記事項
★	　供用区域を拡大する毎に来園者が増加し、平成21年


のゴールデンウイーク期間は、宮城県内では、松島海
岸に次ぐ2番目の入り込み人数。今後、各ゾーンの整
備が進捗することにより、キャンプ場等の滞在型観光
需要や自然学習の場としての利活用が進むものと考え
られる。


宮城県


国営みちのく杜の湖畔公園整備事業
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	・山形県村山総合支庁　西村山道路計画課
	 　　〒991-8501 山形県寒河江市大字西根字石川西355
	 　　TEL 0237-86-8127　FAX0237-86-8139
	 ・山形県土木部　都市計画課
	 　　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　　TEL 023-630-3130　FAX 023-624-4755


事業の目的・効果
★	　山形県村山地域の最上川の景観、蔵王・月山の眺望、


温泉、サクランボ等の果樹園などの恵まれた環境を活
かし、東北横断自動車道酒田線の寒河江 SA や民間事
業とを複合的に整備することにより、広域をにらんだ
県民レクリエーションの充実はもとより、山形県の自
然・文化・資源を紹介し、さまざまな交流の土壌をつ
くる。


事業期間・進捗状況
★	平成7 ～ 23（2011）年
	 ・平成6年：調査・計画
	 ・平成14年：全国都市緑化フェア開催
	 ・平成18年：�国内最大級の「スケートパーク」オープン
	 　　　　　　�隣接する寒河江 SA 内にスマート IC 設置
	 ・平成20年：ドッグランオープン


特記事項
★	　平成14年度に開催された「全国都市緑化やまがた


フェア」会場


事業地域
	 山形県村山地方


総事業費
	 約8,080,000千円


事業の概要
★	　フラワーガーデン・イベント広場・駐車場・子ども


の広場・センターハウス・流れ・スケートパークなど
の都市公園施設整備


	 ・面積28.9ha


関連事業・計画
★	・東北横断自動車道酒田線寒河江サービスエリア
	 ・寒河江市土地開発公社による民間開発


山形県


最上川ふるさと総合公園
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事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県土木部　都市局　都市整備課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5432


事業の目的・効果
★	　豊かな自然を保全しながら、自然を学ぶことができ


る憩いの場として整備する。


事業期間・進捗状況
★	・平成3 ～ 5年度：基本構想の策定
	 ・平成6年度：�都市計画決定、事業認可、公園整備事業


着手
	 ・平成12年度：�歴史ゾーンと野鳥観察ゾーンの一部を


開園（16.8ha）
	 ・平成15年度：自然観察ゾーンの開園（5.8ha）
	 ・平成16年度：お休み広場ゾーンの開園（3.5ha）
	 ・平成18年度：自然体験楽校ゾーンの一部開園（4.5ha）
	 ・平成19年度：�自然体験楽校ゾーンの一部開園（0.3ha）
	 ・平成21年度：�潟の里ゾーン・エントランスゾーンの


一部開園予定（5.6ha）


事業地域
	 新潟県上越市大潟区


総事業費
	 70,000千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	　鵜ノ池と朝日池の二つの湖沼と周辺の松林が一体と


なった、豊かな自然と美しい水辺空間を活かした全体
計画面積が64.9ha の公園である。


	 　地域の人々の憩いとレクリエーションの場として、
更に自然観察や体験学習ができる公園とし、機能別に
7つのゾーンから構成されている。


関連事業・計画
★	県立都市公園整備


新潟県


大潟水と森公園整備
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事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県県土整備部　砂防災害課
	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5922　FAX 019-629-9140
	 　URL　�http://www.pref.iwate.jp/info.rbz?nd=783&i


k=3&pnp=17&pnp=66&pnp=783


事業の目的・効果
★	　土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）からの住宅


移転を支援し、がけ崩れ災害から人命を保護すること。


事業期間・進捗状況
★	平成18年度より実施
	 　テレビ、ラジオ、パンフレット配布等の広報、対象


箇所への説明会や戸別訪問による周知を実施した結
果、平成18年10月に釜石市内の1地区6世帯が移転に
合意し、うち3世帯が平成20年3月までに移転を完了
した。また平成20年度には大船渡市の2世帯、奥州市
の1世帯が移転に合意し、平成21年3月までに移転を
完了した。


	 〔移転実績〕
	 　平成18年度：2世帯（釜石市）
	 　平成19年度：1世帯（釜石市）
	 　平成20年度：3世帯（大船渡市2、奥州市1）


関連事業・計画
★	　ハード整備は災害時要援護者施設や避難所がある箇


所を優先的に実施し、ソフトとハードを組み合わせて
土砂災害防止対策を進める。


事業地域
	 岩手県全域


総事業費
	   5,641千円（平成18年度）
	   3,772千円（平成19年度）
	 13,207千円（平成20年度）
	 13,207千円（平成21年度）


事業の概要
★	対象：急傾斜地崩壊危険箇所Ⅰ（県内に1,792箇所）の


うち土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）に指定さ
れた区域内の全住宅が移転に合意した箇所


	 支援内容：
	 　除却費：�実費225万円まで（がけ地近接等危険住宅


移転事業分含む）
	 　移転経費：�移転形態に応じて定額63万7千円～ 175


万円
	 　住宅建設・購入費：�元の住宅の評価額見合いの額で


260万円まで


特記事項
★	　砂防災害課ホームページではがけ崩れ危険住宅移転


促進事業のパンフレットや事業要綱のほか、岩手県内
の土砂災害警戒区域等を公開中です。


岩手県


がけ崩れ危険住宅移転促進事業
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事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県防災局防災企画課　総務班
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-282-1604　FAX 025-282-1607


事業の目的・効果
★	　新潟豪雨災害、中越大震災の教訓を踏まえ、県民に


対して平時から防災情報を提供し、また、災害・事故
等の発生時には県災害対策本部の基盤として迅速・的
確な対応を行うため、「危機管理センター」を県庁舎内
に整備する。


事業期間・進捗状況
★	平成18年：�建物基本計画確定、建物基本・実施設計、


防災情報機能検討
	 平成19年：�建物基本・実施設計、防災情報機能基本・


詳細設計、建物工事着工
	 平成20年：建物工事、システム整備工事
	 平成21年：システム整備工事
	 　　　　　竣工、供用開始


事業地域
	 新潟県


総事業費
	      74,927千円（平成19年度）
	 1,198,901千円（平成20年度）
	    338,552千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	⑴　整備概要
	 　・�　庁舎改修を行い約2,000㎡に、災害対策本部会


議室、同本部事務室、防災局執務室、システム管
理室などを整備する。


	 ⑵　施設の耐震対策
	 　・�　室内対策として、地震収束後、直ちに災害対応


業務を行えるよう、主要室を免震床とする。
	 ⑶　ライフライン対策
	 　・�　ライフライン途絶時における機能維持のため、


3日間分のバックアップ対策を行う。
	 ⑷　総合防災情報システム
	 　・�　県内の防災関係情報を総合的に掌握・提供して、


危機等発生時における県災害対策本部や市町村、
防災機関の意思決定を支援する機能、及び県民へ
安全安心情報を配信する機能を整備する。


	 ①　多様なルートからの被災地映像の共有
	 ②　防災関係情報・映像の一元集約・提供
	 ③　県民への情報提供の拡充


新潟県


危機管理センター
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事業主体
	 北東北三県男女共同参画推進協議会


問合せ先
★	青森県環境生活部　青少年・男女共同参画課
	 岩手県環境生活部　青少年・男女共同参画課
	 秋田県生活環境文化部　男女共同参画課
	 　〒010-8570 秋田市山王4-1-1
	 　TEL 018-860-1555　FAX 018-860-3895


事業の目的・効果
★	　青森県、岩手県および秋田県の北東北三県の広域的


な地域連携のもとに、「交流」「情報交換」に関する事
業を実施し、男女共同参画社会の形成に係る気運の醸
成、普及啓発を図ることを目的とする。


事業期間・進捗状況
★	・平成17年度：平成17年6月3県 TV・CM 放映実施
	 ・平成18年度：�「広報」「交流」「情報交換」に関する事


業を実施
	 ・平成19年度：�「広報」「交流」「情報交換」に関する事


業を実施
	 ・平成20年度：�「広報」「交流」「情報交換事業」に関す


る事業を実施
	 ・平成21年度：�平成21年10月～ 11月の間に、推進員


等との交流及び行政職員等の情報交換
を実施する予定


事業地域
	 青森県、岩手県、秋田県


総事業費
	 1,261千円（平成16年度）951千円（平成18年度）
	 1,305千円（平成17年度）951千円（平成19年度）
	 	 951千円（平成20年度）
	 	 590千円（平成21年度）


事業の概要
★	　三県が連携して行政職員及び推進員等による研修や


情報交換を行う。
	 ※�「北東北3県男女共同参画広報協議会」は当初の取り


決め通り平成17年度で終了
	 　�平成18年度に「北東北3県男女共同参画推進協議会」


を立ち上げ、今後とも3県の連携を図る。


平成 21 年度北東北三県男女共同参画推進協議会事業計画


★　�情報の共有化、協力・推進促進を図るため、各県の情報と課題等に関する
情報・意見交換会を開催する。


　　・開催期日　平成21年10月～ 11月の間
　　・参集範囲　県担当者、推進員、男女共同参画センター担当者
　　・開催場所　秋田県内
　　・内　　容　推進員等との交流、行政職員等の情報交換


青森県・岩手県・秋田県


男女共同参画推進事業
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事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県環境生活部　青少年・男女共同参画課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5348　FAX 019-629-5354


事業の目的・効果
★	・�普及啓発、人材育成、民間との協働などを推進して、


男女共同参画を推進するための核となる事業とし
て、総合的・計画的に実施する。


	 ・�男女共同参画の推進に関する各種施策を一体的に行
うことによって、普及啓発の浸透、育成した人材の
活躍等が図られ、市町村、県民、事業者、民間団体、
自営業者等がそれぞれの分野、立場で積極的な取り
組みを行うことが期待される。


事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 22（2010）年度
	 ・平成15年～ 17年：�いわて男女共同参画ヌエック研


修等、県外派遣研修
	 ・平成15年～ 17年：�市町村トップセミナー、地域活


動推進事業費補助
	 ・平成15年～ 17年：北東北三県広報事業
	 ・平成15年～：いわて男女共同参画フェスティバル
	 ・平成15年～：男女共同参画サポーター養成事業
� （平成12年度から実施）
	 ・平成18年～：北東北広域連携事業
	 ・平成18年～：男女共同参画センター運営
	 ・平成21年～：男女共同参画表彰事業


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 25,464千円（平成21年度事業費）


事業の概要
★	　男女共同参画社会の実現に向けた意識啓発、人材育


成、県民活動支援など各種推進事業を男女共同参画セ
ンター（平成18年4月1日開設）を核として実施。


	 ・意識啓発：�いわて男女共同参画推進月間事業、情報
誌の発行、男女共同参画表彰、各種講座
の開催等


	 ・人材育成：�男女共同参画サポーターの養成、デート
DV、ワークライフバランスの啓発講座、
相談事業等


	 ・県民活動支援：地域に出向いての出前講座等


関連事業・計画
★	　「バリアの無いユニバーサル社会先進県」づくりを構


成するプロジェクト「男女共同参画社会推進」の主な
事業（平成20年度事業費・4月現計。千円）


	 　①　男女共同参画センター管理運営費（20,123）
	 　②　配偶者暴力防止対策推進事業（2,414）


岩手県


いわて男女共同参画プラン推進事業
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事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県地域振興部　地域振興支援室（定住交流担当）
	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5194　FAX 019-629-5219
	 　URL　http://www.pref.iwate.jp/~uji_turn/


事業の目的・効果
★	　市町村等と連携し、様々な技術やノウハウ、経験を


持つ団塊の世代を中心とした地域で求める人材の募集
とマッチングを促進し、いわてファンの拡大や定住・
交流人口の増加による地域の活性化を図る。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成18年度～平成22年度


事業地域
	 岩手県全域


総事業費
	 20,000千円（平成21年度事業）


事業の概要
★	1 　いわてファン∞（無限大）獲得作戦
	 　�　知事メッセージの送付、ホームページによる情報


発信、総合イベント開催等
	 2 　パートナー市町村拡大作戦
	 　�　定住・交流アドバイザー派遣、体験ツアーの造成


等
	 3 　ランクアップ作戦
	 　　首都圏相談会、人材マッチング DB 等
	 4 　スパイダース作戦
	 　�　定住交流サポートセンター・定住交流支援セン


ター、定住交流サポーターズ等


岩手県


いわてへの定住交流促進







138 生活・都市環境、住民参加


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県土木部　土木企画課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7457　FAX 024-521-7948


事業の目的・効果
★	　福島県は、縦横それぞれ3本の連携軸を有している。


その結節点上に、ヒューマンスケールの都市を中心と
した7つの生活圏づくりを進め、それらを「人」と「地
域」の可能性が最大限に発揮できるよう高速交通網で
結ぶことで多極ネットワークを形成して、「人間尊重」
や「環境との共生」という県づくりの基本理念に基づ
いた個性と魅力ある美しい地域づくりを進める。


事業期間・進捗状況
★	平成13 ～ 22（2010）年度（目標年度）


関連事業・計画
★	・新長期総合計画「うつくしま21」
	 　　（初年度・平成13年度、目標年度・平成22年度）
	 ・「うつくしま建設プラン21」
	 　　（初年度・平成13年度、目標年度：平成22年度）


事業地域
	 福島県


総事業費
	 未定


事業の概要
★	　基本目標である「ともに考え、ともにつくる美しい


県土」を達成するために、4つの柱を立てて各種施策を
実施する。


	 ①交流を促進するネットワークづくり
	 ・幹線道路網と地域道路網の整備
	 ・空港・港湾の整備
	 ②安全で安心できる生活環境づくり
	 ・安全、安心な生活環境づくり（治水施設整備など）
	 ・�身近な生活環境の質の向上（ユニバーサルデザイン


への対応など）
	 ・�維持管理の充実（道路、空港、河川、公園等の社会資


本の適正管理・維持）
	 ・危機管理対策の強化（防災機能の強化など）
	 ③個性と魅力あるうつくしいまち（地域）づくり
	 ・自然・景観との調和（環境との共生）
	 ・環境負荷を軽減する施策の推進（循環型社会の形成）
	 ・癒しの空間の形成
	 ・都市部の多様な豊かさを教授できる施策の推進
	 ・豊かな自然環境と強制した中山間地域の施策の推進
	 ④施策展開のしくみづくり
	 ・住民参加のしくみづくり
	 ・マネジメントサイクルの確立
	 ・技術の向上と人材育成
	 ・計画の進行管理


福島県


7つの生活圏と6本の連携軸







139 生活・都市環境、住民参加


事業主体
	 福島県、地球にやさしい＂ふくしま＂県民会議


問合せ先
★	福島県生活環境部環境共生課・企画調整部エネルギー


課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7813　FAX 024-521-7928


事業の目的・効果
★	　喫緊の課題である地球温暖化問題を解決するために


は、県民一人ひとりのライフスタイルの見直しを始め、
ワークスタイルの変革、廃棄物の減量化・リサイクル
の推進、新エネルギー・省エネルギー技術の向上とそ
の製品等の普及拡大、交通運輸対策、吸収源対策とし
ての森林整備等あらゆる分野での対策をより一層強化
していかなければなりません。


	 　そのためには、県民、事業者、民間団体、行政等あら
ゆる分野における各主体が、共通の認識の下、地球温
暖化の防止に向けた取組みを県民総参加型の運動（以
下「県民運動」という。）として展開していく必要があ
ります。


	 　こうしたことから、県民運動のリーディングプロ
ジェクトとして、「ふくしま環境・エネルギーフェア
2009」を開催し、新エネルギー、省エネルギー、廃棄物
の減量化・リサイクル等の環境・エネルギー関連産業
の最新技術や具体的な温暖化対策の取組みを紹介する
と同時に、地球温暖化に関するシンポジウム等を開催
し、県民運動としての盛り上げを図ります。


	 　また、本フェアを環境・エネルギー関連産業のネッ
トワークを構築するためのシンボル的事業としても位
置付け、環境・エネルギー分野での商品やサービスに
関する企業間のマッチング及び新規販路の開拓による
販売促進等により、関連企業のビジネスチャンス拡大
を図ります。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～平成22年度（3カ年）
	 平成21年度実施分
	 平成21年12月5日㈯～ 6日㈰　2日間


事業地域
	 ビッグパレットふくしま
	 　福島県郡山市安積町日出山字北千保19-8


総事業費
	 17,700千円（平成21年度）


事業の概要
★	平成21年度実施分
	 1 　ステージ式典
	 　⑴　オープニングセレモニー
	 　　・主催者挨拶、来賓祝辞
	 　⑵　表彰式
	 　　・�「もったいない絵画コンクール」、「高校生 CM


コンテスト」等の表彰
	 2 　展示ブース・コーナー等
	 　⑴　環境・エネルギー関連企業等の展示ブース
	 　　・�省エネルギー、新エネルギー、廃棄物の減量化・


リサイクル等、環境・エネルギー関連最新技術・
企業製品の紹介


	 　⑵　環境保全団体、大学・研究機関等の展示ブース
	 　　・普及啓発活動や導入事例等の紹介
	 　⑶　行政機関の PR ブース
	 　⑷　プレゼンテーションコーナー
	 　　・�企業や NPO が各々の事業や取組、研究内容な


どについて紹介、発表などを行うことができる
30席程度のスペース


	 　⑸　表彰ポスター等の展示コーナー
	 3 　シンポジウム・パネルディスカッション
	 　・温暖化関係講演
	 　・エネルギー関係講演
	 4 　企業等による新技術開発発表会
	 　・�企業、大学、研究機関等の研究成果や新製品、技


術開発の発表
	 5 　エコ体験コーナー
	 6 　ステージイベント
	 7 　飲食コーナー
	 8 　屋外イベント
	 　・電気自動車等の展示・試乗会　ほか


福島県


ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業







140 生活・都市環境、住民参加


事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県総務管理部　地域政策課交流・定住促進班
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5088　FAX 025-280-5227


事業の目的・効果
★	　団塊世代等の県外からの交流・定住を促進し、人口


増加による地域活性化を図るため市町村や関係団体で
構成するネットワークの取組を強化するとともに、ふ
るさと納税の導入を契機とした県ゆかりの人達との個
別具体的な繋がりを深め、ふるさと新潟との交流促進
に資する取組を実施する。


事業期間・進捗状況
★	　新・にいがた人応援事業等の他事業を再編し、平成


21年度から実施。


事業地域
	 主として首都圏などの県外在住者


総事業費
	 8,849千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	①　ふるさと新潟応援団への加入促進
	 　・�新潟を応援して頂ける方に「ふるさと新潟応援


団」の加入を働きかけ、県からは新潟の情報を定
期的に伝え、応援団員からは新潟の魅力を県外で
発信してもらい、新潟のイメージアップを図る。


	 ②　にいがた交流・定住促進ネットワークの強化
	 　・�官民連携による交流・定住促進ツアー等を実施す


る。
	 ③　ふるさと納税の促進
	 　・�20年度に引き続き、県出身者ゆかりの人達を中心


に働きかけていく。


新潟県


ふるさと新潟交流促進事業








141　地域連携パス定着支援事業
142　保険・医療・福祉地域連携情報共有促進事業


143　自殺対策推進事業
 ～いのちとこころ、支えるいわて～


151　仙台市すこやか子育てプラン推進事業


144　厚生連病院施設整備助成事業
145　心の健康づくり・自殺予防対策事業
152　子どもを生み育てることに係る
 　　　　　　　　経済的負担の軽減
153　こども総合支援エリア整備事業


146　ドクターバンク事業
147　がん医療高度化推進事業


154　次世代育成支援対策148　めざせ !!「健康にいがた 21」作戦
149　小児救急医療体制整備事業
150　勤務医ショートサポート事業
155　サテライト保育ママ事業
156　にいがたっ子すこやかパスポート


4.　医療 ･福祉







141 医療・福祉


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県健康福祉政策課　包括ケア推進グループ
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9281　FAX 017-734-8085


事業の目的・効果
★	（目的）
	 　医療機関の利用者が円滑に安心して日常生活に復帰
できるようにするため、二次保健医療圏における疾患
別ネットワーク形成を推進し、地域連携パスの活用促
進と定着を支援する。


	 ＊　地域連携パスの定義（path：道筋）
	 　�　「地域連携パス」とは、急性期から慢性期に至る医


療機関の連携パス（医療連携クリティカルパス）を
地域まで延長し、保健・福祉のサービスを連動させ
るもの。


	 （期待される効果）
	 ①　医療機関の利用者（患者・家族）
	 　・�入院してから在宅復帰するまでのおおよその流れ


が一目でわかることから、住宅復帰の準備が計画
的にできる。


	 　・�回復する目標が明確化されることから、目標達成
に向けて努力できる。


	 　・�提供されるサービスの流れを確認できる。
	 ②　保健・医療・福祉サービス提供者
	 　・�利用者の回復過程に関わるサービス提供者が情報


を共有することにより、サービスの適時性、適切
性、連続性等が確保できる。


	 　・�回復する目標を利用者と共有することにより、計
画的に良質のサービスを提供し評価することがで
きる。


事業地域
	 県内全域


総事業費


事業の概要
★	　地域連携パスの活用促進と定着を支援するための事
業を実施する。


	 ①　地域連携パス定着支援（津軽・西北五圏域）
	 　・検討組織の設置、開催
	 　・事例検討会等の開催　等
	 ②　地域連携パス評価会開催（県内全域）


青森県


地域連携パス定着支援事業







142 医療・福祉


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県健康福祉政策課　包括ケア推進グループ
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9281　FAX 017-734-8085


事業の目的・効果
★	　住民が住み慣れた地域で健やかに生活するためには
医療機関の機能分化と連携及び医療と介護の連携が重
要であることから、医療機関側の連携拠点である地域
医療連携室の活用等による情報共有活動を促進し、地
域連携体制をより一層強化する。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度から平成22年度


事業地域
	 県内全域


総事業費
	 5,600千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①�かかりつけ医から急性期を担う中核病院への情報提


供体制の構築
	 　�　救急搬送された中核病院の医師がかかりつけ医の


有する当該患者の情報を速やかに入手できる体制を
構築


	 ②病院管理者地域連携トップセミナーの開催
	 　�　病院管理者に対して地域連携の理解を深める機会


を提供し、地域連携の促進についての加速化を図る
	 ③職種間の意見交換会の開催
	 　�　医師や介護関係者等が情報共有のあり方について


の課題や今後の連携体制の強化に向けた方策を話し
合う


	 ④�保健・医療・福祉関係者の資質向上を図るための研
修会の開催


	 　　意識啓発及びスキルアップを目的に研修会を開催
	 ⑤�地域連携の拡充に向けた IT活用に関するあり方研


究
	 　�　包括ケアシステムの充実・発展を促進するため、


ITを活用した地域連携体制のあり方についての研
究


関連事業・計画
★	青森県基本計画未来への挑戦


青森県


保健・医療・福祉地域連携情報共有促進事業







143 医療・福祉


事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県保健福祉部　障がい保健福祉課（療育精神担当）
	 　〒020-8570 岩手県盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5450　FAX 019-629-5454


事業の目的・効果
★	　自殺対策アクションプラン（平成19年3月策定）に
基づき、総合的な自殺対策を進めることにより、平成
22年度までに自殺死亡率を全国平均値まで下げるこ
とを目指す。


	 　※平成18年自殺死亡率（厚生労働省人口動態調査統
計概数値、人口10万人対）


	 　　　岩手県　33.7　　全国24.0　　（単位：人）


事業期間・進捗状況
★	1　事業期間　：　平成18年度から平成22年度
	 2　プロジェクト事業に係る経過
	 　平成17年度
	 　○�北海道・北東北三県による共同事業として、うつ


啓発用教材の作成
	 　○自殺防止に係る有識者検討会、部内検討会の実施
	 　平成18年度
	 　○�自殺防止対策プロジェクトの実施（推進体制、普


及啓発、地域介入、遺族支援）
	 　○自殺対策アクションプランの策定
	 　平成19年
	 　○自殺防止対策プロジェクトの実施


事業地域
	 岩手県全域


総事業費
	 11,948千円（平成20年度事業費）


事業の概要
★	1 　官民一体となった自殺対策の取組み
	 　�　「岩手県自殺対策推進協議会」による「自殺対策ア


クションプラン」の推進
	 2 　地域、人など対象を絞った取組み
	 　⑴�　自殺多発地域におけるきめ細かいうつ予防教室


等の実施
	 　　・�ボランティアの養成、自殺対策のネットワーク


の強化等
	 　　・二戸地域を対象として実施するモデル事業
	 　⑵　事業所や失業者など職域等に対する普及啓発
	 　　・�事業所への出前講座、産業医等を対象にした研


修会、離職者のうつ病対策等
	 　⑶　自死遺族への支援の強化
	 　　・自死遺族交流会の開催等
	 3 　自殺予防情報センターの設置
	 　　・相談支援の実施
	 　　・連絡調整会議、人材養成研修の開催
	 4 　自殺対策緊急強化事業（基金事業）の実施


関連事業・計画
★	健康いわて21プランの「心の健康づくり」として自殺
予防を位置づけ


岩手県


自殺対策推進事業～いのちとこころ、支えるいわて～







144 医療・福祉


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県健康福祉部　医務薬事課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-1401　FAX 018-860-3883


事業の目的・効果
★	　地域の中核的な病院である厚生連病院の老朽化・狭
隘化が進んでいることから、その改築整備を支援する
ことにより、地域における医療提供体制を充実・強化
する。


事業期間・進捗状況
★	・平成元年8月：山本組合総合病院（能代市）
	 	 移転開院
	 ・平成6年11月：由利組合総合病院（本荘市）
	 	 移転開院
	 ・平成12年6月：秋田組合総合病院（秋田市）
	 	 移転開院
	 ・平成17年8月：雄勝中央病院（湯沢市）
	 	 移転開院
	 ・平成19年4月：平鹿総合病院（横手市）
	 	 移転開院
	 ・平成20年6月：鹿角組合総合病院（鹿角市）着工
	 	 （平成22年開院予定）


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 2,081,532千円（平成21年度予算（鹿角組合総合病院関
係））


事業の概要
★	①　厚生連病院の改築に伴う施設整備に対する助成
	 ②�　厚生連病院の改築に併せて整備する三次医療機能
（救命救急センター機能、周産期医療機能、地域療育
医療拠点機能）の広域的整備に対する助成


	 　（平成15年度以降）


関連事業・計画
★	　秋田県の地域医療において厚生連病院の果たす役割
は大きく、老朽化・狭隘化している同病院の改築は重
要な課題となっており、その支援について、「あきた
21総合計画」や「秋田県医療保健福祉計画」に重点施策
として位置づけ、三次医療機能の県北・県南地区への
広域的整備と併せ取り組んでいる。


秋田県


厚生連病院施設整備助成事業







145 医療・福祉


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県健康福祉部　健康推進課
	 　〒010-8570 秋田県秋田市山王4-1-1
	 　TEL 018-860-1422　FAX 018-860-3821


事業の目的・効果
★	　自殺による死亡率全国一という状況が続いているこ
とから、心の健康づくりに関する啓発や相談体制の強
化などの予防対策を実施し、自殺者の減少を図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成12年度：�「こころの健康づくり促進事業」として


啓発事業及び調査研究事業を実施
	 ・平成13年度：�「心の健康づくり・自殺予防対策事業」


に改称し、啓発事業を拡充したほか、
研修会等への講師派遣、病院・診療所
医師への研修、市町村モデル事業など
を追加


	 ・平成14年度：�啓発事業を更に拡充するとともに、相
談ネットワーク「心のセーフティネッ
ト」を新たに構築


	 ・平成15年度：�自殺予防リーフレットの県内全世帯配
布（40万部）


	 ・平成16年度：�遺族ケア研修会、メンタルヘルス研修
会の開催


	 ・平成17年度：�各地域振興局単位に自殺予防ネット
ワーク構築。強調期間（3ヶ月）を設定
して自殺予防キャンペーンを展開


	 ・平成18年度：�遺族ケア研修（教職員を対象）、いのち
の日「自殺対策新時代フォーラム
2006」秋田を開催


	 ・平成19年度：�市町村トップセミナーを開催、緊急自
殺予防策事業の実施（対策実施市町村
の拡大）、相談機関「あきたいのちのケ
アセンター」を開設


	 ・平成20年度：�経営者・事業主を対象とする「心の健
康等巡回相談会」を県内各地で開催（16
回）


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 21,668千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①　自殺予防に関する情報提供・啓発
	 　・�自殺問題への県民の理解をひろげるための自殺予


防キャンペーンや各種広報の実施
	 ②　心の健康のための相談体制の充実
	 　・�「あきたいのちのケアセンター」による自死遺族の


方々等からの相談の実施
	 　・�消費生活や法律・医療など各種相談窓口のネット


ワーク「ふきのとうホットライン」の連携・交流
	 ③　うつ病対策
	 　・�自殺につながる大きな要因であるうつ病への医療


関係者の対応力向上を図る研修会等の実施
	 ④　地域レベルでの予防事業の推進
	 　・�各地域において自殺予防活動に大きな役割を果た


す市町村及び民間団体の事業への補助


関連事業・計画
★	　自殺率の高い状況が続く本県にとって、自殺予防対
策は重要な県民の健康課題であり、「あきた21総合計
画」や「健康秋田21計画」における重要施策として位置
づけ、対策の充実に取り組んでいる。


秋田県


心の健康づくり・自殺予防対策事業
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県健康福祉部　健康福祉企画課
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2258　FAX 023-625-4294


事業の目的・効果
★	　勤務時間に制約のある女性医師、病院等を離退職し
た医師、山形県出身でUターンを希望する医師等が、
勤務条件に合った医療機関に円滑に就業できる体制を
構築することにより、山形県の医療提供体制の確保、
充実を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成18年度～（終了未定）


事業地域
	 山形県


総事業費
	 130,697千円のうち数（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　インターネットを活用して、県内の病院・診療所に
勤務を希望する医師の登録を行い、医師を必要として
いる医療機関に対し、紹介・幹施を行う。


関連事業・計画
★	医師確保対策事業


山形県


ドクターバンク事業
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県健康福祉部　保健薬務課
	 　〒990-8570 山形市松波二丁目8-1
	 　TEL 023-630-2313　FAX 023-632-8176


事業の目的・効果
★	　山形県がん対策推進計画（平成20年3月策定）に基
づき、がん診療連携拠点病院、地域の医療機関、医療
関係機関・団体等との連携・協力のもと、がん対策を
総合的かつ計画的に推進し、がん医療水準の高度化及
び均てん化を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～（終了未定）


事業地域
	 山形県


総事業費
	 30,450千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	1）�　都道府県がん診療連携拠点病院による「山形県が


ん診療連携協議会」の運営、緩和ケア研修会の開催
等に対する助成


	 2）�　地域がん診療連携拠点病院が実施する、がん医療
従事者研修、相談支援センター運営、院内がん登録
等に対する助成


	 3）�　がん患者在宅療養支援の推進に向けた保健・医療・
福祉関係機関等によるモデル的な連携体制の整備


	 4）�　がんの予防からがん医療に関する知識の県民への
普及啓発


	 5）�　がん実態調査（地域がん登録）によるがん発症動
向等の把握


	 6）�　がんの診断・治療の向上を図るためのがんネット
の運営


	 7）　本県のがんの実態を踏まえた疫学研究等


関連事業・計画
★	　がん医療水準の向上及び均てん化の推進は、山形県
がん対策推進計画における重点課題に位置付けている。


	 ＜がん医療に関する重点課題＞
	 ○�放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門


的に行う医療従事者の育成
	 ○緩和ケアの推進及び在宅医療の推進
	 ○相談支援及び情報提供の充実・強化
	 ○がん登録の推進


山形県


がん医療高度化推進事業
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事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県　福祉保健部　健康対策課、障害福祉課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5198（健康対策課直通）
	 　TEL 025-280-5201（障害福祉課直通）


事業の目的・効果
★	　すべての県民が健やかで心豊かに生活できる社会の
実現のため、県民一人ひとりの自覚と実践を基本とす
る生涯を通じた健康づくりを推進する。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度
	 ・�生涯を通じた健康づくりを推進するため、生活習慣


病予防事業、がん予防事業等を適宜実施
	 ・�がん予防総合センターにおけるがん精密検診関連機


器整備
	 ・�地域及び職域での自殺予防対策事業の実施


関連事業・計画
★	・新潟県健康福祉ビジョン
	 ・新潟県地域保健医療計画（第4次）


事業地域
	 新潟県


総事業費
	 150,786千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	1 　生活習慣病予防対策推進事業
	 　�　生活習慣病を予防するため、県民の健康づくりに


対する意識を高め、健康づくり関係機関と連携を図
り、生活習慣の基礎となる運動習慣の普及定着、食
育、たばこ対策を推進する。


	 2 　がん予防・医療推進事業
	 　�　がん対策の推進を図るため、がん罹患状況の把握、


がん予防の普及啓発を実施する。
	 3 　がん予防総合センター設備整備事業
	 　�　がん一次予防からがん精密検査に至る総合的なが


ん予防対策を実施しているがん予防総合センターの
機器整備を行い、がん精密検査の精度を向上するこ
とにより、がん死亡率の減少を図る。


	 4 　自殺率ワースト10脱出事業
	 　�　地域における自殺予防対策の取組を支援するとと


もに、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応、
自殺が発生した後等事後対応の各段階に応じた取組
を総合的に行うことにより、自殺率の低下を図る。


新潟県


めざせ !!「健康にいがた21」作戦
（生活習慣病予防対策推進事業、がん予防・医療推進事業、


がん予防総合センター設備整備事業、自殺率ワースト10脱出事業）
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事業主体
	 新潟県、市町村


問合せ先
★	新潟県福祉保健部　医務薬事課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5183　FAX 025-285-5723


事業の目的・効果
★	　小児の急病時の対応等について保護者への啓発を行
うとともに、小児救急医療体制の充実を図る。


事業期間・進捗状況
★	（丸数字は「事業の概要」の番号）
	 ①②：平成16年度～
	 ③　：平成17年度～
	 ④　：平成18年度～


関連事業・計画
★	新潟県健康福祉ビジョン
	 新潟県地域保健医療計画（第4次）


事業地域
	 新潟県


総事業費
	 45,918千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	①　小児救急医療電話相談
	 　�　休日夜間の小児患者の保護者等の不安を解消する


ため、看護師（必要に応じて看護師に小児科医がア
ドバイス）による電話相談を実施


	 ②　小児救急診療医師研修
	 　�　小児科以外の医師に対して小児患者への対応力強


化のための研修を実施
	 ③　24時間小児救急医療体制整備推進
	 　�　複数の市町村が共同して行う広域的な小児患者受


入体制構築を支援
	 ④　小児救急医療支援
	 　�　休日夜間の診療体制を確保するため、小児科専門


医による病院群輪番制に参加している病院に対し、
運営費の一部を市町村を通じて補助


新潟県


小児救急医療体制整備事業
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事業主体
	 新潟県医師会・新潟県


問合せ先
★	新潟県福祉保健部　医務薬事課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5960　FAX 025-285-5723


事業の目的・効果
★	　へき地等の病院及び診療所の勤務医が、学会出張等
により不在となる期間について地域医療を支援し、勤
務医の負担軽減をを図る。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～（終了時期未定）


事業地域
	 新潟県


総事業費
	 720千円（平成21年度当初）


事業の概要
★	　新潟県医師会がへき地等で働く勤務医の負担軽減を
図るために創設する「ドクターショートサポートバン
ク」制度に対し、新潟県が補助により支援をするもの。


	 　開業医や退職医師に「ドクターショートサポートバ
ンク」に登録してもらい、へき地などの医療機関の要
請に応じ、勤務医が出張等により不在になる期間に、
代替医師として短期派遣する。


特記事項
★	新潟県医師会が創設する「ドクターショートサポートバンク」は都道府県医師会としては全国初の取り組み。


新潟県


勤務医ショートサポート事業
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事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市子供未来局　子供企画課
	 　〒980-8671 仙台市青葉区国分町3丁目7-1
	 　TEL 022-214-8201　FAX 022-214-5010


事業の目的・効果
★	　子供の産み育てやすい環境づくりを進めるととも
に、次世代を担う子供達が元気で健やかに育つことが
できるよう、家庭における子育てを地域社会全体で支
える取組を推進するとともに、多様な働き方を支える
子育て支援サービスを拡充し、また困難な状況にある
子供や家庭を支える取組を推進する。


事業期間・進捗状況
★	平成9～ 21（2009）年度
	 ・平成14年2月：�第2期行動計画・新保育所等整備5か


年計画策定
	 ・平成14年6月：親子こころのクリニック開設
	 ・平成16年1月：�子育てふれあいプラザ「のびすく仙


台」開設
	 ・平成17年3月：第3期行動計画策定
	 ・平成19年1月：�第3期行動計画に掲げた施策のうち、


緊急性の高い事業で主に平成19年度
に取り組むものを「仙台市緊急少子
化対策『子育て支援アクションプロ
グラム』」として策定


	 ・平成21年1月：�保育需要の急増を踏まえ、子供の健
やかな育成と保護者が安心して利用
できる保育サービスの量的拡大を図
る「保育サービスの拡充に向けた緊
急整備計画」を策定


	 ・平成21年4月現在：�児童館等数100、認可保育所数
117、認可保育所入所児童数
11,597


関連事業・計画
★	・仙台まなびの杜21（仙台市教育ビジョン）
	 ・男女共同参画せんだいプラン
	 ・いきいき市民健康プラン　等


事業地域
	 仙台市


総事業費
	 30,312,777千円（金額は、子供未来局所管分の平成21
年度事業費）


事業の概要
	 ⑴�　子供が明るく心豊かに育つまちづくり（平成21年


度事業費：3,667,578千円）
	 　�　児童館運営管理、福祉施設等措置委託費、児童館


等整備、マイスクール児童館運営管理、児童相談所
運営　等


	 ⑵�　子育てが安心してできるまちづくり（平成21年度
事業費：15,895,977千円）


	 　�　児童手当支給、児童扶養手当支給、乳幼児医療費
助成、健康診査、小児慢性特定疾患対策事業、幼稚
園就園奨励費補助、妊産婦・乳幼児等訪問指導　等


	 ⑶�　子育てと仕事が両立できるまちづくり（平成21年
度事業費：10,749,222千円）


	 　�　保育基盤の整備・拡充、多様な保育サービスの拡
大、保育サービスの質の向上、放課後児童健全育成
事業、放課後子どもプラン推進事業、少子化社会に
おける仕事と家庭の両立支援促進


宮城県


仙台市すこやか子育てプラン推進事業







152 医療・福祉


事業主体
	 秋田県、市町村


問合せ先
★	・秋田県健康福祉部　子育て支援課
	 　　〒010-8570 秋田県秋田市山王4-1-1
	 　　TEL 018-860-1342　FAX 018-860-3844
	 ・秋田県健康福祉部　長寿社会課
	 　　TEL 018-860-1353　FAX 018-860-3867
	 ・秋田県健康福祉部　健康推進課
	 　　TEL 018-860-1426　FAX 018-860-3821


事業の目的・効果
★	　依然として続く少子化傾向に歯止めをかけるため、
出産や子育てに要する経済的負担を軽減し、安心して
子どもを生み育てることができる環境づくりを進め
る。


事業期間・進捗状況
★	①平成3年7月：第3子以降の保育料等への助成開始
	 ②平成12年8月：�乳幼児医療費助成の対象を未就学児


に拡大
	 ③平成13年4月：�第3子以降の大学生等への奨学金貸


与を開始
	 ④平成15年4月：�保育料の助成対象に第1子0歳児を


追加。妊婦健診への助成開始
	 ⑤平成16年7月：�不妊治療（体外受精、顕微授精）に要


する治療費への助成開始
	 ⑥平成17年8月：�保育料を半額助成とし、助成対象を


1歳～就学前の幼児に拡大
	 	 �0歳児に対する乳児養育支援（月額1


万円支給）の開始
	 ⑦平成18年4月：�すこやか奨学金の支給対象を、「第3


子以降の者」に、「その兄弟姉妹」を
追加


	 ⑧平成20年4月：�乳児養育支援の対象を平成20年4月
1日以前生まれの0歳児とし、月額
5,000円に見直し


	 ⑨平成21年4月：�すこやか奨学金を秋田育英奨学金と
統合の上廃止。乳児養育支援を廃止


	 ⑩平成21年8月：�保育料の助成対象に0歳児を追加し、
所得階層別の助成率を導入して、前
年の所得税非課税世帯は1/2助成。
課税世帯は1/4助成


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 （平成21年度当初予算）
	 ①すこやか子育て支援事業（子育て支援課）
	 　　　：1,608,136千円
	 ②福祉医療費（未就学児）補助事業（長寿社会課）
	 　　　：515,786千円
	 ③母体健康増進支援事業（健康推進課）
	 　　　：186,225千円
	 ④�幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業（健


康推進課）
	 　　　：31,145千円
	 　　　（特定不妊治療費助成等）


事業の概要
★	①�　すこやか子育て支援事業：0歳～就学前の子ども


の保育料に対する助成
	 ②�　福祉医療費（未就学児）補助事業：医療費に対する


助成（対象者：小学校入学前の子ども）
	 ③�　母体健康増進支援事業：妊婦健診に対する助成（一


般健診、歯科健診）
	 ④�　幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業：


不妊治療に要する治療費への助成（対象者：体外受
精、顕微授精を受けた夫婦）や不妊専門相談等


関連事業・計画
★	　希望する数の子どもを生み育てることができるよう
な子育て支援策は、秋田県にとって最重要課題であり、
特に子育ての経済的負担の軽減策については、県民
ニーズも高く、県の総合計画である「あきた21総合計
画」や県の次世代育成支援行動計画である「あきたわ
か杉夢っ子プラン」で重要施策として位置づけ、その
充実に取り組んでいる。


秋田県


子どもを生み育てることに係る経済的負担の軽減







153 医療・福祉


事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	・秋田県健康福祉部　障害福祉課
	 　　〒010-8570 秋田県秋田市山王4-1-1
	 　　TEL 018-860-1335　FAX 018-860-3866
	 ・秋田県教育庁　総務課施設整備室
	 　　〒010-8580 秋田県秋田市山王3-1-1
	 　　TEL 018-860-5116　FAX 018-860-5886


事業の目的・効果
★	　乳幼児期から学齢期まで一貫した療育体制とするた
め、県内の2療育機関の再編・整備を進めるとともに、
障害の多様化に対応するため、発達障害者支援セン
ターを設置する。


	 　障害児療育機関と特別支援学校を隣接し、併せて総
合相談体制を整備して、広く子どもに対する総合的支
援の充実を図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成17年11月：基本構想策定
	 ・平成18 ～ 19年度：基本・実施設計
	 ・平成20年度～：工事着手
	 　（平成22年4月開設・開校予定）


事業地域
	 秋田県


総事業費
	 健康福祉部：3,273,149千円（平成21年度予算）
	 教育庁　　：3,886,148千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	①�　心身障害児総合通園センターと肢体不自由児施設


の再編・整備と、発達障害者支援センター、総合相談・
地域療育支援センターの整備。


	 ②�　2つの肢体不自由児養護学校の再編・整備と、盲
学校と聾学校の移転整備。


関連事業・計画
★	　本県にとって、障害者のライフステージに応じた支
援機能の充実や、障害の重度・重複化、多様化に対応
するための総合支援による特別支援教育の推進は重量
な課題となっており、「あきた21総合計画」に重点施
策として位置づけ、施策の充実に取り組んでいる。


秋田県


こども総合支援エリア整備事業







154 医療・福祉


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県保健福祉部　子育て支援課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7198　FAX 024-521-7747


事業地域
	 福島県


総事業費
	 9,020,326千円


事業の目的・効果
★	　深刻化する少子化問題に対し、部局連携によりそれぞれの課題に対応するため、次世代育成支援対策推進法に基
づく行動計画（うつくしま子ども夢プラン）に基づき事業を構築。


福島県


次世代育成支援対策







155 医療・福祉


事業主体
	 市町村


問合せ先
★	新潟県福祉保健部　児童家庭課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5215　FAX 025-281-3641


事業の目的・効果
★	　多様化する保育ニーズへ対応し、ゆとりある子育て
時間を過ごすことのできるよう、地域での子育て支援
の一環として実施するものとし、①職業生活と家庭生
活の両立支援、②ゆとりある子育て時間の創出及び、
③子育て中核施設としての保育所の機能強化を通じ地
域の子育て力のアップを図るもの


事業期間・進捗状況
★	　今年度は、1箇所程度の保育所で実施する予定


事業地域
	 新潟市を除く全県域


総事業費
	 700千円


事業の概要
★	事業主体：市町村
	 実施場所：私立保育所
	 　保育士又は看護師の有資格者を「サテライト保育マ
マ」として、私立保育所が雇用し、保育に欠ける欠けな
いに関わらずすべての子どもを対象に、臨時的に①延
長保育、②休日保育や一時保育を保育ママの居宅等で
行う。


	 　県は、これに要する費用の一部を補助するもの


新潟県


サテライト保育ママ事業







156 医療・福祉


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市健康福祉部　こども未来課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-226-1193（直通）　FAX 025-228-2197


事業の目的・効果
★	目的：�企業と行政との連携により子育て家庭を応援す


るとともに、子育てを社会全体で支えていこう
という気運の醸成を図る。


事業期間・進捗状況
★	事業開始：平成20年4月。
	 事業期間：4年後の平成24年3月末まで。


特記事項
★	・対象世帯に、市が直接郵送。（申請行為は不要）
	 ・�協賛店とそのサービス内容の一覧を、区役所・公民


館・図書館・地域保健福祉センターなど公共施設に
設置し、周知を図っている。


事業地域
	 新潟市内全域


総事業費
	 初年度
	 　�全世帯へのカード作成（約8万4千人、約5万5千世


帯分）、郵送料、その他　約1200万円
	 平成21年度以降
	 　新規対象世帯へのカード作成、郵送料、その他
	 　約500万円見込み


事業の概要
★	・�本事業の趣旨に協賛いただいた店舗に、本市より送


られたカード（すこやかパスポート）を提示するこ
とにより、各店舗で定めたサービスを受けられる。


	 ・�市は、対象とする小学6年生以下の子どものいる全
世帯にカードを発行し、協賛店の提供サービス内容
等を、HP（携帯サイト・インターネット）や、一覧
紙で周知に努める。


関連事業・計画
★	　新潟市すこやか未来アクションプラン（次世代育成
支援対策行動計画）で企業との連携による子育て支援
を位置づけている。


新潟県


にいがたっ子すこやかパスポート








157　命を大切にする心を育む県民運動推進事業
158　あおもりっ子育みプラン 21（少人数学級編制）
169　新青森県総合運動公園整備事業


159　すこやかサポート推進事業
160　学習定着度状況調査


161　県立高校将来構想推進事業
162　個性かがやく高校づくり推進事業
163　医療的ケア推進事業
170　仙台城跡整備事業
171　仙台国際音楽コンクール（SIMC）


164　山形県における「少人数教育」
 （小・中学校「教育山形『さんさん』プラン」）


165　声楽アンサンブルコンテスト全国大会
167　南会津学習サポート事業
168　LD等の中高連携型生徒支援事業
172　双葉地区教育構想推進事業


166　いじめ根絶県民運動
 ストップ・ザ・いじめ
173　新埋蔵文化財センター建設事業


5.　教育、文化 ･スポーツ







157 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県環境生活部　青少年・男女共同参画課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9226　FAX 017-734-8050


事業の目的・効果
★	　次代を担う子どもたちが、命を大切にし、他人への
思いやりをもち、たくましく健やかに生きていくこと
を推進する。


事業期間・進捗状況
★	平成16年度
	 6月：庁内推進本部設置
	 8月：県民運動推進会議設立総会、大会開催
	 平成17年度～
	 ・命を大切にする心を育む声かけ事業
	 ・県民運動推進会議総会、フォーラム開催等
	 平成19年度～
	 ・�命を大切にする心を育む声かけリーダー地域定着事


業
	 ・命を大切にする心を育む絵本で培う家族の絆事業
	 平成21年度～
	 ・命を大切にする心を育む同世代応援事業
	 ・命を大切にする心を育む実体験事業


事業地域
	 青森県


総事業費
	 11,335千円（平成21年度予算）


事業の概要
★	　次代を担う子どもたちが、命を大切にし、他人への
思いやりをもち、たくましく健やかに生きていくこと
を推進するため、平成16年6月に庁内推進本部を設置
し、関係団体が県民運動推進会議会員として、県民運
動を展開。（平成21年3月現在会員数：1,238団体）


	 ・�平成17年度から「声かけリーダー」を認定し、大人
と子どもたちが互いに声をかけ合い、社会全体で子
どもの命を大切にする心を育む事業や県民運動
フォーラム、大人と子どもが本音で語り合うワーク
ショップ等を実施。


青森県


命を大切にする心を育む県民運動推進事業







158 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 青森県教育委員会


問合せ先
★	青森県教育庁　教職員課　小中学校人事グループ
	 　〒030-8540 青森市新町2丁目3-1
	 　TEL 017-734-9894　FAX 017-734-8274


事業の目的・効果
★	　子どもたち一人ひとりを大切にして一人ひとりが輝
く教育を推進し、きめ細かな学習指導や生活指導を行
うため、学校生活の最初の時期である小学校1・2年生、
および学級担任制から教科担任制への移行など学習環
境が大きく変化する中学校1年生を対象にして、33人
の少人数学級編制を実施するとともに、小学校1年生
または2年生を含む人数の多い複式学級に非常勤講師
を増配置し、異なる学年を対象に指導する複式学級の
指導の充実を図るものである。


事業期間・進捗状況
★	平成14（2002）年度～
	 ⑴少人数学級編制
	 ・平成14年度：�小学校1年と中学校1年の大規模校で


実施
	 ・平成15 ～ 21年度：�小学校1・2年と中学校1年で実


施
	 ⑵複式学級の指導の充実
	 ・平成14 ～ 21年度：�小学校1年または2年を含む複式


学級で実施


事業地域
	 青森県


総事業費
	 666,652千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	⑴少人数学級編制
	 小学校1・2年
	 　・学年2学級以上で33人の学級編制
	 	 →　臨時講師を配置
	 　・学年1学級で34人以上の学級
	 	 →　非常勤講師を配置
	 中学校1年
	 　・学年2学級以上で33人の学級編制
	 	 →　臨時講師を配置
	 ⑵複式学級の指導の充実
	 　�小学校1年生は7～ 8人、または2年生は15 ～ 16人


の人数の多い学級
	 	 →　非常勤講師を配置


関連事業・計画


青森県


あおもりっ子育みプラン21（少人数学級編制）







159 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 岩手県教育委員会


問合せ先
★	岩手県教育委員会事務局　教職員課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-6128　FAX 019-629-6134


事業の目的・効果
★	　児童に対するきめ細かな指導を行い、子どもの個性
や能力を十分に生かした教育を推進する。


事業期間・進捗状況
★	　平成14年度に小学校1年生30人超学級を対象に非
常勤講師を配置。平成15年度からは1年生25人超学
級へ対象を拡大。18年度は1年生30人超の学級、2年
生35人超の学級及び14 ～ 16人複式学級に配置。19・
20年度は、1年生30人超の学級及び14 ～ 16人複式学
級に配置。21年度は、1～ 6年生30人超の学級を1～
5有する学校及び14 ～ 16人複式学級を有する学校に
配置。


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 268,584千円（平成21年度）


事業の概要
★	　小学校における基本的生活習慣の定着と基礎学力の
向上、多人数の複式学級における複式指導の改善と学
力向上を図るため、1～ 6年生で30人超の学級を1～
5有する学校及び14 ～ 16人複式学級を有する学校に、
小学校免許を有する非常勤講師を配置し、授業や学級
経営の補助に当たる。


関連事業・計画
★	　小学校1・2年生で35人の少人数学級を実施（給与費
対応）


	 　（※1年生は18年度から、2年生は19年度から）


岩手県


すこやかサポート推進事業







160 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 岩手県教育委員会


問合せ先
★	岩手県教育委員会事務局　学校教育室
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-6139　FAX 019-629-6144


事業の目的・効果
★	　子どもたちの学習に係る基礎・基本の確実な定着と
個々の能力を伸ばす教育に取組む。


事業期間・進捗状況
★	平成20年10月に調査実施、その後、12月に事後指導
の手引きを発行


関連事業・計画
★	≪児童生徒の学力向上に係る主な事業≫
	 　・いわて進学支援ネットワーク事業	（22百万円）
	 　・英語力向上プロジェクト事業	 （7.7百万円）


事業地域
	 岩手県


総事業費
	 16,046千円（平成21年度）


事業の概要
★	・�小学校4年生から中学校2年生までの全員（小6を除


く。）を対象に学習定着度の調査を行う。
	 ・�学習指導の改善の方向性を示した資料を作成し、各


学校においてそれに基づいた再指導を行うことによ
り、児童生徒の学力向上を図る。


	 　　小学4・5年生（国語・算数）
	 　　中学1年生（国語・数学・英語）
	 　　中学2年生（国語・社会・数学・理科・英語）


特記事項
★	　岩手県教育委員会では、昭和56年度から県内小・中
学校児童生徒の学習の実現状況を把握し、指導の改善
に資するために「学習状況調査」を実施してきている。


岩手県


学習定着度状況調査







161 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 宮城県教育委員会


問合せ先
★	宮城県教育庁　高校教育課
	 　〒980-8423 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-3711　FAX 022-211-3696


事業の目的・効果
★	　「県立高校将来構想」は本県高校教育の一層の充実を
目指し、生徒の興味・関心、進路意識の多様化、今後の
生徒数減少、さらには男女共同参画社会に向けた取組
み等、時代の要請に対応した高校教育改革の方向性を
示すものである。


	 　本構想を推進することにより、新しいタイプの学校
や特色ある学科など、魅力と活力のある高校づくりを
進めることができる。


事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成22（2010）年度まで
	 経緯・進捗状況：
	 　平成13 ～ 17年度　前期再編
	 　（統合、昼夜間開講型単位制高校への改編）
	 　平成18 ～ 22年度　後期再編
	 　（�統合、昼夜間開講型単位制高校への改編、定時制高


校の統合、小規模校の再編）
	 ・男女共学化の推進（別学校22校のうち、15校共学化）
	 ・県立高校組織編制計画の策定


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 3,588,646千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　「県立高校将来構想」の具現化に向け、次の取組みを
実施する。


	 ①�　生徒の多様な個性や特性に対応した魅力ある高校
づくり（特色ある学科の設置、多様な科目の開設、
類型制の導入等）


	 ②　生徒数の減少に対応した学級減及び学校再編
	 ③　開かれた学校づくり
	 ④　男女共学化の推進


関連事業・計画
★	中高一貫教育推進事業


宮城県


県立高校将来構想推進事業







162 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 宮城県教育委員会


問合せ先
★	宮城県教育庁　高校教育課
	 　〒980-8423 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-3624　FAX 022-211-3696


事業の目的・効果
★	（事業の目的）
	 　生徒の「生きる力」を育むため、学校が自校の取り組
むべき課題等を明確にし、その解決に向けて、教職員
が提案したアイディアをもとに創意と工夫ある教育活
動を展開し、その取組状況を公開することにより、県
全体の学校教育のレベルアップと活性化を図る。


	 （期待される効果）
	 ・教職員の潜在能力の発掘と意欲の高揚
	 ・学校課題の掘り起こしと課題認識の深化
	 ・迅速な課題解決
	 ・�生徒が「生きる力」を身に付けるための各種教育活


動の工夫・改善


事業期間・進捗状況
★	（事業期間）
	 　平成19年度から平成21年度まで
	 （経緯・進捗状況）
	 　平成17年度に終期を迎えた学校活性化プロポーザ
ル事業で学校現場に根付き始めたプロポーザル型の学
校づくりをさらにステップアップして定着させる必要
がある。


	 　平成21年度の各指定校が各高校の課題解決に向け
て動き始めたところであるが、今後、自己評価等をと
おし、その成果等について県内に普及を図る。


関連事業・計画
★	　本事業は、進学に特化しない特色ある学校づくりを
主なねらいにしており、進学重視の特色ある学校づく
りを推進するための「進学指導拠点形成事業」と対を
なすものであり、これらを2本立てとすることで、県
内すべての県立高校を対象とすることができ、教職員
の意欲の向上への効果が期待できる。


特記事項
★	　平成22年度　新事業に向けて、準備を進める。


事業地域
	 宮城県


総事業費
	 6,088千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
	 H.19 ～ 21年度（以下の表：□はH19 ～ 21指定校、■
はH20 ～ 21指定校、○はH21指定校）


　※中新田は平成21年度未実施
No 学校名 内　　　　　容
1 □鹿島台商業 地域、企業との連携による実践的な起業家教育
2 □水産 海洋系大学との連携による水産スペシャリ


ストの育成
3 □迫桜 「1年生問題」についての支援プロジェクト
4 □宮城広瀬 NPO等の外部講師とのコラボ授業による


学力向上
5 □松山 基礎学力養成と地域連携による学習システ


ム構築
6 □中新田 基礎学力養成と地域連携による学校活性化


の取組
7 □仙台第一 教科指導力向上と進路意識の高揚による難


関大突破
8 □泉館山 教科指導力向上と生徒の進路意識の深化を


促す指導
9 ■角田 米国姉妹校との交流による国際理解教育の充実
10 ■白石工業 地域連携循環型教育システムを活用した高


校づくり
11 ■村田 基礎学力、進路選択能力、問題解決能力の育成
12 ■一迫商業 体系的キャリア教育の充実・発展
13 ■米山 基礎学力向上、教員の生徒理解・指導力の向上
14 ○第二女子 探求型カリキュラムの研究開発事業
15 ○多賀城 「学習カルテ」開発についての支援プロジェクト
16 ○仙台向山 中・高連携による授業力アッププログラム
17 ○伊具 家庭・地域との連携により、学ぶ意欲の向上
18 ○女川 地域支援による高校づくりプログラム


宮城県


個性かがやく高校づくり推進事業







163 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 宮城県教育委員会


問合せ先
★	宮城県教育庁　特別支援教育室
	 　〒980-8423 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL 022-211-3714　FAX 022-211-3691


事業の目的・効果
★	　医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する県立特
別支援学校において、児童生徒の健康の維持・増進及
び安全な学習環境の整備を図り、もって児童生徒の教
育の充実を図ることを目的とする。


事業期間・進捗状況
★	・平成9年度：利用者数10名（学校数4校）
	 ・平成10年度：利用者数17校（同3校）
	 ・平成11年度：利用者数25名（同8校）
	 ・平成12年度：利用者数34名（同8校）
	 ・平成13年度：利用者数44名（同10名）
	 ・平成14年度：�利用者数51名（同10校）、派遣看護師


数29名
	 ・平成15年度：�利用者数64名（同10校）、派遣看護師


数35名
	 ・平成16年度：�利用者数64名（同10校）、派遣看護師


数39名
	 ・平成17年度：�利用者数69名（同10校）、派遣看護師


数39名
	 ・平成18年度：�利用者数60名（同9校）、派遣看護師数


38名
	 ・平成19年度：�利用者数55名（同10校）、派遣看護師


数37名
	 ・平成20年度：�利用者数58名（同11校）、派遣看護師


数36名
	 ・平成21年度：�利用者数55名（同11校）、派遣看護師


数34名、雇用看護師数1名


事業地域
	 宮城県立特別支援学校


総事業費
	 93,142千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　平成9年度から、訪問看護ステーション運営法人と
委託契約を締結し、医療的ケアを必要とする児童生徒
が通学する県立特別支援学校へ訪問看護師を派遣して
いる。また、平成16年度から養護教諭を複数配置して
いる学校のうち6校を指定校とし、巡回指導医と訪問
看護師による支援体制のもと、看護師資格を有する養
護教諭が医療的ケアを実施している。さらに、平成19
年度から、校内支援体制が整備されている学校を推進
校とし、厚生労働省から許容されている2行為につい
て教員も実施している。なお、平成21年から看護師を
直接雇用し医療的ケアを実施することを視野に入れ、
1校でモデル的に実施している。


特記事項
★	・�当事業は平成19年度から「要医療行為通学児童生徒


学習支援事業」と「養護学校医療的ケア支援事業」を
一本化した。


	 ・�訪問看護ステーションから訪問看護師を学校に派遣
する「要医療行為通学児童生徒学習支援事業」は、平
成9年度に全国に先駆けて開始した。


宮城県


　医療的ケア推進事業







164 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 山形県、市町村


問合せ先
★	山形県教育庁　義務教育課
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2866　FAX 023-630-2774


事業の目的・効果
★	　少人数学級編制によるきめ細かな指導のもと、基礎・
基本の徹底と多様な学習活動の展開を図るとともに、
子どもと教師の信頼関係を深め、子ども同士の関わり
を充実させ、いじめ・不登校など今日的な教育課題の
解決を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成14年度～
	 ・平成14年度：小学校1年～ 3年で実施
	 ・平成15年度：小学校1年～ 5年で実施
	 ・平成16年度：小学校1年～ 6年で実施
	 ・平成17年度：�小学校1年～ 6年、中学校1年で実施
	 ・平成18年度～平成20年度：平成17年度と同じ
	 ・平成21年度：�小学校1年～ 6年、中学校1年～ 2年（一


部）で実施


事業地域
	 山形県


総事業費
	 ・平成14年度：398,896千円
	 ・平成15年度：820,029千円
	 ・平成16年度：545,745千円
	 ・平成17年度：474,278千円
	 ・平成18年度：421,425千円
	 ・平成19年度：383,855千円
	 ・平成20年度：367,696千円
	 ・平成21年度：640,170千円のうち数（当初予算）


事業の概要
★	　小・中学校において、児童・生徒数34人以上の学級
が複数ある学年については、教員を配置して1学級21
人から33人の学級編制とし、1学級のみの学年につい
てもチームティーチング等の少人数指導ができる教員
配置とする。


山形県


山形県における「少人数教育」
（小・中学校「教育山形『さんさん』プラン」）







165 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県企画調整部　文化スポーツ局　文化振興課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7154　FAX 024-521-5677


事業の目的・効果
★	　音楽を創りあげるもっとも基礎となる要素「アンサ
ンブル」に焦点をあて、全国からトップレベルの声楽
アンサンブルグループが参加するコンテストを開催
し、日本の合唱レベルの向上を図るとともに、音楽文
化の振興発展に寄与し、歌うことの楽しさを全国に発
信する。


事業期間・進捗状況
★	　平成16年度に制定された、「福島県文化振興条例」
に基づき、県民の文化生活を向上させ、全国各地との
文化交流を密にするための事業の1つ。平成19年度に
第1回大会を開催し、平成21年度は、平成22年3月20
～ 22日に開催される。


	 　豊かな音楽性にあふれたコンテストを開催するた
め、県合唱連盟やマスコミの関係者、学識経験者等で
構成する実行委員会を組織し、行政と民間が知恵を出
し合いながら運営している。


事業地域
	 福島市（全国各県代表出場）


総事業費
	 13,345千円


事業の概要
★	　音楽表現の根源に関わる「アンサンブル」を競い合
う全国大会。中学校部門・高等学校部門・一般部門の
3部門から構成。各部門の金賞受賞団体（各3団体）に
よる本選を実施し、総合優勝者を決定する。出場は、
各都道府県合唱連盟推薦と、公募による方法がある。


福島県


声楽アンサンブルコンテスト全国大会







166 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県教育庁　義務教育課いじめ等対策・人権教育班
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5607　FAX 025-285-8087


事業の目的・効果
★	いじめ根絶に向けて、学校の取組に加え、「いじめは
許されない行為である」、「いじめられている子どもた
ちを大人が守る」などのメッセージを社会全体で伝え、
県民が一体となった総ぐるみの運動を展開し、いじめ
根絶の気運を醸成する。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～


事業地域
	 新潟県


総事業費
	 19,609千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	　平成21年度は「絆」をテーマに、以下の三つの柱か
らいじめ根絶県民運動を展開する。


	 ＜いじめ根絶にいがた県民会議＞
	 ・�県民全体にいじめ根絶の気運を醸成することが重要


と考え、県議会や学校関係者、保護者団体、経済界、
マスコミ等、約50の県内各界の幅広い機関・団体を
もって県民会議を構成し、「いじめ根絶強調月間（6
月、10月）」の設定、いじめ根絶を啓発する懸垂幕の
掲示及び「いじめ根絶県民の集い」、「いじめ根絶ス
クール集会」「深めよう『絆』メッセージ＆コンサー
ト」等の開催


	 ・�趣旨に賛同する個人、企業・団体等がサポーターと
して協力し、テレビ・ラジオ・新聞等でのキャンペー
ンの実施


	 ＜学校の取組＞
	 ・�各学校では、「いじめ防止学習プログラム」及び「中


1ギャップ解消プログラム」を基に自校プランを作
成し、学校・家庭・地域が一体となって、いじめ根絶
の取組の推進。平成21年度の重点は、人間関係づく
りの能力を中心にした児童生徒の社会性の育成


	 ＜支援体制の整備＞
	 ・�「24時間いじめ相談電話」の設置。学校の緊急対応


時及び市町村への指導、支援を行う「総合支援チー
ム」の設置。また、「全中学校にスクールカウンセラー
又はハートフル相談員」等を配置し、子どもたちや
保護者に対する相談指導体制の充実。喫緊の課題で
あるインターネット上のトラブル等に対応するた
め、「ネットいじめ防止・解消推進員」の配置


新潟県


いじめ根絶県民運動
ストップ・ザ・いじめ　～やめよういじめ　許すないじめ～







167 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 南会津町、檜枝岐村


問合せ先
★	福島県教育庁　学習指導課
	 　〒960-8688 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7796　FAX 024-521-7168


事業の目的・効果
★	・�学力向上等に関する民間のノウハウを活用すること


で子どもたちの学習意欲が高まり、学力向上につな
がる。また、個々の習熟度に応じて学習ができる。


	 ・�教員が民間の指導方法の優れた点を研修会などを通
じて取り入れ、また、主体となり取り組むことで指
導力の向上を図れる。


	 ・�本モデル事業の県内への波及と定着による県全体の
学力向上が期待できる。


	 ・�豊かな自然環境の中の公立学校において、生徒の学
習意欲を高め、能力を十分に伸ばせるような教育環
境を提供することは、地域の大きなアピール材料と
なる。


事業期間・進捗状況
★	・　事業期間　　　　平成21年度～平成23年度
	 ・　経緯・進捗状況
	 　　　平成21年度
	 　　　・�学習サポートシステム：ライブ授業は生徒一


人あたり各学年週一回程度　複数校接続
	 　　　・全体勉強会	 ：全4回
	 　　　・総合学力調査	 ：年1回


事業地域
	 南会津地域内6中学校


総事業費
	 14,500千円（県として）


事業の概要
★	　公教育の新たな在り方のモデル事業として、学習塾
など学校以外での学習の場が少ない過疎・中山間地域
において、全国初の民間教育事業者との連携による取
組みを平成18年4月に開始した。


	 　なお、平成21年度からは町村が主体となって事業を
推進し、県も支援する。


	 　事業内容は、eラーニング（英語・数学）や通信教育
により学習意欲や学力の向上を図る「学習サポートシ
ステム」、学習習慣や進路目標形成などに関する「全体
勉強会」、学習到達度や学習意識を診断する「総合学力
調査」の3つを柱としている。


関連事業・計画
★	・中山間地域連携事業
	 ・少人数教育推進事業　　：（平成21年度～）
	 ・少人数教育充実プラン　：（平成21年度～）
	 ・学びの習慣を育てる事業：（平成20 ～ 22年度）


特記事項
★	　学習意欲の向上や家庭学習時間の増加が見られるほか、教員の本事業に対する期待も大きく、自らの授業改善の
意識が高まってきている。


	 　また、保護者・地域からの期待も大きく、学校・家庭・地域が一体となった取組みとなってきている。
	 　平成21年度からは、町村が主体となって、これまでの成果を生かしながら、より効果があがるよう改善を加えて
いくこととしている。県としても、事業を円滑に実施し、より確かなモデルになるよう支援していく。


福島県


南会津学習サポート事業







168 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県教育庁　特別支援教育課
	 　〒960-8688 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7780　FAX 024-521-7167


事業の目的・効果
★	　小中学校で4％程度、高等学校においても1.6％程度
在籍する可能性があると言われている発達障がい等の
生徒への支援に取り組む。高等学校において、発達障
がい等の生徒への支援体制が確立されることで、発達
障がい等の生徒の学校不適応による進路変更を防ぐこ
とができる。さらに、個々の生徒のニーズに合わせた
支援を行うことで、発達障がい等の生徒の自らの特性
に合わせた職業的自立が可能となる。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～平成20年度：中通り
	 平成20年度～平成21年度：浜通り、会津


関連事業・計画
★	「ユニバーサルデザインに彩られたともに生きる社会
の形成」


事業地域
	 福島県　中通り、浜通り、会津のそれぞれの地域を対
象とする。


総事業費
	 1,361千円（平成21年度）


事業の概要
★	　高等学校を実践推進校、周辺中学校を実践推進協力
校に指定し、高等学校において発達障がい等の生徒の
特性に合わせた支援を行うほか、中高連携し、発達障
がい等の生徒が継続的に支援を受けられる体制の整備
を図る。


	 ①関係機関による事業連絡会を組織する。
	 ②�実践推進校では、大学院生等を学習支援員とし、


LD等の特性に合わせた学習支援を行う。
	 ③�また、実践推進校では、発達障がいについての専門


的知識を持つ臨床心理士を相談支援員として配置
し、発達障がい等の生徒へのカウンセリングやソー
シャルスキルトレーニングを行う。


	 ④�教師が LD等の障がい特性を理解した上で、全ての
生徒が「分かる授業」に向けての授業研究を教育セ
ンター、養護教育センターの指導・支援のもとに行
う。


福島県


LD等の中高連携型生徒支援事業







169 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 青森県


問合せ先
★	青森県県土整備部　都市計画課
	 　〒030-8570 青森市長島1丁目1-1
	 　TEL 017-734-9684　FAX 017-734-8196


事業の目的・効果
★	　現運動公園の施設の老朽化や近年のスポーツレクリ
エーションに対するニーズの増加に対応するため、青
森県のスポーツの拠点となる公共空間として整備す
る。国際的・全国的競技が開催可能な第1級のスポー
ツ施設を備えることにより、競技スポーツ選手のレベ
ルアップや県民の健康福祉増進に寄与する。


事業期間・進捗状況
★	平成8年度～
	 ・平成21年4月1日：二期開園（全体59.4ha）
	 ・�主な開設施設：総合体育館、屋外テニスコート20面、


アーチェリー場（仮設）、多目的広場


事業地域
	 青森市宮田地区


総事業費
	 550,000千円（平成21年度当初予算）


事業の概要
★	・公園面積　86.0ha
	 ・�主な施設：総合体育館（メインアリーナ、サブアリー


ナ、合宿所、スポーツ科学センター、25mプール）、
陸上競技場、野球場、多目的屋内グランド、屋外テ
ニスコート20面、屋内テニスコート4面、球技場、
屋内50mプール、飛び込みプール


特記事項
★	　財政の健全化に向けた事務事業の見直しにより、今
後の大規模施設（野球場、陸上競技場等）の新規着工を
見合わせており、全施設の完成までには相当の期間を
要するものと考えられる。


青森県


新青森県総合運動公園整備事業







170 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市教育委員会　生涯学習部　文化財課
	 　〒980-8671 仙台市青葉区国分町3丁目7-1
	 　TEL 022-214-8544　FAX 022-214-8399


事業の目的・効果
★	　わが国の歴史における近世城郭遺跡として重要な仙
台城跡を、文化資源として遺跡保存を図るとともに、
市民や経済界から要望の高い観光資源としての活用に
も供するため、石垣や地下遺構、景観の総合調査を踏
まえた整備を行う。


	 　市民に親しまれる城跡としての環境整備を行うこと
によって、史跡の正しい理解が深まるとともに、観光
資源としても新たな価値の創出につながる。


	 　これにより、歴史と風格のあるまちづくりの拠点と
して仙台の新たな都市空間の保全と創造に寄与し、多
くの市民の活用により文化財保護の意識の高まりも期
待できる。


事業期間・進捗状況
★	平成17 ～ 30（2018）年度（中期）
	 ・平成17年度：�本丸大広間跡・三の丸巽門東堀跡発掘


調査・本丸跡ガイダンス施設
	 ・平成18年度：�本丸大広間跡・三の丸巽門東堀跡発掘


調査・遺構支障木伐採
	 ・平成19年度：�本丸大広間跡・三の丸巽門東堀跡発掘


調査・サイン設置
	 ・平成20年度：本丸大広間跡・造酒屋敷跡発掘調査
	 園路整備（登城路・本丸広場他）


	 （今後の予定）
	 ・平成21年度：造酒屋敷跡他発掘調査
	 ・平成22年度：造酒屋敷跡他発掘調査


事業地域
	 国指定史跡「仙台城跡」（史跡指定範囲約66ha、平成15
年8月指定）


総事業費
	 今後検討予定


事業の概要
★	　平成17年3月に策定した「仙台城跡整備基本計画」
に基づき、同年12月に設置した「青葉山公園に係る仙
台城跡整備委員会」で整備手法等を検討しつつ、サイ
ン施設や本丸大広間の遺構表示、本丸へ登る園路の整
備、さらに中長期的には大手門の復元等が予定されて
いる。


関連事業・計画
★	　史跡指定地と重複する都市公園「青葉山公園」整備
については、史跡整備との整合性を図っていく予定で
ある。


宮城県


仙台城跡整備事業







171 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 仙台市


問合せ先
★	仙台市企画市民局　文化振興課
	 　〒980-8671 仙台市青葉区国分町3丁目7-1
	 　TEL 022-214-6139　FAX 022-214-6140


事業の目的・効果
★	・�才能ある若い音楽家を輩出することにより、世界の


音楽文化の振興及び国際的文化交流の推進に寄与す
る。


	 ・�仙台市が「楽都」として国内外に広く認知され、音楽
活動や音楽交流活動がより活発に行われる。


事業期間・進捗状況
★	・�仙台市の開府四百年を記念して創設し、平成13年5


月から6月にかけて第1回を開催。以後3年毎に行う。
	 ・�第3回コンクールは平成19年5月20日～ 6月23日


の約1 ヶ月にわたって、27の国と地域にわたる322
名の申込者から予備審査とオーディションで選ばれ
た77名の音楽家が出場し、熱演を繰り広げた。


	 ・�第4回コンクールにむけて、出場申込の受付を平成
21年10月1日まで行い、予備審査、オーディション
を経て出場者を決定する。


事業地域
	 仙台市
	 （オーディション：パリ、ウィーン、モスクワ、ベルリ
ン（第4回コンクールから）、ニューヨーク、仙台）


総事業費
	 （第2回コンクールの実績）約428,000千円（準備から開
催までの3ヵ年）


	 （第3回コンクールの実績）約437,000千円（準備から開
催までの3ヵ年）


	 （第4回コンクール）約145,910千円（3ヶ年の準備期間
の2ヶ年分）


事業の概要
★	・�コンチェルト（協奏曲）を課題曲の中心に据えるな


ど新しい特色を持ち、市民の温かいホスピタリティ
に支えられたコンクール。平成17年5月、国際音楽
コンクール世界連盟加盟が承認された。


	 ・ヴァイオリンとピアノの2部門で3年毎に開催。


関連事業・計画
★	・�コンクール期間中には、惜しくも次の審査段階に進


めなかった出場者に演奏機会を提供するチャレン
ジャーズ・ライブや学校訪問コンサートを行った。


	 ・�コンクール終了後も1位入賞者に対する副賞コン
サートとして、全国各地でリサイタルやオーケスト
ラとの共演による演奏会を開催。平成21年5月には、
自主レーベルとして SIMC（Sendai International 
Music Competition）レーベルを創設し、第3回コン
クール1位入賞者の記念CDを制作。


	 ・�街かどコンサートや開催記念リサイタル等、開催機
運を高めるための関連事業を行う。


宮城県


仙台国際音楽コンクール（SIMC）







172 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県教育庁　教育総務課
	 　〒960-8688 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7759　FAX 024-521-7969


事業の目的・効果
★	　本構想は、日本サッカー協会（JFA）等の競技団体や
大学等と連携して行う新たな連携型中高一貫教育によ
り、従来の固定観念にとらわれることのない独創的な
発想と失敗を恐れず果敢に挑戦する勇気と行動力を
持って、様々な分野で国際人として社会をリードする
人材を育成することを目的とする。


事業期間・進捗状況
★	　本構想は、平成18年4月に開始され、学科棟、新体
育館等の施設が平成19年度までに整備されており、英
語や福祉の授業、部活動などで中高一貫教育ならでは
の特色ある取組みを展開している。


	 　平成20年度については、初めての卒業生を送り出し、
連携型入試が開始されるなど大きな節目を迎えた。


	 　また、富岡高等学校バドミントン部、ゴルフ部、サッ
カー部が全国大会に出場し、富岡第一中学校バドミン
トン部が全国大会で団体優勝するなど、スポーツ部門
で着実に実績を残すとともに、富岡高等学校の1期生
は Jリーグ、Lリーグチームへの入団や大学進学実績
など進路面でも成果を上げた。


関連事業・計画
★	JFA人材育成プログラム


事業地域
	 福島県双葉郡富岡町、楢葉町及び広野町


総事業費
	 37,729千円（平成21年度）


事業の概要
★	　本構想は、JFAの人材育成プログラム「JFAエリー
トプログラム」と連携する全国初の取組みであり、県
立富岡高等学校と双葉地域の4つの中学校とで6年間
を見通した連携型の中高一貫教育を行うものである。


	 　本構想の中核である県立富岡高等学校は、普通科を
県内一円学区である「国際・スポーツ科」に転換して国
際コミュニケーション、福祉健康、国際スポーツの3
コースを設定し、定員を80名から120名に増員した。


	 　双葉地域の3町（富岡町、楢葉町、広野町）の4つの
中学校と富岡高等学校で、高校教員による中学校での
授業（英語、福祉等）や、JFA、JICA（国際協力機構）、
福島大学等との連携による授業が行われている。


福島県


双葉地区教育構想推進事業







173 教育、文化・スポーツ


事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市文化観光・スポーツ部歴史文化課埋蔵文化財係
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-226-2580（直通）　FAX 025-230-0412


事業の目的・効果
★	　新埋蔵文化財センターは、市内各所で行われる道路
建設や開発事業等にともなって行う発掘調査の拠点と
して、遺跡・遺物等の記録保存、出土品の保存作業や
整理作業、学術的研究を行うと同時に、整理作業が終
了した出土品等の保存・展示・活用することを目的と
する。


事業期間・進捗状況
★	　本業務では平成23年度に新埋蔵文化財センターの
供用開始を予定している。


	 　新潟市は、平成13年1月に黒埼町と合併し、平成17
年3月に近隣の12市町村と合併、同年10月には巻町と
合併したことにより人口80万人を超える都市となり、
平成19年4月に本州日本海側初の政令指定都市に移行
した。


	 　新市合併により6倍にも増えた発掘調査や、それに
伴う出土品は今後とも飛躍的に増加することが予想さ
れる。それらの資料を保存し活用していくためには新
たな拠点整備が必要となる。そのため新潟市・黒埼町
の合併建設計画にあった、埋蔵文化財収蔵庫を発展継
承する形で新埋蔵文化財センターを建設することとし
た。


	 　建設・展示については、19年度に「基本設計」を策定
し、20年度に「実施設計」を作成した。21、22年度は工
事を行う。


事業地域
	 新潟市西区


総事業費
	 1,952,000千円
	 （旧武田家住宅全面改築事業費含む）


事業の概要
★	　建設計画予定地は、旧黒埼町（現新潟市西区）に位置
する旧新潟市立木場小学校グラウンド跡地で市のほぼ
中央にあり、市の中心市街地から10㎞ほど離れている。


	 　計画では、そのグラウンド跡地約10,000㎡の土地に
延床面積4,500㎡の鉄筋コンクリート造、地上3階建て
の施設を建設するものである。


関連事業・計画
★	　本施設（新埋蔵文化財センター）に併設する形で黒
埼常民文化史料館として利用されていた旧武田家住宅
を移築する。これにより、発掘調査された埋蔵文化財
や、史料館に展示されていた既存の民俗資料を市民と
連携し活用することで、市民、県民並びに他県からの
来訪者が興味や関心を抱ける施設とする。


新潟県


新埋蔵文化財センター建設事業








200　国道 45 号　上北道路


181　東北横断自動車道釜石秋田線
 遠野～東和間
182　一般国道 455 号　北山バイパス
201　国道 45 号　高田道路


184　国道 47 号　仙台北部道路
185　仙台塩釜港仙台港区中野地区
 複合一貫輸送ターミナル改良（耐震）事業
186　国道 45 号　唐桑道路


178　秋田港シーアンドレール構想
179　国際コンテナターミナル整備事業
202　日本海沿岸東北自動車道　大館北～小坂


187　一般国道 112 号　酒田南拡幅事業
188　主要地方道山形天童線
 道路改築事業（落合）
189　新庄酒田道路（地域高規格道路）


190　福島空港・あぶくま南道路
 （あぶくま高原道路）
191　会津縦貫北道路、会津縦貫南道路、
 栃木西部・会津南道路
196　小名浜港（東港地区）
203　小名浜港東港地区　
 多目的国際ターミナル整備事業
204　国道 115 号　霊山道路


193　上越魚沼地域振興快速道路
194　日本海沿岸東北自動車道
 荒川～朝日
197　新潟空港国際
 トランジット利用促進事業
198　北東アジア交流戦略事業
199　オムニバスタウン新潟　
 　交通システム高度化事業


174　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟
 2030 年に向けた東北ビジョン
175　北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟
 北海道・東北未来戦略会議
176　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟
 東北インテリジェント・コスモス構想
177　宮城・山形
 宮城・山形の連携に関する基本構想
 「みらい創造！MYハーモニープラン」


180 青森・新潟
 整備新幹線（東北、北陸）
183 岩手・秋田
 盛岡秋田道路（地域高規格道路）
192 山形・新潟
 新潟山形南部連絡道路
195　福島・新潟
 一般国道 289 号　八十里越


（広域プロジェクト）


6.　広域交通 ･通信、広域活動







174 広域交通 ･通信、広域活動


事業主体
	 ㈳東北経済連合会（ビジョンの策定主体）


問合せ先
	 ㈳東北経済連合会
	 　〒980-0021 仙台市青葉区中央2丁目9-10
	 　　　　　　　　　（セントレ東北11階）
	 　TEL 022-224-1033　FAX 022-262-7062
	 　http://www.tokeiren.or.jp


事業地域
	 東北7県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟）


事業の概要
★	　目指すべき将来像を定め、4つの基本戦略と12のア
クションプランを策定した。


	 　これまでの産学官連携の成果や独自の技術、文化風
土などの特性を生かしながら、新たな価値を生み出す
産業の枠組みや経済効率性に偏らない地域開発などを
具現化していく。


事業の目的・効果
★	　人口減少・少子高齢化や東アジア社会の成長など、東北を取り巻く環境変化を踏まえた中長期の展望として、新
たな成長を牽引する産業振興に向けた方向性や、人材育成や国際交流のあり方、あるいは暮らしの安全・安心の確
保に向けた方策など、2030年までに東北が目指すべき将来像を示し、その実現に向けた地域戦略を提案している。


	 　具体的には、東北の産業経済界はじめ、国や地方自治体、地域社会、大学等の高等教育機関及びシンクタンク等と
の連携を深めて、東経連事業化センターや東北観光推進機構など、「ほくと七星構想」の成果をさらに深化させると
ともに、国土形成計画に関わる東北圏広域地方計画への反映を図っていく。


事業期間・進捗状況
★	2007年9月：ビジョン策定


関連事業・計画


東北7県


2030年に向けた東北ビジョン
～東アジアのイノベーションランドを目指して～







175 広域交通 ･通信、広域活動


事業主体
	 北海道・東北未来戦略会議（略称：ほくとう戦略会議）
	 （構成団体：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、
山形県、福島県、新潟県、㈱日本政策投資銀行、北海道
経済連合会、㈳北海道商工会議所連合会、㈳東北経済
連合会、東北6県商工会議所連合会、㈳新潟県商工会
議所連合会）


問合せ先
★	北海道・東北未来戦略会議
	 　〒980-0021 仙台市青葉区中央2丁目9-10
� （セントレ東北11階　㈳東北経済連合会内）
	 　TEL 022-799-2104　FAX 022-262-7062


事業の目的・効果
★	　北海道・東北地域の総合的な発展に向けて、官民が
連携し、具体的な施策を検討すると共に、その推進を
図る。


事業期間・進捗状況
★	・平成4年4月：�北海道・東北21世紀構想推進会議設


立
	 ・平成6年4月：�北海道・東北21世紀構想「ほくとう銀


河プラン」策定
	 ・平成10年3月：�第5次全国総合開発計画における多


軸型国土構造構想において、「北東
国土軸」が盛り込まれる。


	 ・平成13年9月：�「ほくとう銀河プランの評価と今後
の推進方策に関する調査報告」の実
施


	 ・平成14年4月：�「北東アジア情報ネットワーク拠点
の整備」方策について検討開始


	 ・平成15年4月：�「北東アジア情報ネットワーク拠点
整備検討部会」、「国際観光プロモー
ション検討部会」設置


	 ・平成17年11月 :�「北海道・東北21世紀構想推進会議」
の見直しについて検討開始


	 ・平成18年5月：�「北海道・東北未来戦略会議」への改
組


	 ・平成18年11月：「第1回ほくとうトップセミナー」
	 　　　　　　　　�～今後の観光振興－広域観光の推進


に向けて～
	 ・平成19年11月：「第2回ほくとうトップセミナー」
	 　　　　　　　　�～広域経済圏の形成と国際経済交流


の推進に向けて～
	 ・平成20年11月：「第3回ほくとうトップセミナー」


事業地域
	 北海道と東北7県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・
新潟）


事業の概要
★	①　「ほくとうトップセミナー」の実施
	 　�　北海道・東北の知事および経済団体の長が一堂に


会し、当地域が抱える諸課題について活発な意見交
換を行うことにより、お互いの共通認識を醸成する
と共に、当地域における今後の発展戦略の立案なら
びに推進することを目的に開催する。


	 ②�　真の分権型社会における広域経済圏の形成に向け
た事業


	 　�　平成19年度から20年度にかけて実施した「真の
分権型社会における広域経済圏の形成に関する調査
研究」の結果を踏まえ、「産業集積」と「貿易拡大」の
2分野で、広域経済圏のスケールメリットを活かし
た事業について検討を行う。


特記事項
★	　「ほくとう銀河プラン」は、21世紀前期にわたる「ほ
くとう日本」の一体的な地域整備の指針とし、国の全
国総合開発計画等に反映されることを目指した地域か
らの提案であり、平成10年の第5次全国総合開発計画
「21世紀のグランドデザイン」に多軸型国土構造構想
として「北東国土軸」が盛り込まれるなど、所期の目的
は概ね達成された。


	 　加えて、「ほくとう銀河プラン」策定から14年余り
が経過し、ほくとう銀河プランを取り巻く環境が大き
く様変わりしていることから、ほくとう銀河プランの
理念を継承しながら、発展的に次のステージに移行さ
せ、時代に即応できる推進体制に改組したのが「北海
道・東北未来戦略会議（ほくとう戦略会議）」である。


	 　なお、第1回ほくとうトップセミナーでの合意事項
を受けて、東北地域の観光戦略を実践的かつ着実に展
開するため、平成19年6月に「東北観光推進機構」が設
立された。


東北7県


北海道・東北未来戦略会議







176 広域交通 ･通信、広域活動


事業主体
	 ・㈱インテリジェント・コスモス研究機構（ICR）
	 ・㈶インテリジェント・コスモス学術振興財団


問合せ先
★	㈱インテリジェント・コスモス研究機構
	 　〒989-3204 仙台市青葉区南吉成6丁目6-3 ICRビル
	 　TEL 022-279-8811　FAX 022-279-8880
	 　URL　http://www.icr-eq.co.jp


事業の目的・効果
★	　東北地方全体が日本の頭脳（研究開発）と産業開発
の拠点となり、未来型産業社会（先端的・重層的産業
構造をもった地域社会）を形成することを目指してい
る。


事業期間・進捗状況
★	昭和62 ～　（概ね30年間）
	 ・昭和62年：�構想提唱、7県協議会・大学連合協力機


構発足、シーズ調査開始、四全総に同構
想が盛り込まれる


	 ・昭和63年：研究開発会社の設立・運営支援事業開始
	 ・平成元年：�㈱ ICR 設立、構想のマスタープラン策定、


東北開発促進計画に同構想が盛り込まれ
る


	 ・平成2年：�「推進協議会」設立（7県協議会改組）、学
術機構発足（大学連合協力機構改組）、研
究助成事業開始


	 ・平成4年：国際フォーラム開催
	 ・平成5年：関係省庁連絡会議発足
	 ・平成8年：「学術振興財団」設立（学術機構改組）
	 ・平成9年：�中期推進ビジョン策定、地域コンソーシ


アム研究開発事業（経済産業省）の管理法
人業務開始


	 ・平成11年：学術研究会員データベース公開
	 ・平成14年：�「仙台サイバーフォレスト構想」（文部科


学省「知的クラスター創成事業」）の中核
機関業務を開始、経済産業省「東北産業
クラスター計画」の事務局業務を開始


	 ・平成18年：�東北インテリジェント・コスモス構想推
進協議会の解散により ICRが構想推進
の中核機関となる、経済産業省第Ⅱ期産
業クラスター計画「TOHOKUものづく
りコリドー」推進組織業務を開始


	 ・平成19年：�文部科学省第Ⅱ期知的クラスター創成事
業「広域仙台地域先進予防型健康社会創
成クラスター」の中核機関業務を開始


事業地域
	 東北7県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟）


総事業費
	 未定


事業の概要
★	①　㈱インテリジェント・コスモス研究機構（ICR）
	 　○国の政策と連携した産業創出支援事業
	 　　・�経済産業省「地域イノベーション創出研究開発


事業」（管理法人）
	 　　・�文部科学省「知的クラスター創成事業（広域仙


台地域先進予防型健康社会創成クラスター構
想）」（中核機関）


	 　　・�経済産業省「産業クラスター計画（TOHOKUも
のづくりコリドー）」（全体推進組織）


	 　　・�経済産業省「戦略的基盤技術高度化支援事業」
（管理法人）


	 　　・�経済産業省（原子力安全・保安院）「高経年化対
策強化基盤整備事業」（管理法人）


	 　　・�中小企業基盤整備機構「川上・川下ネットワー
ク構築支援事業」（管理法人）


	 　　・�経済産業省「低炭素社会に向けた技術シーズ発
掘・社会システム実証モデル事業」（管理法人）
など


	 　○�当社独自のインキュベーション、コーディネート
事業


	 　　・�賃貸研究施設を通じたインキュベーションおよ
びコーディネート事業


	 　　・�新事業創出グループ育成事業（東経連事業化セ
ンターと共同推進）


	 　　・�地域ファンド（東北インキュベーション、東北
グロース）に対する出資など


	 ②　㈶インテリジェント・コスモス学術振興財団
	 　○�研究助成、学術研究会員データベースの管理・運


用


東北7県


東北インテリジェント・コスモス構想
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事業主体
	 宮城県・山形県


問合せ先
★	・宮城県企画部　政策課
	 　　〒980-8570 仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　　TEL 022-211-2409　FAX 022-211-2493
	 ・山形県総務部総合政策室　政策企画課
	 　　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　　TEL 023-630-2108　FAX 023-624-2775


事業期間・進捗状況
★	（両県連携に関する主な経緯）
	 ・平成19年3月：�宮城・山形の連携に関する基本構想「み


らい創造！MYハーモニープラン」
を策定、「宮城・山形広域連携シンポ
ジウム」において両県知事が構想に
調印


	 ・平成19年11月：�宮城・山形両県の官民で構成する「宮
城・山形未来創造会議」を設立


	 ・平成19年11月：�「宮城・山形未来創造フォーラム」を
山形市で開催


	 ・平成20年2月：�「みやぎ・やまがた地域を超えてチャ
レンジする女性の交流会」を仙台市
で開催


	 ・平成20年11月：�「第2回宮城・山形未来創造フォー
ラム」を仙台市で開催


	 ・平成21年2月：�「みやぎ・やまがた地域を超えてチャ
レンジする女性の交流会」を山形市
で開催


特記事項
★	　「宮城・山形未来創造会議」を推進組織として、構想
の実現に向けた各種取組を進めていく（宮城県、山形
県、仙台市、山形市、宮城県商工会議所連合会、山形県
商工会議所連合会、東北経済連合会）。


事業地域
	 宮城県・山形県


事業の目的・効果
★	　宮城・山形両県を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、
分権型社会にふさわしい真に自立した地域社会の形成
に向けて両県が目指すべき圏域の将来像とその実現に
向けた取組の方向性を共有化するために策定。


事業の概要
★	　未来を拓く東北の中枢圏域「宮城・山形」の形成を目
指し、宮城・山形両県は連携して「広域環境・生活圏」
「広域経済圏」「広域交流圏」の形成に向けた具体的方
策に取り組む。


	 ⑴　広域環境・生活圏の形成
	 　①　環境と調和する圏域づくり
	 　②　互助・互恵が息づく安全・安心な圏域づくり
	 　③　人材の力が発揮される圏域づくり
	 ⑵　広域経済圏の形成
	 　①�　圏域の資源や伝承の技を活かす自律内発型産業


の振興
	 　②�　東北地域全体の産業発展を牽引する広域的な産


業集積の促進
	 　③　国内外を魅了する独創的な価値の発信
	 ⑶　広域交流圏の形成
	 　①　圏域の特性や資源を活かした交流人口の拡大
	 　②�　世界に飛躍する東北の中枢拠点としての交流基


盤や機能の形成・活用
	 　③　圏域としての一体感の醸成


関連事業・計画
★	・宮城の将来ビジョン（平成19年3月策定）
	 ・やまがた総合発展計画（平成18年3月策定）


宮城県・山形県


宮城・山形の連携に関する基本構想
「みらい創造！MYハーモニープラン」
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事業主体
	 秋田県、秋田港シーアンドレール構想推進協議会、ほ
か


問合せ先
★	秋田県産業経済労働部　流通貿易課
	 （構想の概要に関する問い合わせ先）
	 　〒010-8572 秋田市山王三丁目1-1
	 　TEL 018-860-2219　FAX 018-860-3887


事業の目的・効果
★	　秋田港に国内鉄道等を活用し、対岸諸国向けの貨物
を集め、海路により対岸港からシベリア鉄道等により
ヨーロッパに至る一大物流ルートを構築する。


	 　これにより、低炭素化社会に向けた環境に優しい物
流ルートを確立するとともに、輸送手段の多様化等に
より、秋田港の環日本海地域における物流拠点化を図
る。


事業期間・進捗状況
★	平成20年2月
	 　国土交通省東北地方整備局が、秋田港をモデルとし
て「環日本海シーアンドレール構想実証実験」を実施。
秋田港を窓口とした、ロシアとの貨物についての鉄路・
海路の複合的一貫輸送（シーアンドレール）を実施す
ることの有効性が確認された。


	 平成20年6月
	 　実験後提示された実現に向けた課題の解決のため、
民間主導による「秋田港シーアンドレール構想推進協
議会」が設立されたほか、国、県の行政レベルでの
「ポートセールス」、「インフラ整備」、「行政支援方策
検討」の各検討会が活動を開始。


事業地域
	 秋田県、ほか


総事業費
	 ―


関連事業・計画
★	　東北圏広域地方計画において、11. グローバル・ゲー
トウェイ機能強化プロジェクト「（効率的な国際物流
体系の構築）海上輸送と鉄道輸送を活用した複合一貫
輸送（シーアンドレール）の促進」として位置付け。


秋田県


秋田港シーアンドレール構想
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事業主体
	 秋田県


問合せ先
★	秋田県建設交通部　港湾空港課
	 　〒010-8570 秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL 018-860-2543　FAX 018-860-3804


事業の目的・効果
★	　本事業の実施により、秋田港のコンテナ貨物取扱能
力が向上し、今後増大する貨物需要に的確に対応でき
るとともに、環日本海の物流拠点として更なる飛躍が
期待される。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度～ 23年度完成目標


事業地域
	 秋田県秋田市


総事業費
	 約33億円


事業の概要
★	　コンテナヤード舗装11ha、ガントリークレーン1基、
バルクヤード舗装3ha


関連事業・計画
★	　港内静穏度向上のため、防波堤の延伸と港内消波工
を直轄事業により整備推進中。また、あきた21総合計
画では、国際コンテナターミナル整備による秋田港の
機能強化が「環日本海交流を支える物流ネットワーク
の整備」として位置付けられている。


特記事項
★	　本事業により秋田港の国際コンテナ定期航路の利便
性を向上させることによって、ロシア沿海地方・中国
などのコンテナ定期航路の新規開設を目指し、さらに
はシーアンドレール構想も含めた港湾整備を推進す
る。


秋田県


国際コンテナターミナル整備事業
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概要
★	①�　整備新幹線とは、全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）に基づき、整備計画が定められている以下の5


新幹線である。
	 ・北海道新幹線（青森市～札幌市）　・東北新幹線（盛岡市～青森市）　・北陸新幹線（東京都～大阪市）
	 ・九州新幹線（鹿児島ルート：福岡市～鹿児島市　長崎ルート：福岡市～長崎市）
	 　�　このうち、平成9年10月1日に北陸新幹線高崎～長野（長野新幹線）、平成14年12月1日に東北新幹線盛岡～八


戸間、平成16年3月13日に九州新幹線鹿児島ルート新八千代～鹿児島中央間がそれぞれ開業。


★	②　東北新幹線の整備状況
	 ・平成10年3月：八戸～新青森間（82㎞）着工（総事業費4,590億円）
	 　（進捗状況　平成21年5月1日現在）
	 　事業費ベース（平成21年度当初予算まで）進捗率96％。用地の買収率（面積ベース）99％。平成22年12月末の完
成を目指して工事を進めている。


	 　既にトンネル、高架橋工事は完成し、現在は、軌道・電気・建築等の設備工事を施工中である。


★	③　北陸新幹線の整備状況
	 ・着工　�平成4年8月：石動～金沢間　　平成10年3月：長野～上越（仮称）間　　平成13年5月：上越（仮称）～富


山間　　平成17年6月：富山～金沢間及び福井駅　　平成18年4月：長野～金沢（白山総合車両基地）間一
括変更認可


	 　（進捗状況　平成21年3月現在）
	 　長野～金沢間（230㎞）に関しては、平成26（2014年）末頃の完成を目指して、フル規格による建設工事（総事業費1
兆5700億円）が進められており、平成20年度までの累計予算は約8,084億円で、進捗率（事業費予算ベース）は51％。


青森県・新潟県


整備新幹線（東北、北陸）
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　岩手河川国道事務所
	 　〒020-0066 盛岡市上田四丁目2-2
	 　TEL 019-624-3131


事業の目的・効果
★	　東北横断自動車道釜石秋田線は総延長212㎞の国土
開発幹線自動車道であり、遠野東和間はこのうち33㎞
の高速自動車国道の整備を行うものである。当該道路
の整備により港湾機能を活用した物流拠点の形成を目
指す釜石・大船渡等の三陸地方拠点都市地域と高度技
術産業が集積する花巻・北上等の北上中部拠点都市地
域の高速交通体系が拡充されることから、一層これら
の集積・発展について期待されている。


事業地域
	 岩手県遠野市綾織町新里～花巻市東和町安俵


総事業費
	 約1,010億円


事業の概要
★	延長：33㎞
	 設計速度：80㎞ /h
	 道路幅員 :20.5m（暫定12.0m）


事業期間・進捗状況
★	平成8～平成20年代供用目途（平成24年度　宮守～東
和間延長24㎞供用予定）


	 ・平成3年12月：基本計画
	 ・平成8年12月：整備計画（宮守～東和）
	 ・平成10年12月：�整備計画（遠野～宮守）、施行命令（宮


守～東和）
	 ・平成15年12月：新直轄方式に移行


岩手県


東北横断自動車道釜石秋田線　遠野～東和間
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事業主体
	 岩手県


問合せ先
★	岩手県県土整備部　道路建設課
	 　〒020-8570 盛岡市内丸10-1
	 　TEL 019-629-5870　FAX 019-629-9124


事業の目的・効果
★	　当路線は、県都盛岡と三陸沿岸地域を結び物流と観
光に重要な役割を担う一般国道である。


	 　当地域の沿線では1970年頃から大規模な宅地開発
が次々と行なわれ、交通量が飛躍的に増大し慢性的渋
滞箇所となっている。当道路の整備により、本区間の
渋滞解消を図るほか、当路線に利用交通が転換するこ
とで、他の路線の渋滞緩和も期待されるものである。


事業期間・進捗状況
★	昭和59年度～平成21（2009）年度供用目途
	 ・昭和59年度：事業着手
	 ・昭和60年度：工事着手
	 ・平成5年度：終点側2.2㎞供用
	 ・現在：北山トンネル
	 　�（上り線923.5m、下り線950.5m）の管理用設備を施


工中


事業地域
	 岩手県盛岡市 : 北山2丁目～三ツ割鉢ノ皮


総事業費
	 約17,700,000千円


事業の概要
★	・総延長：3.7㎞
	 ・設計速度：50㎞ /h
	 ・道路幅員：22.0m（4車線）


関連事業・計画
★	　盛岡市が整備している都市計画道路と合わせて市内
の交通渋滞の緩和、及び三陸沿岸地域の経済活性化に
寄与する。


特記事項
★	　北山トンネルは、片側2車線の並設トンネルで平成19年7月に本体工事が完成した。特に、起点側坑口部はトン
ネル間の離れが約1mの超近接構造となっているが、これを無導坑方式を採用した。


岩手県


一般国道455号　北山バイパス
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　岩手河川国道事務所
	 　〒020-0066 盛岡市上田4丁目49-1
	 　TEL 019-624-3131　FAX 019-624-6315
	 東北地方整備局　秋田河川国道事務所
	 　〒010-0951 秋田市山王1丁目10-29
	 　TEL 018-823-4167　FAX 018-862-0938


事業の目的・効果
★	　盛岡都市圏と秋田都市圏を相互に結び、広域交流圏
域の効果を期待すると共に、自然災害時における国道
46号と東北横断自動車道釜石秋田線の代替機能の確
保、広域観光道路としての走行性の確保、生活基盤道
路としての環境・安全性の確保が期待される。


事業地域
	 秋田県大仙市、仙北市、岩手県雫石町、盛岡市、滝沢村


総事業費
	


事業の概要
★	・起終点：岩手県盛岡市～秋田県大仙市
	 ・総延長：約80㎞


特記事項
★	　「地域高規格道路」とは、全国的な高規格幹線道路網
と一体となって、地域の連携、広域的な交流の促進を
図るための道路である。その基本的な構造は、2車線
以上の道路で、沿道や交通の状況に応じて概ね60㎞ /
h 以上の速度サービスを提供できる道路。


事業期間・進捗状況
★	指定の経緯
	 ・平成10年6月：計画路線指定
	 ・路線の一部：整備区間指定
	 ・平成12年12月4日：岩手県雫石町の整備区間（橋場改良）0.7㎞が供用開始
	 ・平成19年8月4日：秋田県仙北市の整備区間（角館バイパス）2.6㎞が一部供用開始


岩手県・秋田県


盛岡秋田道路（地域高規格道路）
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
	 東北地方整備局　仙台河川国道事務所
	 　〒982-8566 仙台市太白区郡山五丁目6-6
	 　TEL 022-248-4131


事業の目的・効果
★	　当該道路は、常磐自動車道に並行する一般国道の自
動車専用道路であり、三陸縦貫自動車道と東北縦貫自
動車道を結び、仙台東部道路及び仙台南部道路と一体
となって仙台都市圏における自動車専用道路ネット
ワークを形成する道路である。


	 　当該道路の整備により、特定重要港湾である仙台塩
釜港や仙台空港を結ぶ仙台都市圏自動車専用道路ネッ
トワークの形成が促進され、都市部における通過交通
の転換が図られる。


事業期間・進捗状況
★	平成5～平成24年代供用予定
	 ・平成5年度：事業着手
	 ・平成6年度：用地着手
	 ・平成9年度：工事着手
	 ・平成14年5月19日：�日本道路公団との合併施工によ


り、利府 JCTから利府しらか
し台 ICまでの延長5.2㎞につい
て暫定2車線で供用


	 ・現在：�残る区間の用地買収及び改良工事、橋梁工事
を推進中


事業地域
	 宮城郡利府町加瀬～黒川郡富谷町富谷


総事業費
	 約1,180億円


事業の概要
★	・延長：13.5㎞
	 ・設計速度：100㎞ /h
	 ・道路幅員：23.5m（暫定11.25m）


特記事項
★	　仙台中心市街地における通過交通の排除、物流効率
化といった整備効果が見込まれる仙台都市圏自動車専
用道路ネットワーク形成のため、早期整備の必要性及
び整備効果が高い利府しらかし台 ICから国道4号ま
での区間について、平成24年の供用を目指し整備を進
めている。


宮城県


国道47号　仙台北部道路
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　港湾空港部　港湾計画課
	 　〒980-0013 仙台市青葉区花京院1丁目1-20
	 　TEl 022-716-0006　FAX 022-716-0017


事業の目的効果
★	　本事業の実施により、自動車組立工場の新規立地に
よる完成自動車等内貿RORO貨物の需要増へ対応す
ることができる。あわせて、耐震強化岸壁を整備する
ことで、震災時における緊急物資輸送に対応すること
ができる。


事業期間・進捗状況
★	平成21年度～ 26年度完成目標
	 　雷神埠頭は水深7.5ｍの岸壁3バースにより、これま
でRORO船を中心に利用されてきたが、内貿RORO
船の大型化により、水深の不足から利用率が低下して
いた。本事業では当該岸壁を9.0×2バースに再編す
ることとしている。


事業の対象地域
	 宮城県仙台市宮城野区


総事業費
	 約79億円（港湾整備事業費）


事業の概要
★	岸壁（水深－9m）（改良）220m、
	 岸壁（水深－9m）（改良）（耐震）220m、
	 泊地（－9m）2.2ha、
	 航路・泊地（－9m）24ha


特記事項
★	　新たに立地する自動車組立工場が操業を開始するま
でに、2バースのうち1バースを完成させ、物流需要の
増大に対応する。


宮城県


仙台塩釜港仙台港区中野地区
複合一貫輸送ターミナル改良（耐震）事業







186 広域交通 ･通信、広域活動


事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　仙台河川国道事務所
	 　〒982-8566 仙台市太白区郡山五丁目6-6
	 　TEL 022-248-4131


事業の目的・効果
★	　当該道路は、三陸縦貫自動車道の一部を構成する国
道の自動車専用道路であり、仙台都市圏へとつながる
高規格道路ネットワークの一部を形成する道路であ
る。


	 　当該道路の整備により、災害時等における緊急輸送
道路の確保や線形不良箇所及び隘路区間の回避による
安全で安心な日常生活の確保を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成14年度～平成22年度供用予定
	 　・平成14年度：事業着手
	 　・平成16年度：用地着手、工事着手
	 　・現在：改良・トンネル工事を推進中


事業地域
	 気仙沼市唐桑町只越～気仙沼市唐桑町舘


総事業費
	 約212億円


事業の概要
★	・延長：3.0㎞
	 ・設計速度：80㎞ /h
	 ・道路幅員：22.0m（暫定12.0m）


特記事項
★	　国道45号の急カーブ、隘路を早期に解消するため、
平成22年度の供用を目指し整備を進めている。


宮城県


国道45号　唐桑道路
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県土木部　道路課　保全整備室
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2608　FAX 023-630-2603


事業の目的・効果
★	　酒田市街地の主要渋滞ポイントである出羽大橋交差
点の渋滞を解消し、市街地から東北横断自動車道酒田
線酒田 IC、庄内空港、および「東北公益文科大学」（平
成13年4月開学）、「土門拳記念館」等の文教施設が立
ち並ぶ飯森山周辺地域へのアクセス性の向上、さらに
は広域的な交通連携の促進を図る。


事業地域
	 山形県酒田市


総事業費
	 約17,000,000千円


事業の概要
★	出羽大橋（861m）を含む2.1㎞区間の4車線化（現道2車
線）


事業期間・進捗状況
★	平成7～ 24（2012）年（予定）
	 ・平成13年度：橋梁下部工着手
	 ・平成16年度：橋梁上部工着手、右岸側4車線化工事完了
	 ・平成17年度：右岸側（L=480m）部分供用開始
	 ・平成18年度：新橋床版製作架設
	 ・平成20年度：新橋暫定供用開始（L=1,250m）
	 　　　　　　　旧橋リニューアル着手


山形県


一般国道112号　酒田南拡幅事業
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事業主体
	 山形県


問合せ先
★	山形県土木部　道路課　保全整備室
	 　〒990-8570 山形市松波2丁目8-1
	 　TEL 023-630-2491　FAX 023-630-2603


事業の目的・効果
★	　山形県立中央病院（平成13年5月1日移転）への山形、
天童の両中心市街地からのアクセス向上と山形、天童
間の快適で安全な交通の確保を目指す。


事業期間・進捗状況
★	平成4～ 22（2010）年度（予定）
	 ・平成7年度：道路を都市計画決定
	 ・平成14年度：全線供用（一部区間暫定2車線）
	 ・平成16年度：落合地区の4車線化着手
	 ・平成20年5月：�落合地区の一部区間について4車線


供用


事業地域
	 山形市、天童市


総事業費
	 約17,860,000千円


事業の概要
★	道路整備の概要
	 ・延長5,000m　幅員6.5m×2（32.0m）（4/4）


関連事業・計画
★	山形県立中央病院（平成13年5月1日移転開院）
	 ・病床数：660床
	 ・診療科目：20科目
	 ・面積：�敷地104,606㎡　建築15,644㎡　延べ床面積


52,960㎡


山形県


主要地方道山形天童線道路改築事業（落合）
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	・東北地方整備局　山形河川国道事務所
	 　　〒990-9580 山形市成沢西四丁目3-55
	 　　TEL 023-688-8421FAX023-689-1081
	 ・東北地方整備局　酒田河川国道事務所
	 　　〒998-0011 山形県酒田市上安町一丁目2-1
	 　　TEL 0234-27-3331FAX0234-27-3363


事業の目的・効果
★	　新庄地方生活圏と庄内地方生活圏を相互に結び、東
北中央自動車道、東北横断自動車道酒田線、日本海沿
岸東北自動車道とあわせ、格子状ネットワークの形成
により地域間交流を促します。


事業地域
	 山形県新庄市、戸沢村、庄内町、酒田市


事業の概要
★	・起終点：山形県新庄市～酒田市
	 ・総延長：約50㎞


特記事項
★	　「地域高規格道路」とは、全国的な高規格幹線道路網
と一体となって、地域の連携、広域的な交流の促進を
図るための道路である。その基本的な構造は、2車線
以上の道路で、沿道や交通の状況に応じて、概ね60㎞
/h 以上の速度サービスを提供できる道路。


事業期間・進捗状況
★	指定の経緯
	 ・平成6年12月：計画路線指定・路線の一部：調査・整備区間指定
	 ・平成14年5月25日：山形県新庄市の整備区間（新庄南バイパス）4㎞が暫定供用開始


山形県


新庄酒田道路（地域高規格道路）
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事業主体
	 福島県


問合せ先
★	福島県土木部　高速道路室
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7448　FAX 024-521-7957


事業の目的・効果
★	　「福島空港・あぶくま南道路（あぶくま高原道路）」は、
東北自動車道「矢吹 IC」と「福島空港」及び磐越自動車
道「小野 IC」とを結ぶ総延長約36㎞の自動車専用道路
で、高速道路と一体となって高速交通ネットワークを
構築し、福島空港へのアクセス向上や地域間の連携交
流促進、地域経済の活性化を図るうえで極めて重要な
道路です。


	 【整備効果】
	 　・�東北道「矢吹 IC」～磐越道「小野 IC」間の所要時間


が約20分短縮（約50分→約30分）
	 　・�阿武隈地域と県南・北関東地域間の広域的な連携


交流促進
	 　・福島空港への定時性の確保による利活用の促進
	 　・災害時等の代替路線の確保　　など


関連事業・計画
★	・FIT 構想
	 ・福島県阿武隈地域振興プラン21
	 ・郡山地域高度技術産業集積活性化計画


事業地域
	 福島県矢吹町、玉川村、石川町、平田村、小野町


総事業費
	 131,189,000千円（暫定2車線、有料道路事業費を含む）


事業の概要
★	地域高規格道路「福島空港・あぶくま南道路」
	 （あぶくま高原道路）
	 （福島県西白河郡矢吹町～田村郡小野町）
	 ・延長35.9㎞　幅7.0（10.5）m～ 7.0（22.0m）


事業期間・進捗状況
★	平成6（1994）年度～
	 ・平成6年12月：�地域高規格道路の計画路線に指定事


業着手
	 ・平成7年4月～ 15年9月：�各工区が順次整備区間指


定（全線指定済み）
	 ・平成13年3月：1・2工区10.5㎞供用
	 ・平成14年9月：3工区3.1㎞供用
	 ・平成16年11月：7・8工区8.6㎞供用
	 ・平成17年4月～：4・5・6・工区（13.7㎞）整備着手
	 ・平成21年3月：6工区（6.2㎞）のうち、3.3㎞供用
	 ・平成21年4月～：�平成22年度全線供用を目指し、残


工区（10.4㎞）整備中


福島県


福島空港・あぶくま南道路
（あぶくま高原道路）
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事業主体
	 ・�会津縦貫北道路：国土交通省東北地方整備局　郡山


国道事務所
	 ・会津縦貫南道路、栃木西部・会津南道路：福島県


問合せ先
★	・東北地方整備局　郡山国道事務所
	 　　〒963-0111 福島県郡山市安積町荒井字丈部内28-1
	 　　TEL 024-946-0333
	 ・福島県土木部　道路企画グループ
	 　　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　　TEL 024-521-7469　FAX 024-521-7951


事業の目的・効果
★	　会津縦貫北道路、会津縦貫南道路、栃木西部・会津
南道路は、福島県喜多方市、会津若松市、南会津郡南
会津町、さらに栃木県日光市を結び、福島県会津地方
の南北軸（会津軸）を形成し、県境を越えた交流・連携
の促進に寄与する延長約130㎞（福島県約80㎞・栃木
県約50㎞）の地域高規格道路であり、福島県の磐越自
動車道や栃木県の日光宇都宮道路と連携し、高速交通
体系を形成する重要な路線である。


	 　本道路の整備により、本県の地域整備の基本目標で
ある「多極ネットワークの形成」を推進し、地域の経
済・産業・観光の発展に資するとともに、地域の文化・
医療・教育施設等の相互利用の利便性の向上と、県内
外にわたる広域的な連携・交流の強化が期待されてい
る。


事業地域
	 福島県会津地方


事業の概要
★	①会津縦貫北道路：喜多方市～会津若松市
	 　（延長約20㎞）
	 ②会津縦貫南道路：会津若松市～南会津郡田島町
	 　（延長約50㎞）
	 ③�栃木西部・会津南道路：南会津郡田島町～栃木県今


市市
	 　（延長約60㎞、福島県約10㎞、栃木県約50㎞）


事業期間・進捗状況
★	①　会津縦貫北道路（延長約20㎞）
	 ・平成6年12月：計画路線指定
	 ・平成7年8月：一部区間が調査区間（延長約12㎞）
	 ・平成8年8月：整備区間に指定
	 ・平成9年度：�国の直轄権限代行事業（郡山国道事務所）


にて事業に着手
	 ・平成11年度～：用地買収に着手
	 ・平成14年度～：工事に着手
	 ・平成21年度：部分供用予定（延長2.1㎞）
	 ・平成23年度：部分供用予定（延長4.7㎞）
	 ②　会津縦貫南道路（延長約50㎞）
	 ・平成10年6月：候補路線から計画路線へ
	 ・平成11年12月：一部区間が調査区間（延長約9㎞）
	 ・平成19年3月：�一部区間が整備区間（延長約9㎞）、


及び調査区間（延長約9㎞）
	 ・平成19年度：一部区間（延長8.3㎞）が新規事業採択
	 ③　栃木西部・会津南道路（延長約60㎞）
	 ・計画路線への早期指定を要望中


福島県


会津縦貫北道路、会津縦貫南道路、
栃木西部・会津南道路
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事業主体
	 北陸地方整備局


問合せ先
★	北陸地方整備局　羽越河川国道事務所
	 　〒959-3131 新潟県村上市藤沢27-1
	 　TEL 0254-62-3211㈹　FAX 0254-62-1106


事業の目的・効果
★	　新潟山形南部連絡道路は、一般国道113号にほぼ沿
うように計画されている。この道路が完成すると、荒
川町と南陽市を約1時間で、さらに新潟と仙台間に高
速道路のネットワークができれば片道約2時間20分で
行き来できるようになる。また、沿線地域からの新幹
線や空港等の広域交通拠点、あるいは高次医療施設な
どへのアクセスが向上し居住環境の利便・質が向上す
る。


事業期間・進捗状況
★	平成6年12月：計画路線指定
	 　路線の一部：調査・整備区間指定
	 平成15年11月30日：�南陽市域の整備区間（赤湯バイ


パス（L=7.2㎞））のうち1.2㎞供
用開始


	 平成21年3月21日：�荒川道路（L=3.6㎞　村上市）暫定
2車線供用


事業地域
	 山形県高畠町、南陽市、川西町、飯豊町、小国町、新潟
県関川村、村上市


総事業費
	 約300億円（新潟県整備区間のみ）


事業の概要
★	　新潟県下越地方（村上地方生活圏）と山形県置賜地
方（米沢地方生活圏）を相互に連絡するとともに、日本
海沿岸東北自動車道と東北中央自動車道（ともに高規
格幹線道路）とを接続して信頼性の高い循環型ネット
ワークを形成する。


	 起終点：新潟県岩船郡荒川町～山形県東置賜郡高畠町
	 総延長：約80㎞（新潟県内約30㎞、山形県内約50㎞）


関連事業・計画
★	　地域高規格道路は、全国的な高規格幹線道路と連携
して、地域の連携による地域集積圏（1時間生活圏）の
形成、地域集積圏相互の交流の促進を図るとともに、
空港・港湾等の広域交流拠点や地域開発拠点等との連
結性を高めるための道路である。


特記事項
★	　現在、磐越道の代替路は国道113号のみであり、仮に磐越道が通行止めとなった場合、国道113号は交通容量不足
となる。また、国道113号は危険箇所も多く、冬季旅行速度低下も大きい。


山形県・新潟県


新潟山形南部連絡道路
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事業主体
	 国土交通省、新潟県


問合せ先
★	新潟県土木部　道路建設課　高規格道路推進室
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5406FAX025-285-6225


事業の目的・効果
★	　上越市を中心とする上越地域集積圏と十日町市と南
魚沼市を中心とする魚沼地方生活圏とを相互に連絡
し、高規格幹線道路とあわせ、信頼性の高い循環型ネッ
トワークを形成することによって、地域間の交流を図
る。


事業地域
	 新潟県上越市、十日町市、南魚沼市


事業の概要
★	全延長60㎞（北陸自動車道上越 IC ～関越自動車道六
日町 IC）


事業期間・進捗状況
★	平成9年度～未定（以下の区間以外は調査中）
	 ・上新バイパス：供用済み（H11.12）
	 　　　　　　　　　　　　＜国土交通省＞
	 ・上越三和道路：用地取得、工事推進中
	 　　　　　　　　　　　　＜国土交通省権限代行＞
	 ・三和安塚道路：用地取得、工事推進中
	 ・八箇峠道路：用地取得、工事推進中
	 　　　　　　　　　　　　＜国土交通省権限代行＞


新潟県


上越魚沼地域振興快速道路
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至  荒川胎内IC


朝日IC（仮称）


至  朝日IC（仮称）


村上IC（仮称）
予定地


事業主体
	 北陸地方整備局


問合せ先
★	・北陸地方整備局　新潟国道事務所
	 　　〒950-0912 新潟県新潟市中央区南笹口2-1-65
	 　　TEL 025-244-2159㈹　FAX 025-246-7763
	 ・北陸地方整備局　羽越河川国道事務所
	 　　〒959-3131 新潟県村上市藤沢27-1
	 　　TEL 0254-62-3211㈹　FAX 0254-62-1106


事業の目的・効果
★	　「日本海夕日ライン」との愛称で呼ばれている日本海
沿岸東北自動車道は、日本海側の各地域の交流及び活
性化のみならず、環日本海交流の骨格として、日本海
沿岸地域の未来を明るく照らすものと期待される。


事業地域
	 新潟県岩船郡荒川町～朝日村
	 　荒川 IC（仮）～村上 IC（仮）：新潟国道事務所
	 　村上 IC（仮）～朝日 IC（仮）：羽越河川国道事務所


総事業費
	 約753億円（荒川胎内 IC～朝日 IC（仮）における総事
業費）


事業の概要
★	　日本海沿岸東北自動車道は、新潟空港 ICを起点と
し、酒田市、秋田市などを経て、青森 ICに至る延長約
320㎞の高規格幹線道路である。このうち荒川 IC（仮）
～朝日 IC（仮）間を北陸地方整備局で整備する。


事業期間・進捗状況
★	・平成18年2月7日：�第2回国土開発幹線自動車道建設会議
	 ・平成18年2月28日：�整備計画の変更により新直轄方式で整備する
	 　　（荒川 IC（仮）～朝日 IC（仮）間の20.4㎞）
	 ・平成21年度：�高根川橋（仮称）（L=181m）を完成させるとともに、神林高架橋（仮称）（L=1,449m）、三面川橋（仮称）


（L=236m）の上部工事を推進
	 　全区間において工事を促進し早期完成に向けて事業推進


新潟県


日本海沿岸東北自動車道　荒川～朝日
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事業主体
	 北陸地方整備局


問合せ先
★	北陸地方整備局　長岡国道事務所
	 　〒940-8512 新潟県長岡市中沢4丁目430-1
	 　TEL 0258-36-4551㈹　FAX 0258-33-7566


事業の目的・効果
★	　当該地区は、日本でも有数の豪雪地帯である。開通
により一年を通じて信頼性・安全性の高い通行が確保
され、また距離、時間が大幅に短縮し経済活動の活性
化と輸送力の向上に寄与する。緊急車両の搬送につい
ては、高度医療機関への所要時間短縮により救急救命
体制の向上が図られる。さらには、新たな広域的地域
間の交流や連携が期待され、多様な観光ルートを創出
する。


事業期間・進捗状況
★	・昭和61年度：事業着工
	 ・平成2年度：用地買収
	 ・平成元年度：工事道路に着工
	 ・平成18年8月：9号トンネルが福島県境に到達
	 ・平成21年度：�県境の9号トンネル（仮称）（L=3,173m）、


8号橋梁等の工事を推進


事業地域
	 （自）新潟県三条市大字塩野淵字御所
	 （至）福島県南会津郡只見町大字叶津字入叶津


総事業費
	 約600億円


事業の概要
★	・計画延長：L=20.8㎞
	 　　　　　　（うち権限代行区間 L=11.8㎞）
	 ・幅員　一般部：W=9.0m
	 　　　　橋梁部：W=8.0m
	 　　　　トンネル部：W=7.5m


関連事業・計画
★	　車両通行が不可能な区間を解消し、地域間の交流連
携の軸となる信頼性、安全性の高い交通の確保するこ
とにより、経済活動の活性化と安心して暮らせる国土
の建設を図るため、「八十里越」事業を進める。


特記事項
★	　明治末期までこの八十里越を利用し、南会津地域では、食塩・魚介類・鉄製品などの生活用品を越後から移入し、
また、ここから繊維原料、林産物、労働力などを越後へ送り出していた。しかしながら、大正3年に岩越線（現磐越
西線）が全通し、物資や商品の輸送が八十里から鉄道へと以降し八十里越は衰退した。


	 　現在、一般国道289号は、日本海側の新潟県新潟市と太平洋側の福島県いわき市を結ぶ幹線道路であるが、当該箇
所は急峻な地形に加え、日本有数の豪雪地帯を通ることから、一部区間で通行不能になっている。


新潟県・福島県


一般国道289号　八十里越
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事業主体
	 福島県、国土交通省


問合せ先
★	福島県土木部　港湾課
	 　〒960-8670 福島市杉妻町2-16
	 　TEL 024-521-7497　FAX 024-521-7716


事業の目的・効果
★	　船舶の大型化及び取扱貨物量の増大に対応するた
め、小名浜港第一西防波堤の沖合いに人工島（東港地
区）を造成し、南東北地域の物流拠点港として多目的
国際ターミナルの整備を行う。


事業期間
★	整備期間：平成6年から30年代前半


事業地域
	 重要港湾　小名浜港（福島県いわき市小名浜）


事業の概要
★	○全体計画
	 　岸壁計画：-14m2バース、-12ｍ1バース
	 　土地利用面積：約52ha
	 ○�平成20年度「東港地区多目的国際ターミナル整備事


業」新規着工
	 　�　石炭等鉱産品貨物の増加および船舶の大型化に対


応した取扱能力の向上を図るため、東港地区の水深
14mバースの多目的国際ターミナルの整備を図る。


	 　・整備内容：�岸壁（-14ｍ）、泊地（-14ｍ）、臨港道路、
護岸（防波）、防波堤


	 　・事業期間：平成20 ～ 25年度


特記事項
★	　背後圏域でのグローバル化の進展に伴い、本港でのコンテナ貨物の取扱が増加していることや臨海部での発電事
業の展開等により鉱産品貨物の増加も見込まれること、さらには、輸送船舶の大型化が進んでいることから、既存
ふ頭では貨物の取扱いが困難となることから、早期供用開始を目指し、段階的な整備を図ることとしている。


福島県


小名浜港（東港地区）
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事業主体
	 新潟空港整備推進協議会


問合せ先
★	新潟県交通政策局　空港課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5471　FAX 025-284-5042


事業の目的・効果
★	　新潟空港発着の定期便から、ソウルや上海などの就
航地で乗り継ぐことで広がる国際ネットワークの活用
を推進し、新潟空港のさらなる利用拡大を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成19年度～
	 ・�平成19年4月：新潟空港から世界各地への乗り継ぎ


スケジュールがホームページ上で検索できる「新潟
空港乗り継ぎフライト検索システム」運用開始


事業地域
	 新潟県内及び隣接県


総事業費
	 4,860千円（H21協議会予算額）


事業の概要
★	①　乗り継ぎの利便性周知
	 　�　ホームページ等により乗り継ぎスケジュール情報


を提供する。
	 ②　乗り継ぎ旅行商品造成支援
	 　�　新潟空港国際定期路線を利用した乗り継ぎ旅行商


品の造成について補助を行う。


新潟県


新潟空港国際トランジット利用促進事業
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事業主体
	 新潟県


問合せ先
★	新潟県知事政策局　国際課
	 　〒950-8570 新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL 025-280-5962　FAX 025-280-5126


事業の目的・効果
★	　本県のこれまでの交流実績や定期航空路等の交流基
盤を活用し、北東アジア地域と新潟県との交流を強化
する取り組みを行い、本県の北東アジア交流圏の表玄
関としての地位の確立を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～


事業地域
	 中国、ロシア極東及び新潟県


総事業費
	 21,454千円


事業の概要
★	1 　ロシア極東とのビジネスマッチングの推進
	 2 　対ロシアビジネスの支援
	 3 　�ロシア極東における県産品販売促進モデル事業の


実施
	 4 　�北東アジア地域でのビジネス案件の発掘、マッチ


ングの推進
	 5 　北東アジア地域での国際見本市への出展
	 6 　新潟県ハルビン連絡員の設置
	 7 　日露エネルギー・環境対話イン新潟の開催
	 8 　ロシア企業の県内進出の支援


新潟県


北東アジア交流戦略事業
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事業主体
	 新潟市


問合せ先
★	新潟市都市政策部　都市交通政策課
	 　〒951-8550 新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL 025-226-2727（直通）　FAX 025-229-5150


事業の目的・効果
★	　にいがた交通戦略プランのもと、オムニバスタウン
事業をはじめ、各種公共交通関連施策を推進すること
により、多核連携型の都市構造の結び付きの強化や地
域の暮らしを支える生活交通の充実とともに、市街地
の賑わいや活力の創出が図られる。


事業期間・進捗状況
★	オムニバスタウン計画　：H19 ～ H23
★	にいがた交通戦略プラン：H20 ～概ね10年程度


事業地域
	 新潟市内


総事業費
	 約4,100,000千円
	 （オムニバスタウン計画のみ記載）


事業の概要
★	基幹公共交通軸の形成（にいがた基幹バスりゅーとリ
ンクの運行）


★	白根方面骨格幹線バスの機能強化（走行性・利用環境
の改善）


★	古町地区における道路の役割分担と道路空間の再構築
（利活用）など


関連事業・計画
	 　新潟駅付近連続立体交差事業


新潟県


オムニバスタウン新潟　交通システム高度化事業
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　青森河川国道事務所
	 　〒030-0822 青森市中央三丁目20-38
	 　TEL 017-734-4521


事業の目的・効果
★	　当該道路は、青森県上北郡六戸町から同郡東北町に
至る国道の自動車専用道路であり、既に供用中の第二
みちのく有料道路や百石道路と一体となった高規格幹
線道路ネットワークを形成する道路である。


	 　当該道路の整備により、並行する周辺道路の交通の
転換による交通混雑解消及び空港・駅等へのアクセス
が向上し、地域間の連携強化や産業の活性化を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成17年度～平成24年度供用予定
	 ・平成17年度：事業着手
	 ・平成18年度：用地着手
	 ・平成19年度：工事着手
	 ・現在：用地買収、改良・橋梁工事を推進中


事業地域
	 上北郡六戸町大字犬落瀬～東北町大字大浦


総事業費
	 約181億円


事業の概要
★	・延長：7.7㎞
	 ・設計速度：100㎞ /h
	 ・道路幅員：12.0m


青森県


国道45号　上北道路
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　三陸国道事務所
	 　〒027-0029 宮古市藤の川4-1
	 　TEL 0193-62-1711


事業の目的・効果
★	　当該道路は、岩手県陸前高田市から大船渡市に至る
道路で三陸縦貫自動車道の一部を構成する国道の自動
車専用道路であり、仙台都市圏へとつながる高規格道
路ネットワークの一部を形成する道路である。


	 　当該道路の整備により、災害時等における緊急輸送
道路の確保や線形不良箇所及び隘路区間の回避による
安全で安心な日常生活の確保を図る。


事業期間・進捗状況
★	平成6年度～
	 ・平成6年度：事業着手
	 ・平成13年度：用地着手、工事着手
	 ・平成21年3月15日：�通岡 IC ～大船渡碁石海岸 IC


間3.4㎞が一部供用開始
	 ・現在：用地買収、改良工事を推進中


事業地域
	 陸前高田市竹駒町～大船渡市大船渡町下船渡


総事業費
	 約251億円


事業の概要
★	・延長：7.5㎞
	 ・設計速度：80㎞ /h
	 ・道路幅員：22.0m（暫定12.0m）


岩手県


国道45号　高田道路
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　能代河川国道事務所
	 　〒016-0121 能代市鰄渕字一本柳97-1
	 　TEL 0185-70-1001


事業の目的・効果
★	　日本海沿岸東北自動車道は総延長322㎞の国土開発
幹線自動車道であり、大館北小坂間はこのうち14㎞の
高速自動車国道の整備を行うものである。当該道路の
整備により米代川流域地域と東北自動車が有機的に連
結し、高速交通体系が構築されることから、当該地域
が目指す将来像である環境にやさしい産業と豊かな自
然環境を活用した、「複合交流都市圏」の創造や地域内
の多様な自然資源を活用した、観光リゾート地として
の「北東北の観光拠点交流エリア」の形成を支援する
事業として期待されている。


事業期間・進捗状況
★	平成8～平成20年代供用目途
	 ・平成3年12月：基本計画
	 ・平成8年12月：整備計画
	 ・平成10年12月：整備計画、施行命令
	 ・平成15年12月：新直轄方式に移行


事業地域
	 秋田県大館市商人留～鹿角郡小坂町小坂


総事業費
	 約710億円


事業の概要
★	延長：14㎞
	 設計速度：80㎞ /h
	 道路幅員：22.0m（暫定12.0m）


秋田県


日本海沿岸東北自動車道　大館北～小坂
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事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　港湾空港部　港湾計画課
	 　〒980-0013 仙台市青葉区花京院一丁目1-20
	 　TEL 022-716-0006　FAX 022-716-0017


事業の目的・効果
★	　本事業の実施により、小名浜港の石炭、金属鉱の貨
物取扱能力が向上し、今後増大する貨物需要に的確に
対応できるとともに、ターミナルの岸壁延長不足等に
よる非効率的な輸送を解消できる。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～ 25年度完成目標


事業地域
	 福島県いわき市


総事業費
	 約295億円（港湾整備事業費）


事業の概要
★	岸壁（水深14m）280m、泊地（水深14m）21.1ha、臨港
道路1,805m、護岸（防波）618m、防波堤50m


関連事業・計画
★	　港内静穏度確保のため、防波堤（沖）および防波堤（第
二沖）を直轄事業により整備推進中。


	 　また、首都圏で発生する広域建設残土の受入に向け、
福島県による広域資源活用護岸の整備を促進中。


特記事項
★	　本事業は、南東北地域の経済を支える国際物流拠点である重要港湾小名浜港において、背後企業の設備投資によ
り、今後も増大する石炭、金属鉱（銅精鉱、亜鉛鉱）のばら積み貨物の需要に対応し、現在顕著化している既存ター
ミナルの岸壁延長不足による非効率的な輸送を解消するため、所要の港湾施設整備について平成25年度完成を目標
に整備を進めるものである。


福島県


小名浜港東港地区　多目的国際ターミナル整備事業







204 広域交通 ･通信、広域活動


事業主体
	 国土交通省


問合せ先
★	東北地方整備局　福島河川国道事務所
	 　〒960-8584 福島市黒岩字榎木平36
	 　TEL 024-546-4331


事業の目的・効果
★	　本事業により、相馬・福島間の定時性、速達性が確
保されるとともに、緊急輸送路（第1次確保路線）とし
ての信頼性向上が図られる。あわせて効率的かつ安定
した物流の確保と地域商工業の活性化、相馬港の利用
促進、さらには松川浦や霊山県立自然公園をはじめと
する観光資源の有効活用を支援することができる。


事業期間・進捗状況
★	平成20年度～
	 ・平成20年度：事業着手


対象地域
	 福島県伊達市霊山町石田～福島県伊達市霊山町下小国


総事業費
	 約332億円


事業の概要
★	延長：12.0㎞
	 設計速度：80㎞ /h
	 道路幅員：13.5m


福島県


国道115号　霊山道路












東北地域のプロジェクト2009掲載機関のホームページ


地域 自治体・機関・団体等 ホームページ


青森県


青森県庁 http://www.pref.aomori.lg.jp/
（財）21あおもり産業総合支援センター http://www.21aomori.or.jp/
新むつ小川原㈱ http://www.shinmutsu.co.jp/
フューチャーベンチャーキャピタル株式会社
青森事務所 http://www.fvc.co.jp/base/aomori.html


岩手県


岩手県庁 http://www.pref.iwate.jp/
（財）いわて産業振興センター http://www.joho-iwate.or.jp/
岩手県工業技術センター http://www.pref.iwate.jp/~kiri/
（財）ふるさといわて定住財団 http://www.isop.ne.jp/f-iwate/
岩手県障害者作業所連絡協議会 http://www.isop.ne.jp/iwassrk/


宮城県


宮城県庁 http://www.pref.miyagi.jp/
仙台市役所 http://www.city.sendai.jp/
食材王国みやぎ http://www.foodkingdom-miyagi.jp/
（財）みやぎ産業振興機構 http://www.joho-miyagi.or.jp/
NPO法人　環境会議所東北 http://www.kk-tohoku.or.jp/
仙台フィンランド健康福祉センター http://sendai.fwbc.jp/index.htm


秋田県


秋田県庁 http://www.pref.akita.lg.jp/
（財）あきた企業活性化センター http://www.bic-akita.or.jp/
（財）秋田県林業公社 http://www11.ocn.ne.jp/~akita-rk/
こまちチャンネル http://www.e-komachi.jp/
あきた子育て情報　いっしょにねっと。 http://common.pref.akita.lg.jp/kosodate/


山形県


山形県庁 http://www.pref.yamagata.jp/
（財）山形県産業技術振興機構 http://www.ypoint.jp/
有機エレクトロニクス研究所 http://www.organic-electronics.jp/
山形県工業技術センター http://www.yrit.pref.yamagata.jp/


福島県 福島県庁 http://wwwcms.pref.fukushima.jp/


新潟県


新潟県庁 http://www.pref.niigata.lg.jp/
新潟県担い手育成総合支援協議会 http://www.niikaigi-ninaite.jp/
（財）にいがた産業創造機構 http://www.nico.or.jp/
新潟市役所 http://www.city.niigata.jp
新潟市バイオリサーチセンター http://www.niigata-biocenter.jp
北海道・東北未来戦略会議 http://www.hokutou.jp/
北東北広域連携推進協議会 http://www.n-tohoku.gr.jp/
（社）東北経済連合会 http://www.nc-t.jp/
㈱インテリジェント・コスモス研究機構 http://www.icr-eq.co.jp/
東北観光推進機構 http://www.tohokukanko.jp/
東北地域新規事業化支援センター http://www.tokeiren.or.jp/nct/
（社）東北ニュービジネス協議会 http://www.tnb.or.jp/
東北経済産業局 http://www.tohoku.meti.go.jp/
東北地方整備局 http://www.thr.mlit.go.jp/
北陸地方整備局 http://www.hrr.mlit.go.jp/
東北農政局 http://www.maff.go.jp/tohoku/
北陸農政局 http://www.maff.go.jp/hokuriku/
（独）都市再生機構 http://www.ur-net.go.jp/
東日本高速道路㈱ http://www.e-nexco.co.jp/
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 http://www.jrtt.go.jp/







事業地域：青　森　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 8 17


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


県境不法投棄現場原状
回復対策事業 津軽ダム


2 31 32 74 75 76


産　業


岩木川左岸農業水利事
業


小田川二期農業水利事
業 むつ小川原開発 あおもりウェルネスラ


ンド構想
あおもり農工ベスト
ミックス新産業創出構
想


77 92 93 94 98


青森県クリスタルバレ
イ構想


あおもりエコタウンプ
ラン


環境 ･エネルギー産業
創造特別区域計画


「青森県エネルギー産
業振興戦略」の推進


あおもりクリエイト
ファンド


99 100


あおもり元気企業チャ
レンジ基金


あおもり農商工連携支
援基金


3 121


生活・都市
環境、住民
参加


コンパクトシティ構想


4 141 142


医療・福祉 地域連携パス定着支援
事業


保険・医療・福祉地域
連携情報共有促進事業


5 157 158 169


教育、文化・
スポーツ


命を大切にする心を育
む県民運動推進事業


あおもりっ子育みプラ
ン21（少人数学級編制）


新青森県総合運動公園
整備事業


6 200


広域交通・
通信、広域
活動


国道45号　上北道路







事業地域：岩　手　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 9 10 11 12 15


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


県境不法投棄事案に係
る環境再生事業


廃棄物適正処理監視等
推進事業


廃棄物処理モデル施設
整備事業


循環型地域社会形成推
進事業 一関遊水地


18


胆沢ダム


2 33 34 35 36 52


産　業


馬淵川沿岸農業水利事
業


いさわ南部農地再編整
備事業 和賀中部農業水利事業 猿ヶ石川農業水利事業 南いわての「食」戦略


的産業育成事業


66 71 73 78 79


森の国いわて木材流通
拡大促進事業


地域営漁計画推進特別
対策事業費補助


前浜資源活用連携促進
事業


自動車関連産業創出推
進事業


いわて戦略的研究開発
推進事業費


80 81 82 104 113


岩手県産業成長戦略～
潜在力を成長へ～


岩手県南広域ものづく
り力強化対策事業


岩手県沿岸圏域ものづ
くり産業振興事業


県北地域産業支援事業
費


県央滞在型広域観光振
興事業


114 115 116


未知の奥・平泉観光振
興事業


県北圏域着地型観光推
進事業


県北圏域三大クラス
ター推進事業費


3 133 136 137


生活・都市
環境、住民
参加


がけ崩れ危険住宅移転
促進事業


いわて男女共同参画プ
ラン推進事業


いわてへの定住交流促
進


4 143


医療・福祉
自殺対策推進事業～い
のちとこころ、支える
いわて～


5 159 160


教育、文化・
スポーツ


すこやかサポート推進
事業 学習定着度状況調査


6 181 182 201


広域交通・
通信、広域
活動


東北横断自動車道釜石
秋田線　遠野～東和間


一般国道455号　北山
バイパス 国道45号　高田道路







事業地域：宮　城　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 1 2 3 4 5


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


「ダメだっちゃ温暖化」
みやぎ推進事業


みやぎ地球温暖化対策
地域推進事業


伊豆沼 ･内沼自然再生
事業


百年の杜づくり推進事
業 みちのく環境管理規格


14 16


自然エネルギー等 ･省
エネルギー促進事業


鳴瀬川中流緊急対策特
定区間


2 37 38 45 50 83


産　業


鳴瀬川 ･大崎地区農業
水利事業 中津山農業水利事業 環境にやさしい農業推


進事業
アグリビジネス支援事
業


情報産業振興戦略の推
進


84 95 105 106 107
仙台フィンランド健康
福祉センタープロジェ
クト（健康福祉関連産
業振興プロジェクト）


環境 ･リサイクル産業
団地整備事業


新事業・経営革新等支
援事業


ベンチャー育成ファン
ド事業


中小企業再生支援協議
会支援事業


119 120


障害者就労 ･雇用促進
事業


みやぎグローバルビジ
ネス総合支援事業


3 122 123 124 125 126


生活・都市
環境、住民
参加


仙台市高速鉄道東西線 仙台空港臨空都市整備
推進事業 “あすと長町 ”整備


仙塩広域都市計画事業
（仙台市荒井土地区画
整理事業）


仙塩広域都市計画事業
（仙台市仙台駅東第二
土地区画整理事業）


130


国営みちのく杜の湖畔
公園整備事業


4 151


医療・福祉 仙台市すこやか子育て
プラン推進事業


5 161 162 163 170 171


教育、文化・
スポーツ


県立高校将来構想推進
事業


個性かがやく高校づく
り推進事業 医療的ケア推進事業 仙台城跡整備事業 仙台国際音楽コンクー


ル（SIMC）


6 184 185 186


広域交通・
通信、広域
活動


国道47号　仙台北部
道路


仙台塩釜港仙台港区中
野地区　複合一貫輸送
ターミナル改良（耐震）
事業


国道45号　唐桑道路







事業地域：秋　田　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 6 19 20 21


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


水と緑の県民運動推進
事業 砂子沢ダム建設事業 成瀬ダム 森吉山ダム


2 39 46 51 53 54


産　業


平鹿平野農業水利事業 ＂今こそチャレンジ＂農業夢プラン応援事業
フロンティア農業者研
修


首都圏マーケティング
強化事業


青果物等ビジネス活性
化マーケティング事業


55 56 67 68 96


食彩あきた推進事業 あきた型食料自給力向
上対策事業


21秋田の森林づくり
事業


乾燥秋田スギ銘柄化促
進事業


秋田県北部エコタウン
計画


101 102 103 117


あきたアカデミーベン
チャーファンド


あきた産業人材育成支
援事業


高校生パワーアップ推
進事業


あきた農山村活性化総
合推進事業（グリーン・
ツーリズム推進事業）


3


生活・都市
環境、住民
参加


4 144 145 152 153


医療・福祉 厚生連病院施設整備助
成事業


心の健康づくり ･自殺
予防対策事業


子どもを生み育てるこ
とに係る経済的負担の
軽減


こども総合支援エリア
整備事業


5


教育、文化・
スポーツ


6 178 179 202


広域交通・
通信、広域
活動


秋田港シーアンドレー
ル構想


国際コンテナターミナ
ル整備事業


日本海沿岸東北自動車
道　大館北～小坂







事業地域：山　形　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 22 23 24


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


留山川ダム整備事業 最上小国川ダム建設事
業 長井ダム


2 40 41 42 57 58


産　業


最上川下流沿岸農業水
利事業


米沢平野二期農業水利
事業


水田畑地化基盤強化対
策事業


新山形県農産物等流通
戦略推進事業


やまがた食産業クラス
ター創造事業


85 86 87


山形有機エレクトロニ
クスバレー構想


超精密加工テクノロ
ジー開発支援事業


山形セレクション推進
事業


3 127 128 131


生活・都市
環境、住民
参加


山形ニュータウン「蔵
王みはらしの丘」開発
整備事業


鶴岡第２地方合同庁舎
（鶴岡文化学術交流シ
ビックコア地区整備計
画）


最上川ふるさと総合公
園


4 146 147


医療・福祉 ドクターバンク事業 がん医療高度化推進事
業


5 164


教育、文化・
スポーツ


山形県における「少人
数教育」（小・中学校
「教育山形『さんさん』
プラン」）


6 187 188 189


広域交通・
通信、広域
活動


一般国道112号　酒田
南拡幅事業


主要地方道山形天童線
道路改築事業（落合）


新庄酒田道路（地域高
規格道路）







事業地域：福　島　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 13 25


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


「もったいない」が生き
ている社会づくり事業 松川遊砂地


2 43 48 59 60 69


産　業


隈戸川農業水利事業 「環境と共生する農業」
推進事業


食の安全・安心推進事
業（トレーサビリティ
システム導入促進事
業）


高性能林業機械貸付事
業 森林環境基金事業


88 89


うつくしま次世代医療
産業集積プロジェクト
事業


半導体関連分野におけ
る新たな産業クラス
ターの形成


3 138 139


生活・都市
環境、住民
参加


７つの生活圏と６本の
連携軸


ふくしま環境・エネル
ギーフェア開催事業


4 154


医療・福祉 次世代育成支援対策


5 165 167 168 172


教育、文化・
スポーツ


声楽アンサンブルコン
テスト全国大会


南会津学習サポート事
業


LD等の中高連携型生
徒支援事業


双葉地区教育構想推進
事業


6 190 191 196 203 204


広域交通・
通信、広域
活動


福島空港 ･あぶくま南
道路（あぶくま高原道
路）


会津縦貫北道路、会津
縦貫南道路、栃木西部
･会津南道路


小名浜港（東港地区）
小名浜港東港地区　多
目的国際ターミナル整
備事業


国道115号　霊山道路







事業地域：新　潟　県


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 7 26 28 29 30


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


トキをプロデュース・
野生復帰推進事業 大河津可動堰改築 統合河川環境整備事業 環境用水利活用促進事


業
地球環境にやさしいメ
タンガス発電事業


2 44 47 61 62 63


産　業


柏崎周辺農業水利事業 経営体育成総合支援事
業


バイオリサーチパーク
構想


新潟市情報系ベン
チャー支援事業


（仮称）食と花のにい
がた交流センター整備
事業


64 65 70 90 91


（仮称）アグリパーク・
国際農業研究センター
整備事業


新潟市バイオマスタウ
ン構想


ふるさと越後の家づく
り事業（越後杉で家づ
くり総合対策事業）


いきいき健康ビジネス
創出事業


事業継続マネジメント
（BCM）人材育成講座


108 109 110 111 112


にいがた産業夢おこし
基金


外部人材による新ビジ
ネス展開支援事業


地域中核企業見本市等
出展支援事業


新潟版所得保障モデル
事業


小規模農家集落営農支
援事業


3 129 132 134 140


生活・都市
環境、住民
参加


新潟駅付近連続立体交
差事業 大潟水と森公園整備 危機管理センター ふるさと新潟交流促進


事業


4 148 149 150 155 156


医療・福祉


めざせ !!「健康にいが
た21」作戦（生活習慣病
予防対策推進事業､が
ん予防･医療推進事業､
がん予防総合センター
設備整備事業、自殺率
ワースト10脱出事業）


小児救急医療体制整備
事業


勤務医ショートサポー
ト事業


サテライト保育ママ事
業


にいがたっ子すこやか
パスポート


5 166 173


教育、文化・
スポーツ


いじめ根絶県民運動　
ストップ・ザ・いじめ
～やめよういじめ　許
すないじめ～


新埋蔵文化財センター
建設事業


6 193 194 197 198 199


広域交通・
通信、広域
活動


上越魚沼地域振興快速
道路


日本海沿岸東北自動車
道　荒川～朝日


新潟空港国際トラン
ジット利用促進事業


北東アジア交流戦略事
業


オムニバスタウン新潟
　交通システム高度化
事業







事業地域： 2 県以上


分野 プ ロ ジ ェ ク ト
1 27


国土・自然
環境、資源・
エネルギー


GPS 波浪計を活用し
た沖合波浪（津波）観
測網の整備


2 49 72 97 118


産　業 農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金


TOHOKUものづくり
コリドー（東北産業ク
ラスター計画）


東経連事業化センター
（東北地域新規事業化
支援センター）


東北観光推進機構


3 135


生活・都市
環境、住民
参加


男女共同参画推進事業


4


医療・福祉


5


教育、文化・
スポーツ


6 174 175 176 177 180


広域交通・
通信、広域
活動


2030年に向けた東北
ビジョン～東アジアの
イノベーションランド
を目指して～


北海道・東北未来戦略
会議


東北インテリジェント
･コスモス構想


宮城・山形の連携に関
する基本構想「みらい
創造！MYハーモニー
プラン」


整備新幹線（東北、北
陸）


183 192 195


盛岡秋田道路（地域高
規格道路） 新潟山形南部連絡道路 一般国道289号　八十


里越








東北地域のプロジェクト2009年（改訂版）


1. 国土・自然環境、資源・エネルギー
主な事業主体 主な事業地域


1「ダメだっちゃ温暖化」みやぎ推進事業 宮城県 宮城
2 みやぎ地球温暖化対策地域推進事業 宮城県 宮城
3 伊豆沼・内沼自然再生事業 宮城県 宮城
4 百年の杜づくり推進事業 仙台市 宮城
5 みちのく環境管理規格 みちのく環境管理規格認証機構 宮城
6 水と緑の県民運動推進事業 秋田県 秋田
7 トキをプロデュース・野生復帰推進事業 新潟県 新潟
8 県境不法投棄現場原状回復対策事業 青森県 青森
9 県境不法投棄事案に係る環境再生事業 岩手県 岩手
10 廃棄物適正処理監視等推進事業 岩手県 岩手
11 廃棄物処理モデル施設整備事業 岩手県 岩手
12 循環型地域社会形成推進事業 岩手県 岩手
13「もったいない」が生きている社会づくり事業 福島県 福島
14 自然エネルギー等・省エネルギー促進事業 宮城県 宮城
15 一関遊水地 国土交通省 岩手
16 鳴瀬川中流緊急対策特定区間 国土交通省 宮城
17 津軽ダム 国土交通省 青森
18 胆沢ダム 国土交通省 岩手
19 砂子沢ダム建設事業 秋田県 秋田
20 成瀬ダム 国土交通省 秋田
21 森吉山ダム 国土交通省 秋田
22 留山川ダム整備事業 山形県 山形
23 最上小国川ダム建設事業 山形県 山形
24 長井ダム 国土交通省 山形
25 松川遊砂地 国土交通省 福島
26 大河津可動堰改築 国土交通省 新潟
27 GPS波浪計を活用した沖合波浪（津波）観測網の整備 国土交通省 青森・岩手・宮城・


秋田・山形・福島
28 統合河川環境整備事業 新潟県 新潟
29 環境用水利活用促進事業 新潟市 新潟
30 地球環境にやさしいメタンガス発電事業 新潟市 新潟


2. 産業
主な事業主体 主な事業地域


31 岩木川左岸農業水利事業 農林水産省 青森
32 小田川二期農業水利事業 農林水産省 青森
33 馬淵川沿岸農業水利事業 農林水産省 岩手
34 いさわ南部農地再編整備事業 農林水産省 岩手
35 和賀中部農業水利事業 農林水産省 岩手
36 猿ヶ石川農業水利事業 農林水産省 岩手
37 鳴瀬川・大崎地区農業水利事業 農林水産省 宮城
38 中津山農業水利事業 農林水産省 宮城
39 平鹿平野農業水利事業 農林水産省 秋田
40 最上川下流沿岸農業水利事業 農林水産省 山形
41 米沢平野二期農業水利事業 農林水産省 山形
42 水田畑地化基盤強化対策事業 山形県 山形
43 隈戸川農業水利事業 農林水産省 福島
44 柏崎周辺農業水利事業 農林水産省 新潟
45 環境にやさしい農業推進事業 宮城県・市町村 宮城
46＂今こそチャレンジ＂農業夢プラン応援事業 認定農業者、農業法人、集落農業組織 秋田
47 経営体育成総合支援事業 新潟県農業担い手サポートセンター、


新潟県、農業法人等、JA
新潟


48「環境と共生する農業」推進事業 福島県 福島







49 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 都道府県・市町村・土地改良区・森
林組合・農業協同組合・水産業協同
組合・農林漁業者が組織する団体等


青森・岩手・宮城・
秋田・山形・福島


50 アグリビジネス支援事業 宮城県 宮城
51 フロンティア農業者研修 秋田県、市町村 秋田
52 南いわての「食」戦略的産業育成事業 岩手県 岩手
53 首都圏マーケティング強化事業 秋田県、全国農業協同組合連合会秋


田県本部
東京都等


54 青果物等ビジネス活性化マーケティング事業 秋田県 秋田
55 食彩あきた推進事業 秋田県 秋田
56 あきた型食料自給力向上対策事業 秋田県 秋田
57 新山形県農産物等流通戦略推進事業 山形県 山形
58 やまがた食産業クラスター創造事業 山形県、やまがた食産業クラスター


協議会
山形


59 食の安全・安心推進事業
（トレーサビリティシステム導入促進事業）


農業協同組合、営農集団、水産業協
同組合、森林組合等


福島


60 高性能林業機械貸付事業 ㈳福島県林業協会 福島
61 バイオリサーチパーク構想 新潟市 新潟
62 新潟市情報系ベンチャー支援事業 新潟市 新潟
63（仮称）食と花のにいがた交流センター整備事業 新潟市 新潟
64（仮称）アグリパーク・国際農業研究センター整備事業 新潟市 新潟
65 新潟市バイオマスタウン構想 新潟市 新潟
66 森の国いわて木材流通拡大促進事業 岩手県、木材関連企業・森林組合や


それらが構成する団体
岩手


67 21秋田の森林づくり事業 森林組合、森林組合連合会 秋田
68 乾燥秋田スギ銘柄化促進事業 秋田県、木材関係団体 秋田
69 森林環境基金事業 福島県、市町村 福島
70 ふるさと越後の家づくり事業
（越後杉で家づくり総合対策事業）


県内に居住するための戸建て住宅を
供給する、県内に事務所を有する大
工・工務店等（施行業者）


新潟


71 地域営漁計画推進特別対策事業費補助 地域営漁計画を策定した漁協、地域
営漁計画を策定した漁協に所属する
漁業者が組織する団体


岩手


72 TOHOKUものづくりコリドー
（東北産業クラスター計画）


㈱インテリジェント・コスモス研究
機構


青森・岩手・宮城・
秋田・山形・福島


73 前浜資源活用連携促進事業 岩手県 岩手
74 むつ小川原開発 国、青森県、産業界 青森
75 あおもりウェルネスランド構想 青森県 青森
76 あおもり農工ベストミックス新産業創出構想 青森県 青森
77 青森県クリスタルバレイ構想 青森県 青森
78 自動車関連産業創出推進事業 岩手県 岩手
79 いわて戦略的研究開発推進事業費 岩手県 岩手
80 岩手県産業成長戦略～潜在力を成長へ～ 岩手県 岩手
81 岩手県南広域ものづくり力強化対策事業 岩手県 岩手
82 岩手県沿岸圏域ものづくり産業振興事業 岩手県 岩手
83 情報産業振興戦略の推進 宮城県、情報関連企業、教育機関 宮城
84 仙台フィンランド健康福祉センタープロジェクト
（健康福祉関連産業振興プロジェクト）


仙台市ほか団体 宮城


85 山形有機エレクトロニクスバレー構想 山形県、㈶山形県産業技術振興機構 山形
86 超精密加工テクノロジー開発支援事業 山形県工業技術センター 山形
87 山形セレクション推進事業 山形県 山形
88 うつくしま次世代医療産業集積プロジェクト事業 福島県 福島
89 半導体関連分野における新たな産業クラスターの形成 福島県 福島
90 いきいき健康ビジネス創出事業 新潟県 新潟
91 事業継続マネジメント（BCM）人材育成講座 新潟県 新潟
92 あおもりエコタウンプラン 青森県 青森
93 環境・エネルギー産業創造特別区域計画 青森県 青森
94「青森県エネルギー産業振興戦略」の推進 青森県 青森
95 環境・リサイクル産業団地整備事業 宮城県、環境・リサイクル関連企業 宮城







96 秋田県北部エコタウン計画 秋田県、関係自治体、企業 秋田
97 東経連事業化センター
（東北地域新規事業化支援センター）


東北地域新規事業化支援センター 青森・岩手・宮城・
秋田・山形・福島・
新潟


98 あおもりクリエイトファンド フューチャーベンチャーキャピタル
㈱、青森事務所


青森


99 あおもり元気企業チャレンジ基金 ㈶21あおもり産業総合支援センター 青森
100 あおもり農商工連携支援基金 （独）青森県産業技術センター 青森
101 あきたアカデミーベンチャーファンド ㈱パシフィック・リム・ベンチャーズ 秋田
102 あきた産業人材育成支援事業 秋田県 秋田
103 高校生パワーアップ推進事業 秋田県 秋田
104 県北地域産業支援事業費 岩手県 岩手
105 新事業・経営革新等支援事業 ㈶みやぎ産業振興機構 宮城
106 ベンチャー育成ファンド事業 あおばサクセス壱号投資事業有限責


任組合、他
宮城


107 中小企業再生支援協議会支援事業 宮城県中小企業再生支援協議会 宮城
108 にいがた産業夢おこし基金 ㈶にいがた産業創造機構（NICO） 新潟
109 外部人材による新ビジネス展開支援事業 ㈶にいがた産業創造機構（NICO） 新潟
110 地域中核企業見本市等出展支援事業 ㈶にいがた産業創造機構（NICO） 新潟
111 新潟版所得保障モデル事業 農業生産法人、生産組織、農家組合等 新潟
112 小規模農家集落営農支援事業 集落営農組織 新潟
113 県央滞在型広域観光振興事業 岩手県 岩手
114 未知の奥・平泉観光振興事業 岩手県 岩手
115 県北圏域着地型観光推進事業 岩手県 岩手
116 県北圏域三大クラスター推進事業費 岩手県 岩手
117 あきた農山村活性化総合推進事業
（グリーン・ツーリズム推進事業）


秋田県 秋田


118 東北観光推進機構 東北観光推進機構 青森・岩手・宮城・
秋田・山形・福島・
新潟


119 障害者就労・雇用促進事業 宮城県 宮城
120 みやぎグローバルビジネス総合支援事業 宮城県 宮城


3. 生活・都市環境、住民参加
主な事業主体 主な事業地域


121 コンパクトシティ構想 青森市 青森
122 仙台市高速鉄道東西線 仙台市 宮城
123 仙台空港臨空都市整備推進事業 宮城県 宮城
124＂あすと長町＂整備 （独）都市再生機構 宮城
125 仙塩広域都市計画事業
（仙台市荒井土地区画整理事業）


仙台市 宮城


126 仙塩広域都市計画事業
（仙台市仙台駅東第二土地区画整理事業）


仙台市 宮城


127 山形ニュータウン「蔵王みはらしの丘」開発整備事業 （独）都市再生機構、山形県、山形市、
上山市


山形


128 鶴岡第2地方合同庁舎
（鶴岡文化学術交流シビックコア地区整備計画）


国土交通省 山形


129 新潟駅付近連続立体交差事業 新潟市 新潟
130 国営みちのく杜の湖畔公園整備事業 国土交通省 宮城
131 最上川ふるさと総合公園 山形県 山形
132 大潟水と森公園整備 新潟県 新潟
133 がけ崩れ危険住宅移転促進事業 岩手県 岩手
134 危機管理センター 新潟県 新潟
135 男女共同参画推進事業 北東北三県男女共同参画推進協議会 青森・岩手・秋田
136 いわて男女共同参画プラン推進事業 岩手県 岩手
137 いわてへの定住交流促進 岩手県 岩手
138 7つの生活圏と6本の連携軸 福島県 福島
139 ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業 福島県 福島
140 ふるさと新潟交流促進事業 新潟県 首都圏等







4. 医療・福祉
主な事業主体 主な事業地域


141 地域連携パス定着支援事業 青森県 青森
142 保険・医療・福祉地域連携情報共有促進事業 青森県 青森
143 自殺対策推進事業～いのちとこころ、支えるいわて～ 岩手県 岩手
144 厚生連病院施設整備助成事業 秋田県 秋田
145 心の健康づくり・自殺予防対策事業 秋田県 秋田
146 ドクターバンク事業 山形県 山形
147 がん医療高度化推進事業 山形県 山形
148 めざせ !!「健康にいがた21」作戦
（生活習慣病予防対策推進事業、がん予防・医療推進
事業、がん予防総合センター設備整備事業、自殺率
ワースト10脱出事業）


新潟県 新潟


149 小児救急医療体制整備事業 新潟県、市町村 新潟
150 勤務医ショートサポート事業 新潟県医師会、新潟県 新潟
151 仙台市すこやか子育てプラン推進事業 仙台市 宮城
152 子どもを生み育てることに係る経済的負担の軽減 秋田県、市町村 秋田
153 こども総合支援エリア整備事業 秋田県 秋田
154 次世代育成支援対策 福島県 福島
155 サテライト保育ママ事業 市町村 新潟
156 にいがたっ子すこやかパスポート 新潟市 新潟


5. 教育、文化・スポーツ
主な事業主体 主な事業地域


157 命を大切にする心を育む県民運動推進事業 青森県 青森
158 あおもりっ子育みプラン21（少人数学級編制） 青森県教育委員会 青森
159 すこやかサポート推進事業 岩手県教育委員会 岩手
160 学習定着度状況調査 岩手県教育委員会 岩手
161 県立高校将来構想推進事業 宮城県教育委員会 宮城
162 個性かがやく高校づくり推進事業 宮城県教育委員会 宮城
163 医療的ケア推進事業 宮城県教育委員会 宮城
164 山形県における「少人数教育」
（小・中学校「教育山形『さんさん』プラン」）


山形県、市町村 山形


165 声楽アンサンブルコンテスト全国大会 福島県 福島
166 いじめ根絶県民運動　ストップ・ザ・いじめ


～やめよういじめ　許すないじめ～
新潟県 新潟


167 南会津学習サポート事業 福島県 福島
168 LD等の中高連携型生徒支援事業 福島県 福島
169 新青森県総合運動公園整備事業 青森県 青森
170 仙台城跡整備事業 仙台市 宮城
171 仙台国際音楽コンクール（SIMC） 仙台市 宮城
172 双葉地区教育構想推進事業 福島県 福島
173 新埋蔵文化財センター建設事業 新潟市 新潟


6. 広域交通・通信、広域活動
主な事業主体 主な事業地域


174 2030年に向けた東北ビジョン
～東アジアのイノベーションランドを目指して～


㈳東北経済連合会 青森・岩手・宮城・
秋田・山形・福島・
新潟


175 北海道・東北未来戦略会議 北海道・東北未来戦略会議 北海道・青森・岩手・
宮城・秋田・山形・
福島・新潟


176 東北インテリジェント・コスモス構想 ㈱インテリジェント・コスモス研究
機構（ICR）、㈶インテリジェント・
コスモス学術振興財団


青森・岩手・宮城・
秋田・山形・福島・
新潟







177 宮城・山形の連携に関する基本構想
「みらい創造！MYハーモニープラン」


宮城県・山形県 宮城・山形


178 秋田港シーアンドレール構想 秋田県、秋田港シーアンドレール構
想推進協議会


秋田


179 国際コンテナターミナル整備事業 秋田県 秋田
180 整備新幹線（東北、北陸） 青森・新潟
181 東北横断自動車道釜石秋田線　遠野～東和間 国土交通省 岩手
182 一般国道455号　北山バイパス 岩手県 岩手
183 盛岡秋田道路（地域高規格道路） 国土交通省 岩手・秋田
184 国道47号　仙台北部道路 国土交通省 宮城
185 仙台塩釜港仙台港区中野地区


複合一貫輸送ターミナル改良（耐震）事業
国土交通省 宮城


186 国道45号　唐桑道路 国土交通省 宮城
187 一般国道112号　酒田南拡幅事業 山形県 山形
188 主要地方道山形天童線道路改築事業（落合） 山形県 山形
189 新庄酒田道路（地域高規格道路） 国土交通省 山形
190 福島空港・あぶくま南道路（あぶくま高原道路） 福島県 福島
191 会津縦貫北道路、会津縦貫南道路、栃木西部・会津南道路 国土交通省、福島県 福島
192 新潟山形南部連絡道路 国土交通省 山形・新潟
193 上越魚沼地域振興快速道路 国土交通省、新潟県 新潟
194 日本海沿岸東北自動車道　荒川～朝日 国土交通省 新潟
195 一般国道289号　八十里越 国土交通省 福島・新潟
196 小名浜港（東港地区） 国土交通省、福島県 福島
197 新潟空港国際トランジット利用促進事業 新潟空港整備推進協議会 新潟
198 北東アジア交流戦略事業 新潟県 新潟
199 オムニバスタウン新潟　交通システム高度化事業 新潟市 新潟
200 国道45号　上北道路 国土交通省 青森
201 国道45号　高田道路 国土交通省 岩手
202 日本海沿岸東北自動車道　大館北～小坂 国土交通省 秋田
203 小名浜港東港地区　多目的国際ターミナル整備事業 国土交通省 福島
204 国道115号　霊山道路 国土交通省 福島


東北地域のプロジェクト　事業地域（県域）別一覧





